
2012年 2月 23日 (木)9:00～

参議院議員会館 lF 101会 議室

特区 口地域活性化 ・規制改革小委員会 (第7回 )

一 成長戦略 日経済対策 PT一

1.挨 拶

2.規 制 口制度改革の進捗状況について

3.グ リーンアジア国際戦略総合特区(福岡県 口北九州市 ・福岡市)

の視察予定について

4。 その他



特区日地域活性化 ・規制改革小委員会 国 際戦略総合特区視察

(グリーンアジア国際戦略総合特区)

○ 日 程   平 成 24年 2月 27日 (月)～ 28日 (火)

○ 視察先  福 岡県北九州市、福岡市

○ 行程案

2月 27日 (月)

H:15-    羽 田空港発 (SF」77便)

13:05     北 九州空港着

アジア低炭素化センター

東田スマートコミュニティ

・地域節電所

北九州エコタウン

・日本磁力選鉱閉

ウォータープラザ

ホテルオークラ福岡着

14:00-14:40

14:50-15:20

15:50-16:30

17:00-17:30

18:40

2月 28日 (ノく)

7:30- 9:00

9:10-9:50

10:30-11:20

12:10-12:40

12:45-13:15

14:20-

15:55

朝食 ・意見交換会※ (ホテルオークラ福岡会議室)

箱崎ふ頭
・RORO船ターミナル
・JR貨物ターミナル

九州大学伊都キャンパス
・最先端有機光エレクトロニクス研究センター

・次世代燃料電池産学連携研究センター

昼食 (県庁会議室)

記者会見 (県庁会見室)

福岡空港発 (ANA256便)

羽田空港着

※総合特区協議会メンパーとの意見交換会。出席予定者は以下のとおり。

口′トリ!1洋 福岡県知事

高島 宗―郎福岡市長

末吉 紀雄 福岡商工会議所会頭

石原 進 福岡経済同友会代表幹事

北橋 健治北九州市長

松尾 新吾 (社)九州経済連合会会長

利島 康司北九州商工会議所会頭



平 成 24年 2月 23日

内    閣    府

行 政 刷 新 会 議 事 務 局

規 制・制 度 改 革 担 当 事 務 局

規制・制度改革に関する閣議決定事項に係るフォローアップ調査の結果

目   次

.「明日の安心と成長のための緊急経済対策」
(平成21年12月8日閣議決定)中の「6(1)①制度・規制改革」

・「規制・制度改革に係る対処方針」(平成22年6月18日閣議決定)

.「新成長戦略実現に向けた3段構えの経済対策」
(平成22年9月10日閣議決定)中の「日本を元気にする規制改革100」別表1及び2

.「円高
ロデフレ対応のための緊急総合経済対策」

(平成22年10月8日閣議決定)中の「規制E制度改革」別表1及び2

・「規制・制度改革に係る方針」(平成23年4月8日 閣議決定)
・「規制・+1度改革に係る追加方針」(平成23年7月22日閣議決定)     … 58   1

|

<「評価」欄について>
・◎ :措置済
口○ :一部措置済
・X:未 措置
・―:「一部措置済」、「未措置」等の評価ができないもの    … 計 6項 目

(注)エネルギー分野については、現在各府省と調整中のため、網掛けとした。
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日- 4

・口・ 20

・… 33

… 36  1

・"言+176項 目
…計151項 目
…計 0項 目



明日の安心と成長のための緊急経済対策(平成21年12月8日 閣議決定)

明日の安心と成長のための緊●e■ 対策(平成21年12月8日 日菫決定)における決定内書
所管省庁 実施状況 進ん触 組・

残された田 静優事項名 規‖・“魔改革の■要 奥鮨時期
硼床~,1● 資富のた蹂
宙分野の●J壼・規"改
革
´

′ヽ′倒 用 ・●‐ 平 ψ 沐 "口 曖 : lヽll117に燿 ‐ 口 餌 旱
・利用者と事業者の間の公的興的“産の導入、保■に欠ける要件
の見直し、利用者補助方式への転換の方向など、利用者ホ位の“
産を実現する。また、保青料設定の在り方について、水準の在り方も
含め、傷産設etの中で検討する。

解 な口瞑:こついヽ十晟ZZ手Ⅲキ看日
塗に薔本的な方向を日め、平成23年通
常日会までに所要の法率を提出する。

文椰科学省
厚生労働省 棚脇θ瑯騰脚 輸螺翻鰯螺

基13ギ 暫
餃客 9月に

7ど
も・I青 て新シ寿 ム検討会饉作彙カレープ0大 臣・政薔官鶴

・薔本鋼魔ワーキングチーム
・幼保一体化ワーキングテーム
・こども指針(仮称)ワーキングチーム

輩糖謂鵬誕蒐Fわ課現懸感F讐躙期[ま鶏躙騰柵
｀

平成23年7月、喜本劇度ワーキングチームにおいて、「子ども・子青て新システムに関する中間と
りまとめJがとりまとめられた。本件については、同中間とりまとめの中で、

9蕎婁皿 =町
村の関与の下、保饉者が自ら施設を選択し、保饉者が施設と契約する

鶴 繊f事思量「
の保障の観点から市町

1が
害観的墓率14づ き、保青の必要性を口定する

騨 粘 脳 暦腫 覇 5在 131李 看当ξ
暮礎とし、■剣こ難 姉 ・鯖 曜 する期 に

R冒 曳当黒易裂=理峰
・`の確保。向上が回られた学校教育・保青を提供するために必要な水

が明記されたところ。

懺 善

E綸乱2客よ燃 錦肥
ど関係者とf91=親交換を行い、残さ争

0

(イ,イコールフ"Fィ ングによ篠 式含毬・NPOの ,入 促遭
・株式会社、NPO・ 社会的企業も含めた更なる,入 促造を日るべく、
害観的基準による指定制度の導入を検討する。

途に喜本的な方向を固め、平成23年通
常国会までに所要の法案を提出する。

内 日 肘

文部科学省
厚生労■省

内ヽ 日 肘 、X師 科 宇 ● 、厚 ="口 ■ ,
「明日の安心と成長のための緊急経清対策J書に基づき、幼保一体化を含む新たな次世代育成

詈螂祐菫8i諸豊覇l常撃き暑珊 罵顎麗蹴観ζ出岳ま専墓蹴 発
に少子化対策会議において決定された。
その後、平成22年9月に「子ども・子育て新システム検討会臓作彙グループ(副大臣・政務官級会
合)」の下に
。喜ホ制度ワーキングチーム
・幼保一体化ワーキングチーム               ~
にども指針(仮称)ワーキングチーム

i鰍 郭 零 協 為ぼ奮瀾 L酬肺 概
ヽ

難1星機酬握測膠員攀馨劉r
ろ。
なお、この「中間とりまとめJを受け、少子化社会対策会餞において、費用負担の在り方など、残

澪豊暴認諧鐸離期lf蹟層「
雅器閣会題酔七2螺難雙著

「子ども・子青て新システムJは、社会保障と税の一体改革の中でも優先課■に位置付けられて
いるところ、今後は、実施主体である地方公共団体など田係者と十分に意見交換を行い、残され
た検討課題について、現在検討を行つているところ。

○

※「実施状況」。「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものであり、
その後、取組が進捗しているものもある。



明日の安心と成長のための緊急経済対策(平成21年12月8日 目饉決定)における決定内容
所管省庁 実施状況

進んだ取組・

残された課題
評価

事項名 規制。制度改革の構要 実施時期
・また 、出 菫 量 疇 佃 馴 の 仕 リカ 、理 冨 買の瞑 痙 祀 田 ・冒 rr● 弔 守 ●.l

見直しについても、制度設計の中で検討する。
肛たな制属について十屁22牛口u手を日
金に基本的な方向を固め、平成23年通
常国会までに所要の法案を提出する。

文部科学省
軍生労働省

明日の安心と成長のための緊急経済対策J等に基づき、幼保一体化を含む新たな次世代育成
t援のための包括的・―元的なシステムの構築について検討を行うため「子ども・子青て新シス
テム検討会醸Jが設置され、「子ども・子青て新システムの基本制度案要綱」が平成22年6月29日
こ少子化対策会議において決定された。
その後、平成22年9月に「子ども。子育て新システム検討会凛作業グループ(副大臣・政務官級会
彗)Jの下に
薔本制度ワーキングチーム
,幼保一体化ワーキングチーム
にども指針(仮称)ワーキングチーム
D3つのWTを立ち上げ、基本制度案要綱に基づき、有臓者、保青所・幼稚□関係者、地方団体、
"使代表、子育て当事者などの関係者の多画を得て、内閣府を中心とした関係府省が連携し、
R体の検討を進めてきた。
平成23年7月、各本制度ワーキングチームにおいて、「子ども・子育て新システムに関する中間と
,まとめJがとりまとめられた。本件については、同中間とりまとめの中で
D施設整備費については、運営■に上乗せする仕組みとすること
DE営 費の使途籠日については、こども日綸付(仮称)等を提供するための費用とすることを基
本としつつ、他会計への費用の爆入を認めること
醗 計基準については、法人種別に応じた会計処理を基本とした上で、資金の流れを明確化す
6仕組みとすること
こついて、今後更に検討を行うことが明記されたところ。
'お、この「中国とりまとめJを受け、少子化社会対策会機において、費用負担の在り方など、残
された検討課題について今後も検討を行い、平成23年度中に必要な法制上の措置を講じること
しされている税lll抜本改革とともに、早急に所晏の法律案を国会に提出することが決定された。
(平成23年7月29日少子化社会対策会罐決定)‐
子ども。子青て新システムJは、社会保障と税の一体改革の中でも優先課題に位置付けられて
, るヽところ、今後は、実施主体である地方公共団体など関係者と十分に意見交換を行い、残され
ヒ検討課題について、現在検討を行つているところ。

○

tワ'初保―「lιの確遭
・上記制度における新たな綸付体系の検討等とあわせて、日定こど
も口制度の在り方など幼児教育、保育の総合的な提供(幼保一体
|ヒ)の在り方についても検討し、結ヨを得る。

途に基本的な方向を固め、平成23年通
常国会までに所要の法案を提出する。

文部科学省
厚生労働省

「明日の安心と成長のための緊急経済対策」等に基づき、幼保一体化を含む新たな次世代育成
支援のための包括的・―元的なシステムの構築について検討を行うため「子ども・子育て新シス
テム検討会議Jが設置され、「子ども。子育て新システムの基本制度案要綱」が平成22年6月29日
に少子化対策会醸において決定された。
その後、平成22年9月にr子ども。子育て新システム検討会議作業グループ(Dl大臣・政務官級会
合)」の下に
・基本制度ワーキングチーム
・幼保一体化ワーキングチーム
・こども指針(仮称)ワーキングチーム
の3つのrrを立ち上げ、基本“魔案蔓綱に基づき、有饉者、保青所・幼稚□関係者、地方団体、
労使代表、子青て当事者などの関係者の参口を得て、内目府を中心とした関係府省が連携し、
具体の検討を進めてきた。
平成23年7月、基本側度ワーキングチームにおいて、「子ども・子青て新システムに関する中間と
りまとめ」力くとりまとめられた。本件については、同中間とりまとめの中で
Э綸付システムの一体化(こども日綸付(仮称)の創餃等)
Э施設の一体化(総合施設(仮称)の創設)
が明“されたところ。
なお、この「中間とりまとめ」を受け、少子化社会対策会罐において、費用負担の在り方など、残
された検討課日について今後も検討を行い、平成23年度中に必要な法制上の措置を麟じること
とされている税制抜本改革とともに、早急に所要の法偉案を国会に提出することが決定された。
(平成23
子ども・子育て新システム」は、

瓶獅
いるところ、今後は、実施主体である地方公共団体など関係者と
た検討課題について、現在検討を行つているところ。

○

０
こ

※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものであり、
その後、取組が進捗しているものもある。



明日の安心と成長のための緊急経済対策 (平成21年 :2月8日 田議決定)における決定内容
所管省庁 実施状況

進んだ取組・

残された課題
評価

事項名 規制・制度改革の概要 実施時期

0環 境・エネルギー分野
での制度・規制改革

(ア)森林・林栞再生に向けた路網整備に係る同意取付の仕組の整1
・路網整備に係る森林所有者の同意取り付け円滑化に向けたルー

ルの整備(実効性ある日停・裁定のルール等)

子凛 :こ慄 IT!こ看 子 し、ZZ平 匡 甲 l_稲 田 を

得る。
罠林水 E省 滲 枷属長鴨略薬現に同けた3段 薔ぇの種済対策」別象1-20を ,照 。(:新成長戦略実現に同

けた3段構えの経済対策Jこおいて実施時期を前倒し)

躙 …      』 :
準農内に連やかに綸治を縄る=

朦梼 E秦 預

彙省、運輸省令 第1号)を
(平成22年 6月30日施行)

:燿 讐1翻 露翼
弔するものについでも安全性の技術的検
けを年度内のせ るだけ早期に開始す .
6.

巨済 E軍 省

干
成
十年十
月十イ`日轟市産業省令第七十七,を 改正:

ヽ ″ され た課 日 '

た電用火力設備に関する
麦術基準を定める省令等
D改正作業。

※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものであり、
その後、取組が進捗しているものもある。 つ

０
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規制・制度改革に係る対処方針(平成22年6月 18日 閣饉決定)における決定内容
所管省庁 実施状況

進んだ取組
残された課題

評価
規制改革事項 対処方針 実施時期

⑫

築物に関する構造規制の見直し) 階数基準については、木材の耐火性等に関する研究の成果等構 まえて、必
要な見直しを行う。

現在IF亭ども:手青― Nttn」 1=おいま 幼凛二体イビを合む新た
な次世代育成支援のための包括的・―元的な制度の構築に向けた検討が進め
られている。幼稚園の基準のあり方については、その検討結果も踏まえつつ、
すべての子どもへの良質な成青環境を保障するという観点に立つて検討を行

Ｔ
第

¨̈
属
始
置

内閣府
文都科学省
(厚生労働省

、その結果に基贅 、必要な規制の見直しを行うこととしている。

0

R岩踏まえてすみや
にヽ検討・結論

内閣府、文部科学省)
明日の安心と成長のための緊●_経 済対策」等に基づき、幼保一体化を含む新たな次世代育成
に援のための包括的・―元的なシステムの構築について検討を行うためr子ども 子育て新シス
テム検討会議」が設置され、「子ども・子育て新システムの基本制度案要綱Jが平成22年6月29
ヨに少子化対策会議において決定された。
Eの後、平成22年9月に「子ども・子育て新システム検討会議作業グループ(副大臣・政務官級台
螢)」の下に

基本制度ワーキングチーム

幼保一体化ワーキングチーム
こども指針(仮称)ワーキングチーム
D3つのWTを立ち上げ、基本制度案要綱に基づき、有臓者、保育所 幼稚園関係者、地方団体、
6使代表、子育て当事者などの関係者の参回を得て、内閣府を中心とした関係府省力く連携し、
1体の検討を進めてきた。
平成23年,月、基本制度ワーキングチームにおいて、「子ども 子育て新システムに関する中間と
,まとめJがとりまとめられた。
にた、この「中間とりまとめJを受け、少子化社会対策会議において、費用負担の在り方など、残
:れた検討課題について今後も検討をテい、平成23年度中に必要な法制上の措置を講じること
=されている税制抜本改革とともに、早急に所要の法律案を国会に提出することが決定された
1平成23年7月29日少子化社会対策会議決定)。
子ども・子育て新システムJよ、社会保障と税の一体改革の中でも優先課題に位置付けられて
るヽところ、今後は、実施主体である地方公共団体など関係者と十分に意見交換を行い、残さわ
ヒ検討課題について、現在検討を行つているところ。
力稚園の基準のあり方については、その検討結果も踏まえつつ、すべての子どもへ良質な成育
重境課 障するという視点に立って検討舒 う。

0

⑬

造とする校舎等の構造計算に関する
規定の見直し

燿業暴手法の見直しに関する検討会Jにおける、混構造の問題も含めた構造
計算適合性判定制度にっぃての検討結果を踏まえて、必要な見直しを検討し、
嗜綸を得る。

「成22年IE中検討
場始、結綸を得次第
昔置

コ土交通省

コ土交通省

K「新成長戦略実現に向けた3段精えの経済対策」別表1-8を 参照。(「新成長戦略実現に向
ナた3段構えの経済対策Jにおいて実施時期を前日し)

⑭

不通耐火情燿に関する性能評In風駁

(大臣認定申請用 )の試験方法の一日

見直し

●重の屋外側に関する性能評価風験について、加熱終了後の一定時間の放
巳胡 炉状態とする方法が妥当かどうかについて再検証桁 う。

「咸22年度中措置 F肛22年度甲に、争栗香、字議者より意見を聞き、再検alEを実施したところ、現在得られている
0見の中では、現行の耐火構造の性能評価試験の試験方法が妥当との結論を得たため、試験
与法の見直しを行わないこととした。

◎

⑮

靡 定する。

面醸藍輛薫素T蕗 覇 函感 繁 ttti惑 うコ「 罰罹百藤雨輌 百
~

定外の事業者が製造した同種の製品であつても認定の対象とすることを検討す
る。

目土交通省

1鶴[::騨鞠蒻 ll警事封菫饉

⑬

=規制の見直し
■威22年=中 横討
嗣俎 結論鶴 次第
告■

颯境● K:斬屁長鶴暉粟現に回けた3段薔えの経済対策」別表1-6を 参照。
ナた3段構えの経済対策」におぃて実構時期を前日し)

析たな制度構築について、検討術 う。 用始、結‥ 次第
書菫

た3段嬌えの経済対策」i,おいて実施時期を前倒し)

※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年¬月30日時点のものであり、その後、取組が進捗しているものもある。
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規‖・‖度改革に係る対処方針(平成2年 6月:8日目議決定)における決定肉害
所管省庁 実施状況

違んだ取組・

残された凛ロ
解饉

規鋼改革事項 対処方針 奥菫時用

住宅・土地)

①

キの活性化などの目点から、地区外の環境保全な」幅広い轟境貫ほ措置を諄
薔した害積率のほ和、老朽建築輸の建替えに責する3襲 率の饉和に係る具体
,施 策について検討し、精n鶴 る.

じ ナた●段僣えの経済対策Jにおいて実施時期を鶴日し)

②

賢存不通僣建築物の活用のための理
1基準法の見直し 関する検討会Jにおける検討結果を踏まえ、必要な見直しを検討し、拍綸を得

Ь.

・箱

B 11日に建築基準法施行令の二部を改正する政令(平成23年政令第46■)及び関連の告示(※〕
出 行したところ。(政令は平成23年3月311日公布、関遭の告示は平成23年4月2'日公布)
K:鉄筋コンクリート遺の柱に取り付けるはりの構造耐力上の安全性を確かめるための構造計算
D基準を定める件(平成23年口土交通省告示3432■ )、鉄筋コンクリート遣の柱の構造耐力上
り安全性器 かめ潟ための構造計算の基準を定める件(平成23年目土交通省告示第430号) 0

③

鵬軸における検討結果描 まえ、必要な見直しを検討し、Indる 。

中鷹 22年 度 凛 討 ・編

D
口土賢n■

てヽ実施時期勧 倒し)

歯替Jの内書を目知し、平成″年6月1日に当麟運用改善を施行し、その後も着実な実施をに進
′ているところ。

0

:ラクイ′ベーション分野

①

じを得る。具体的には、倒えば、再生医農=を含めた先遭的な目餞や、我が日
では未承日又は適応外の医薬品を用いるものの海外では■率的治饉として麗
められている薇法、政いは、他に代替治薇の存在しない菫菫な壼者に対する■
瞼中又は饉床研究中の壼法の一部について、一定の施設要件を満たすE薇 J
ヨにおいて実施する場合には、その安全性・有効性の解■を厚生労口省の外
昴のa関 において行うこと導について検討する。

子鷹 22年 度 甲 =稲

B
厚生労口省

軍生労働省

本的な内喜について平成22年 10月から平成23年5月まで8日にわたって臓口が行われ、結
Dを得た(平成"年 5月:8日「医療保険における革新的な饉薇技術の取級いに関する考え方に
,いて(先遭E壼 ‖度の手続、評薔、運用の■■し)J)。

mの 概要)
D『E腋 上の必要性の高い未承認藁・適応外藁検討会■JにおいてE薇 上の必要性が高いと
=れたE藁 呂について、新たに、海外の実績等から一定の安全性等が確目されている抗がん
■については、開発企集の公募中等、長期間沿験が見込まれない場合に、これに係る技術勧
EE饉 の対■とする。
D先進E腋 の対象技術の中購において、日内における実績を満たさない場合であつても、申鱗
きれた日々の技術や医療機関の特性に応じて、先進目薇の実施欄 眺 .
D現行の先進医薇専門捩会臓及び高度医療評価会■における審査の効率化、重点化綱 るこ
と等を目的として、両会鵬における審査を一つの会議において行う。

0

②

嘔床研男から実用1じへの切れ日ない移行を可籠とする最遍な日=鉤 枠組みに
ついて引き餞書検討し、縮曽鶴 る。その目、細砲治憲・再生■腋の特性を考J

編 喘 紹 艦 F承
露審査を かヽに効率的■進眺 かという観点も視野に

「威22年度中 こ縮
白 ,年 3月00日に、報告書(「再生・編臓医療に目する臨床研究から実用化への切れ日ない移行1

7能 とする‖度的枠組みについて」)を取りまとめ、通知により周知を目つた。

◎

０
０

※「実施状況J・「遣んだ取組・残された課■Jの内害は、原則として平成23年 11月30日 時点のものであり、その後、取組が進,し ているものもある。



H● ・憫度改革に係る対処方針(平成2年 6月 10日口■決定)における決定内害
所管省庁 奥菫状況

遭ん出 ・

残された暉■
r●

饉口a■ ●■ 対処方II 奥Lnm

③

■ 貪型熙賜に実施する轟境嗜整●する。■体的には、日師主導の日床研究につ
ハては、「臨床研究に用いられる未承■E饉 口■の提供●に係る藁事法の適

『について、翼事法の適用範目を明破化する「「饉床研究において用いられる未承認■薇餞署
D提供等に僚る薬事法の適用について」に目する買巨応答■(0こ A)に ついてJを購定し、平』

O

=の優異昌又は医療機暑を複数の目師に提供して行うような臨床研究につい
Cは、=事 法の適用範囲を明腱にする03Aを 作成し、日知する。

口協 出し、関係者に日知した。

DE薬 品医療■轟彗合籠構(PMDA)に ついては、その審査体鋼の強化が、
2が日のド"グ ブ 、デパ伝 ブ 都 消する方策の1つとして指摘されていそ
こと響踏まえ、事業仕分け縮果(平成2年 4月 27日 )に薔‐ 、その在り方に,

てヽ■綸を深め、塁違かつ■の高い審査体‖蔀 集する観点からその審章機
Lを強化する。

また、従来、昌目欧J限定して試行的に実施していた事鶴壽饉相臓“度について、平成23年
Eより、本格的に、可能な範日で昌目数翻限定することなく実施け ることとした。
さらに、優れたシーズを実用化につな!f6ことができるよう、アカデミア・ベンチャ=等 を対象とし
=E藁 昌・巨療機暑開発に日する相餞に応じるための藁事●●相腋な 平成23年度より開始す
5こととした。

平“ 年=よ り、可籠な範囲で呂目菫∃限定することなく
事前「E覇 度翻 始した。
また、左記のH3職 騒相餞評 威"年 7月 1日より開始し
たところ。
さらに、平成2年 度予算案(平成"年 12月24日目■決定)
において、技術の進歩に対応する果事承認審査・安全対策
の向上にあ晏な経費を計上したところ。

０

´

■等を検討する。 B 島・目燎機曇開発に目する相饉に応じるための藁事職略相晨を、平成"年 度より開始することと
た́。

K「新成長戦略実現に向けた0段構えの経済対策Jにおいて、本目籠決定内容の一部の実施時
りを前倒し。前倒し部分については、「新成長戦略実現に向けた●段構えの経済対策J"表 1-
3を,照 。

こ目の頭亭鴨晴相諫評 瞑23年7月1日より開始したとこ
ろ.

◎

日に代替治薇の存在しない重=な 二者において、治願中のE薬 品を一定のコ
事のもとで選択できるよう、コンパッショネートユース(人遭的使用)の■農化に
ついて検討に着手する。

台 口豪企業及び目の責任のあり方等、日度化に向けた課日の検討・整理響平a22年 度より行つて
Sり、平成"年 3月以降は、厚生科学審蹟会饉菫昌専制度改正検討部会において検討いただ
てヽいたところであるが、平成24年1月24日に日検討“会の颯告書(「藁亭法等鋼度改正につ
てヽのとりまとめJ)が公表されたところ。 O

④

⑤

=等 に目する情報提供の明菫化 ,いて検討し、結綸鶴 る。 自

蓼="口 ●

Ⅲ 科学研究「巨果呂適正使用のための学術情報提供に優る規鋼方策に関する研究Jの研究
嘔告を■正な未承=饉 薬品導に目する情報提供の基本的な在り方として活用するよう周知する
序の対応をとつた(平成22年10月8日付通知「E薬 品適応外使用に係る学術情報提供の指針作
配について(依頼)』及び平成22年:2月22日付轟知「未承目の目鰊餞轟に目する適正な情報提
路について(依頼)」)。

現在、左日研究報告ヨ躍まえ、栞界団体において、より明
=化した指針を作成しているところである。

0

(傷痢名統一、静薇年月日配載な淵
式改善等)

′セフト情報を―元化したデータベースについて、医師会.保臓書、大学や民同
レンクタンク等の研究機関など幅広く第二者も利用できるよう利活用のルール薇
央定し周知する。

早生労働省 レゼフトI「籠●●l薇篠に日す0薔 暉書壼臓(X,の 凛耐費 =え てとりまとめた事二書への
F―夕提供についてのガイドラ レを平成23年3月31日に策定し、厚生労●省ホームページにお
てヽ目知している。
※平成23年 1,月∞日時点にて'回開催)

レセフトロ凛薔の轟供口顧について43件の甲出があり、レ
セ外 情報■の提供に目する有臓者会腱の審査を経て、提
供依組申出の承躇を正式に3件決定したところである。
今後、平成23年度から平成2年 度までな 行翔同と位置づ
けしていることから、この間における実績書を勘案した上
で、レセ外 情報事の提供に日する有“者会饉において、カ
イtイ ンで定められた提供範囲専について見直しを行う事
薇 討している。

0

欠期F環 報目改定(平成密 年4月 )に向けて、勝猥口、保険者、研究者等の目
■者により、審査・支払の効率性に加えてデ→ の利活用の観点からも検討す
5場翻設け、「:CD10コ ードJの採用を含めてレセ外 株式(DPCレ セ外 含tilの
電直し盤 討する。

會 てヽ検討しているとこる。今後、中央社会保険E薇 協臓会等の場でレセプト様式の見直しにつし
て饉首をする予定である。

平E23年 11月11日の中央社会保険EEHH会 において、
子威24年 4月じ壼分から■求する各点数の算定日を記録
て́麟求するものとすることについて改めて関係保険医壼J
目に日知することについて■口れ 、了承を得たところ。 0

ｎ
Ｊ

※「実施状況」。「進んだ取組・残された躁■」の内容は、原則として平成23年 11月30日 時点のものであり、その後、取組が遭薔してもヽるものもある。



規制・劇度改革に係る対処方針(平成2年 6月 10日 目■決定)における決定内喜
所管省庁 実施状況

進ん鍮 組・

残された課■
解■

饉■置菫=燿 対処方el 実施時期

⑥

じ保健指導) 0るべき要件につい

ては平成2年 度中
告置、
嘔方せんの発行に
いかる考え方につい

ては平成"年 度中に

精

「3月31日付 E政発0301第5■)の通知を発出し、逮輌静薇が認められるべき要件を明確
ヒした。
処方せんの発行にかかる考え方については、現在日係●口、関係団体と引き腱書検討術 つ
:いるところである。

0

録 曜日上の手当については、安全筐・■勁性辱についてエビテンスが特ら詢
ヒ遠隔E療 について、順次検討し、綸綸鶴 る。

― 嘩 のタイ
ミング嗜

て`は、日次、静薇穏日の手当てにつ

てヽお饉饉目の改定に向けて検alをする。

ついては、実饉データ等椒 集した上で、対面での指導内容等との差員を検饉
、́制度の見直しについて検討する。

F鷹"年瞑中に緒
3 ズに対応す

O

⑦

瞑凛■燿aひ 口鳳ロロl‐おけ0彙 ^倅 ■引田じア0た のには、取■L瀾師法に

りヽ地城における散急臓送・受入状況鶴 まえて実施基準を策定することとされ
ている椰道府県が、実施薔早を実効的なものとする上で必要な情報について消
防機関の保有する敏急■潜のデ→ とE療 機関が保有する予後のデータをリレ

ンさせて総合的に日査・分析することが重要であり、椰道府県におけるこれらの
収組を腱進させるための方無について●務省と厚生労働省で検討を進眺 。

む

B“ `、

軍生労慟省 )平成23年11月末現在で“都道府県が改正消防議に基ま 実施基準を策定しており、年内に
よ全ての椰道府県が策定する予定。

●

「生労働省と協力し、全■の実施状況を目査し、情報提供術 うなど改善のためのフ押 ―アッ

獅 っている。
)併せて、消防a目 の保有する薇急搬送データと医農機目が保有する予後7~3の 総合的な

目査・分析の取組状況について、全日の椰道府県における実B日 査術 つている。
)今後、実■■壺の館果が取りまとまり次第、辞綱な分析桁 う予定ざ

1厚生労■■)
平成2年 度厚生労口科学研究費補助金により、散急搬送7~3と 医薇情報であるOPCデ →

:突合する手法について研究れ 、日研究において、一部の地城で試行的に実施したところで自
5。
また、平成23年 度及び平成24年 度予算(案)において日査経費を計上し、清防法改正により
B遭府県に■務'十 られた実― に基づいて受入れ補 つた饉籠曖口等について、椰道府
1による実籠■査を行う予定.

，
　

　

③

=係る査饉発綸要件等の緩和・外国
民医師の日内鯵薇等
―E薇 のために来日する外国人を受
ナ入れる目瞭医療交流への取組等―

けの短期澤在ピザについては、受鯵する外目人本人の他に、必要に応じ同行
曽にも発綸の便宣梱 る。

子曖2年 度中精ロ n覇 ● K:所 属長曖略興現に円けた3段 構えの経済対策J用豪 1-:77た は用猥 2-15“ 熙 .0薔

t長戦略実現に向けた0段構えの経済対策Jにおいて実施時期al●し)

E師 の臨床修練制度の活用を促進するため、手機の日素化や2年間という年
■の弾力化網 るなど、‖慶・運用を見菫す。また、目内での診薇について、臨

末修練目的の場合だけでなく、E籠 技術の敏授目的の場合や目瞭水準の共同
諄究目的の場合にも鳳眺 ための‖度改正を行う。

籠

r生労●省 K「新曖長職騒実現に向けた3段欄えの経済対策J別表1-25静 照。(「新曖長職騒実現に向
ナた3殿構えの経済対策Jこおいて実施時期を前倒し)

1の 簡素化網 るなど.鋼慶・運用を見直す。 譜 ナた3mmえ の経済対策」において実施時期を前倒し)

10
※「実施状況J・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年 11月30日 時点のものであり、その後、取組が進拶しているものもある。



規"・制度改革に係る対処方針(平成22年6月18日目臓決定)における決定内容
所管省庁 実籠状況

進んだ取組・

残された課■
辟僣

規倒改革事項 対処方針 奥施時期

③

補者への配重(受験回数、試験間■
の漢字へのルビ等)

晟しヽ こついて、平易な日本田に置き換えても現場に混乱を来さないものについ
て用鱚の置き換えや漢字へのルビ配韓ができないかなど、試験委員会におい
て検討猜 い.試験問題作成に反映。

「屁 ″ 年瞑 甲情菫

、厚生労ロ E順 :

富100回看饉師国家試験 (平成23年2月20日実施)において、「看霞鰤目家試験における用歴に

目する有凛者検討チームとりまとめ」(平t22年 8月 24日公表)に基覚 、試験の■を担保した上
で、日本語栂 目語としない看饉師候補者にとっても、わかりやすい文章となるよう問題作成し、
L解な漢宇へのふりがな付記や疾病名への英福併記事の対応錮 った.

肝饉 :

E23回 介霞福祉士目家口験 (平成23年1月30日実施)において、介饉福祉士国家試験委員会
=よる検討の結果に基づを、利用者の安全確保や関係職種との連機に支障が生じないか害を
,慮 した上で、難解な漠宇へのふりがな付配や疾病名への英語併記等の対応錮 った。

◎

塁次 薇 討

実施済み

(厚生労働省)
r経済連携協定(EPA)に 基づ0レ ドネシア人及びフィリピン人看艘師・介饉福祉士候補者の
滞在期間の延長についてJ(平成20年3月 11日閣臓決定)において、平成20年度及び平成21年
度に来日した看饉師・介護福祉士候補者については、一定の条件の下に、滞在期間の1年延長
を認めることを決定したところ。
また、「経済連携協定(EPA)に 基ま 看饉師・介餞福祉士候補者の受入れ奪についての基本
的な方針」(平成23年6月 20日人の移動に関する検討グループ決定)において、介腱福祉士ロ
家試験の複数回の受験機会の提供等については、介餞福祉士制度やそれらの国家試験制度
の根本的な変更を惹起するものであることから、その適否について、当腋制度の趣旨や利用者
専への影響、実現可能性等も踏まえつつ、検討を行うこととしている。

0

本語習得支援策の更なる充実。 平成"年 来自した候補者については、既存予算を活用し、230名 (フィリピン1343.イ ンドネシア
104名)を対象に、平成23年2月から3か月間、追加的に現地で訪日前日本語研修を実施した。平
成24年来自予定の候補者については、各国最大200名の応募予定者を対象に追加的に現地で
0か月間日本箇研修術 うべく、r元気な日本復活特別枠J要望における国際交流基金の海外日
本話教育拡充の一環として平成23年度予算計上(45億円ンレドネシアは200名を対象に平成23
年10月から6か月間の研修実施中。また、フィリピンは平成2441月 から3か月間の研修を実施予
定。平成24年度予算案には 両省が訪日前日本籠研修(国際交流基金運営費交付金)及び訪
日後日本鱚研修(日本再生重点化措置)の必要経費48f上 している。

(厚生労働省)

看護 |

平成22年度において、受入れ施設における日本悟学習及び研修指導に対する経費の支援のほ
か、口家試験受験に向けた学習支援(″―ン グ学習システムの提供、模燿試験及び集合研
修の実施.日本籠及び看證専門家の巡回訪間による対面での学習指導等)を実施した。平成23

年度においても、同様の支援を実施している。

介護 :
日本酒習得支援、集合研修.教材配布等を平成22年度予算で措置したほか、平成23年度予算
においてはそれらに加え、受入施設における候補者の継続的な学習を支援するため、介饉福祉
士として必要な専門知識や技術等を学ぶ集合研修等を階置した。

◎

⑩

フクチン政 策 の 兒 Eし 予防播種法の薇本的な見直しの中で、予防接種の目的や基本的な考え方、予
防接積に関して評価・検討する組織の設置及びワクチンの費用負担の在り方に
ついて検討する。

子威2 2年度検討開
台

撃生労働省 ・厚生科学審EE会予防機種部会(平成21年12丹設置)において、予防接種の目的や基本的な■
え方、予防機種に関して評価・検討する組織の設置及びワクチンの費用負担の在り方等につい
て、饉綸締 っている。
※現在19回開催済み(直近では、平成20年11月フ日に閉催した。第10回(同年9月29日)におい
ては、厚労省より予防接種制度の見直しの方向性についての検討案を提出した。)
・引き続き、予防機種部会において雄綸辞 め、ヮクチン政策の適切な推進を口る。 ◎

※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年¬月30日時点のものであり、その後、取組が進捗しているものもある。 1 1



規鋼・劇度改革に係る対処方針(平成22年6月 18日 目目決定)における決定内容
所管省庁 実施状況

進んだ取組・

独された屎■
87●

規鋼改革事項 対処方針 奏餞時期

⑩

E格の●I設) 定書饉師の業務範囲、
る。

ついて並行して検討 旧始、平成2年 度中
こ糖n

軍生労働省

「‐ ム医薇の推進についてJ)を受けて、平成2年 5月 12日に町=ム 医療推進会腱」を設置
、́特定着霞師(領称)の彙務籠田や教育・研修の内客について検討術 つている。
平成23年度は、平成22年度に引き犠き、養咸現場における試術事業盤 施するとともに、平
認 2年度の養威課組の修7者 における業務の実施状況等について情報収集するための試行
r棠 (平成23年度予算(元気な日本復活特別枠)「チーム医療実E事 業」)も実施したところ。
今後、「チーム医療推進会■」における目"等 習踏まえ、検討を進めてまいりたい。 O

⑫

6喪の吸引、口ろう処置の解禁等) こ実施が許害されたE行 為を、広く介雛 設等において、一定の知識・技術を
多得した介讀職員に解禁する方向で検討する。また、介饉職員が実施可能な
,おの拡大についても併せて検討する。

自綸、鋪綸鶴 次第
昔置

卜を改正し、たんの吸引等の業務術 う亭業所の豊録基準や、研修機関の登録基準を定めてし`
もところ。今後は、制度の施行(平成24年4月1日施行)に向けて、必要な準備を行つてまいりた

E瞭行為の範囲の拡大にづいては、たんの吸引等の施行状況や関係者による臓槍等機 まえ
|がら、今後、検討をするべきであると考える。

0

バ
為

、必要に応じ、検討・整理 え、日行為か否かが不明確な行為について、2
Eに応じ、検討・整理することとしている。

◎

⑮

k(運営主体規鋼の見菫し)
守別養猥モ人ホ

ームヘの社含E燎 法人手 入を可能とする万口で検討し、稲ロ

略る。 譜 、僣繊雄 え
け応に着手

「野 “
饉伸』において、平成22年 6月 18日 に目臓決定された「規鋼・劇度改革に係る対処方針』鶴 J
し、社会E薇 法人に限り特別養■老人ホームの設置を可能とする旨の条項が盛り込まれてい,
:ころであるが、日会修正により当餞彙項が醐除された。 0

「た、薔コ贅壼●人不―ムの理=に ついて、■憂通事・■憂処分の覆り万.薔
E入所の在り方や、二幹となる税劇の在り方・廃業の際の残余財産の処分等C
生り方に目通し、特鵬養菫老人ホームを社会福社法人が担つていることの菫菫
い役割、社会― 人以外の既存の法人影鑑綸 め、社会福祉法人と目覆度
D公養性及び事業の安定性・機腱性を持つ法人の多入を可能とすることの是■
=ついて検討する。

用始

嘉20日鷺奮悧陣薔口,介 瞑保瞑椰彙(平属2年 7月¨日)において、議ヨ・検討が行われた`
:ろ.

0

⑭

, るヽ0酌 標準の撤農

防同介饉サービスにおける人員・設饉
こ目する薔準の組和(サービス提供責
E者の配置基準)

仔県が地城の実情に応じて策定可能とする。 8n、館綸鶴 次第
=置

軍生労●省
D緊急総合経済対策Jにおいて実施臓期揃 倒し)

⑮

D実施饉果も蹟まえて、「活用状況や事務柏助員等による支援によつて管理
7能な範囲胡 確化し、次期介饉報酬改定(平成2年 4月)に向けて、サービス

E供責任者の配置基準の晨和が可能かについて検討し、縮綸器 る。

「晟23年度甲凛酎 ・

籠

早="口 薔

[済産彙省 E済 産業省予算において、介霞サービスにおける、パックオフィス部祭 報酬請求事務.リツー

ス管理)の効率化等について■査事業を実施中であり、当臓■査亭彙の結果を踏まえ、次期介
E輌目改定(平成24年4月)に向けて検討し:綸n鶴 る。1月末に開催予定の社会保障審腱会
,饉綸付費分科会において検討舶果の幅綸がでる見込み。 0

⑩

“齢者用パーソナ

での使用

日肉メーか の開発動向、利用者の‐―ズ等を踏まえ、また、
自鱚果を検饉しつつ、対応の要否について検討翻 始する。 台

「熙庁、口土
,通省 7成 23年1月21日の目臓決定(「構遺改革特別区域基本方針の一|1変更についてJ)により欄

女革特別区城基本方針の一部が壼更され、搭桑型移動支根ロポットの公道実饉実験事業が定
らられたことから、平成23年3月に『内閣府関係構造改革特別区城法第二条第二項に規定する
を示の410に 関する措置及びその適用を受ける特定事業について定める件J(平成23年 内閣
厳告示第12■ 。平成23年3月25日施行。)及びr■土交通省関係構造改革特別区城法第二条
富三項に規定する省令の特例に関する措置及びその適用留受ける特定事業を定める省令J(平
'23年 目土交通省令第14■ 。平成23年3月 22日鮨行。た鋼定するなど、警察庁と口土交通
じで■携しつつ、実饉実験を行うに当たり必要な措置を置じた。

0

12
※「実施状況」・「進んだ取組・残された課■」の内容は、原則として平成23年 11月30日 時点のものであり、その後、取組が遺渉しているものもある。



規鋼・“度改革に係る対処方針(平成22年6月 18日目■決定)における決定内容
所管省庁 実施状況

遭んだ取組・

残された課=
諄薔

規"改 革事項 対処方針 =菫 "“

〕農栞分野

①

②

鳳)の更なる饉和 こついての出資規劇が一部経和されたこと等構 まえ、法施行後の農彙生産
去人の参入状況、企業の出資状況などの実燿日査、及び争入した法人からみ
ヒ農地利用に係る間■点の有無等の把饉桁 い、現行の農集生産法人妻件
bt、意歓ある多様な農業者の参入促進との観点から適切かどうかについて検
[し、■議B留澪る。

用始、できる限り旱
りに拍綸

E林 水産省

じ利用に係る間■点の有無等alE握するための実態口査の準備に着手している。

0

E栞口興地城の壺口に関する法律の
肛膚 しく●● 法 椰 特組 口i鎮4晏 の 4

0方 公共団体が行う計画の達成状況の定期的な検証盤 林水産省は適宣確
日し、その中で不適切な事例が判明すれば、制度の見直しも含めて早急に検ホ
=着手し、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

E次実施 nqftarf, ,E xruryqrEilr:F 6EFEtr*s(|aTr ElxEfitilF{ltt\t. )F4tf,
hrSr  i l t r iE^ !+ t -L+*e+r4- t  -4 r  r7 r+  -E4r5

,町 村力{行う足期的な横証 Iま、平成23年 度から開始されて

0

膚1項第2'■の廃上の検討> 呂る観点から、
D同 計画に定める施設を農葉撮興地域の特性に応じた農業の振興を図るために必要なものに
風定すること
D同 針口に定める施設が晨葉撮興地域の特性に応じた農業の振興力'国られているか否力ヽ こ
ついて定期的に検証すること
中の新たな要件を、農撮法施行規則の一部を改正する省令(平成21年12月i5日施行)により定
らたところである。
「町村がわ 定期的な検肛に係る晨林水産省による確認については、当腋検証の実施状況を
|まえ平成23年度以降行つていく予定である。

b らヽ、検証内容について確認していく予定である。

③

④

生・中立性の向上)

L地の■倍の許可の迅速化

営に資する客観的・中立的で公正な判断猜 い.効率的かつ透明な組織となる
にう、組織、構成員、担うべき機能の見直しや、それに代わる対応の在り方につ
て`の検討に早期に着手し、錯“器 る。

蹄 薇な晨薯曽励`苅 蘭菫■頂腰瑾δ藻至と有効莉雨om薇 がら:
L作業の夕泰 ングを逸しないよう、標準処理日数等の短縮及び公表、総会の
摩力的な開催等により、農地法の許可一般について、農葉委員会の手続きが
E逮に行われるよう指導を徹底する。

旧始、できる限り阜
諄に結綸

民林 水暉●

=お、農業晏員会の活動の実効性を上げる観点から、「農葉委員会の適正な事務実施につい
CJ(平成2'年!月23日付け20経営第5フ91号経営局長通知)に基奏 、各農業委員会に鮮●な
饉事録の作製・公表、活動の点検諄饉、活動計画の策定・公表を行わせるとともに、その取組が
は底されるよう、「農彙委員会の活動状況の予算配分への反映について」(平成23年:0月!2日
寸け23犠曽第19"弓 農地政策課長通知)を発出し、各農業委員会の取組状況を確認した上で、
ヒの結果を平成24年度予算の配分に反映することとしている。 0

民杯 ボ重省 晨栞晏員会の遍正な事猾興鷹についてJ(平成21年1月23日付け20経営第5791号経営局長通
3)を平成22年12月に改正し、編率処理期間の短縮及び公表、総会の弾力的な開催等など農増
ミ第3条の許可について、農集委員会の手続き力¶速に行われるよう指導甜 底した。

敗等についての日査を行い、取組が不十分な農彙委員会に
対して追加指導を実施した。その結果、平成22年6月 末と平
成23年7月 末を比較して、標準処理期間の設定日数が約1
日短鱚(2'8日-271日 )されるとともに、楓率処理期間を公
表している晨彙委員会数力t349から15001こ増加した。

◎

13
※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題Jの内容は、原則として平成23年 11月30日時点のものであり、その後、取組が進捗しているものもある。



公正取引■員会は腱林水産省と遭携して、
僣出庵脅る。なお、その日、■合会や1県11

R]1曇員会は,農林水産省と■携して 農彙協口組合等の農畜産物の販売事業及び生産
)日■事業の取引案饉についてヒアリングを行うなこ 実饉の把■と倒E薇 施した。その
農彙者は依餞として大企業に伍して競争し又は大企葉と対等に取]:締 ことので書るJ
tないこと,農業者や単位組合は農畜産犠頓売及び生産貴村購入について自らの■断で

ること.適用日外日=が あるた翻 =理口できない晨黎疇口■含尋の目■行■
かつたこと等から.平成"綱 月までに.当 鶴は■の結果としては,適用除外
する"は ないとの前 に至つた。

1策上の目■が生u“ よヽうにするため,農林水産省に対し,4
る事業者の公正かつ自由な競争a限 又は■害すること等の

、公正取引晏員会と連携し、農業の健全な発展が日害されているおそれがない

うヽ観点から、平成2年 度中に実Bの IEEと検■捜 施し、公正取ヨl委員会は、晨彙協同
じに対する独占禁止法の適用除外‖度を直ちに鹿止する必要はないとの結Bに 奎つてい

また、晨林水産省は、公正取引晏員会からの指摘智受けて、「品目別生産コスト縮減戦略Jを
'正し、コストロ減の取組としての農協系統の取餞商品の例示をよリー般的なものとした。

従来から,農彙協口組合等による独占禁止法違反行為に適切かつ迅速に

る独占禁止法上の指針』に係る説明会等J開 催

10日)及び各地方農政局プロック会譴 (平成"年 :0月～1:

14
※『奥鮨状況J。「遺んだ取組・残された保題Jの内害は、原則として平成23年 11月 30日時点のものであり、その後、取組が遭渉しているものもある。



規鋼・劇度改革に係る対処方針(平成2年 6月 i8日 目腱決定)における決定内害
所管省庁 実施状況

進んだ取組・

残された躍■
滞

規‖改革事項 対処方針 奥童時■

⑥

士監査の実施 正なガバナンス確保の観点から、金融庁検査が促速されるための実効性ある
方策を採る.具体的には、晨協に対する金融庁(財務局)の検査体制の整燿状
況害踏まえつつ.金融庁が晨協の信用事業の検査を円滑に実施するという観点
から、例えば、預金畳が一定規模以上の場合、不祥事件の再発のような法令
諄遵守菫勢・各種リスク管理態勢等の適切性が疑われる場合等.都道府県知
事の晏麟の必要性等を含め、金融庁(財務局)及び農林水産省が椰道府県と運
腱して検壼を行うための基準・指針苺を晨林水産省・金融庁が共同で作成する
ことによって、農協検童の実効性を高める。

吉ロ

F成22年度中措置

κ産省 全腱庁(財務局)及び晨林水産省が毬道府県と連携して検査柿 ための「農棠協n組 合法で
き“ 晏麟検壺の実籠に係る基準・指針」を策定し、公表した(平成23年5月13日)。
また、金融庁(財務局)の検査体倒の整僣に目しては、当腋検査に対応するため平成23年度
こ財務局定員が■員された。
農林水産省においても、金融庁及び椰道府県と連携して検査を行うため平成23年度に検査官
ド増員された。
平成20年度より、同基準・指針に基‐ 、金融庁の検査ノウハウも活用しつつ、貯金者保護及
メ組織の適正なガバナンス確保の担点から、農協検査の実効性舘 めた。

◎

併せて、適正なガバナンスの確保及びコンプカ ンス強化に向け、農協に対
する監査の独立性、客観性及び中立性の強化を図る。 L林水産省は、全ヨ農業協同組合中央会が平成20年12月に策定・公表した「行動計日Jに即し

=取組が確実に実施されるよう指導を行つている。その結果、平成22年度中に措置することとし
Cいた公躍会al士の増員(5人→10人)、連合会の監査に係る全国本部での専門チームの設=
ま、平成22年8月に措置済である。

「成23年度については、行動ll口に沿つて公認会計士を13
にまで増員しているところ(平成23年11月30日現在)。
テ動計回は平成24年度末までに公認会計士を30人へと増
風し、農協監査への公認会計士帯問を大幅に拡大すること
ししており、これを着実に推進させる必要がある。

◎

⑦

[格保有という晨協法の理念に違反
ている状況の解消

析規農協設立の弾力化(地区重複農
`設立等に係る「農協中央会協IIJ条
1)

、`確認時に違反状霧が判明すれば、早急に適正化を

国る。
:年に 1回 以上実施

L林水産省

量暴■同租首洒"行 魂口" 十ヽ属17年 晨薔示笙百市潔 7号 '″ 郡改正(平厩20年 4月 1日公
F)し、業務報告書に「組合員資格確認日Jと「組合員資格確認方法Jの日を追加した。
tた、「晨栞協同組合、晨葉協同組合連合会、農業協同組合中央会及び晨事組合法人向けの
B合的な監督指針((僣用事業及び共済事業のみに係るものを除く。)平成23年 2月 28日 付け
2経営第63フ4■経営局長通知)J横 定し、1年に1回以上組合員資格を定期的に確認し、資
薔舗 たさない者については資格変更手続等柿 ことを求めるなど監督手法を規定した。

世された都道府県農協指導担当者会臓にて周知したところ
Cある力く、さらに、平成23年10月から11月にかけて開催され
プヽロック会饉にて.都道府県担当者に加え、都道府県農
`中央会等の担当者に対しても日知した。

◎

土地持ち葬晨家を正組合員の一部とする鋼度の適用状況ale握するとともに、
当餞土地持ち非晨家を正組合員として留めておくことの必要性について、個々
に検証を行う。

「威22年度中検討・

告綸

壼栞“同租●活厖行規則呼 晟17年晨杯水産省令第27号 )と 都改正(平成23年 4月 1日公
F)し、葉務報告書に「晨葉経営基盤強化促進法(昭和55年法第65号)第32条第1項に基メ 特
1措置の適用状況Jの日を追加した。
tた、「農業協同組合、農葉協同組合連合会、農葉協同組合中央会及び農亭組合法人向けの
B合的な監督指針((信用事業及び共済事業のみに係るものを除く。)平成20年 2月 28日 付け
2経営第6074号 経営局長通知)Jを策定し、定款に上記特例措置の規定を置くことについて、
日合員の意向や動向等を踏まえてその必要性相 々に検証することを求める旨を規定した。

Lされた椰道府県農協指導担当者会議にて周知したところ
Cあるが、さらに、平成23年10月から11月にかけて開催さカ
=プロック会饉にて、都道府県担当者に加え、都道府県農
`中央会等の担当者に対しても周知した。

0

③

晨協の効率的な再編肇備に配慮しつつ、地区重複農協設立等にかかる中央会
協議条項を廃上の方向で見直す。 =お、「農葉協岡組合、農業協同組合連合会、農集協同組合中央会及び晨事組合法人向けの

戦合的な監督指針((信用事業及び共済事菜のみに係るものを除く。)平成23年 2月28日 付け
22経営第6374号 経営局長通知)Jl=おいて、「規制・制度改革に係る対処方針J日踏まえ、地
区■複農協設立の認可に際しては「あくまで最終的な判断は行政庁が下すことに日意する必要
ドあるJ旨を規定した。 ◎

15
※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年 11月30日 時点のものであり、その後、取組が進捗しているものもある。



規“・制度改革に係る対処方針(平成22年6月 10日目“決定)における決定内客
所管省庁 実施状況

進んだ取組・

残された課題
評価

対処方針 実施時期

⑨

E合の役員への日会露員等の就任瀾 =指導を徹底する。
員栞哭責洒雪菫●雪aひ 晨栞栞済租言コ前奮丁●●理府界に"し、平晟22年1月に1晨栞来
キ団体における政治的中立性の確保について」(平成22年1月15日付け21経営第5300号経営Л
l通知)鶴 出しており、同轟知の趣旨が徹慮されるよう目主催の金臓(平成22年4月:館 、平
"3年 5月20日)等舗 して、農彙共済団体鶴 導している。
たた、全■土地改良事業団体菫合会に対し、平成22年1月15日に『土地改良区等における政治
自中立性の確保についてJ(IPp年 1月15日付け21農撮第1'33号晨林水産省農村担興局長
E知)の遍知を発出し、日連合会に適切な対応を求めるとともに、会員たる椰道府県土地改■1
1団体遭合会及び土地改良区等に同通知を目知したところ.

欧局祖 じて、土地改良区等舘 導する都道府県に、平成
2年 1月下旬に文書機 出するとともに、日主侵の金Ⅸ 平
惚 年5月:8日から6月1:日にかけて開催】こおいて目知し
ヒところ。

0

①

豪に係る強

‖加入鋼の見直し) 年の要鶴も踏まえ、声罰所得補償"度 の本格実施の検討と併せて農彙共済鋼
にのあり方を検討し、僣■鶴 る。

口杯 水 産 省 鳳栞来済翻鷹については、平成2年 度予算●威の目に行われた4大 臣合意において、戸別所

浄せて検討開始、で
,る限り早期に結"

"得補償鋼度の法劇化勧 握として、検討術 うこととしている。

⑪

⑫

●法の改軍告示の改正) L昌残漕を化威■料の原料に加える方向で普通肥料の公定規格の見直し桁
、ヽ■嗜B日|る。

=結腱
口杯 水産 省 =い日 (牛ふん、豚ぶん、■品残洒)留晴 肥料の原料として使用する暉の口全性について、

食品健康影響評価について(回答)J(平成23年5月12日付け府食第300■)において食品安全
=員会から『食品安全基本法第11条第1項第2号の人の健康に及ぼす轟影響の内害及び程度
ド明らかであるときに腋当するJと示され、適切に施用される限りにおいて、食品を通じて人の優
1に影響薔 える可能性は無視できると結腱づけられたところ。現在、告示の改正に向け、所晏
D手続猜 つている。

◎

‖晨の親和(地城再生・六次産業化)
ド街化■整区城の■売所の面積用途制限について、開発審査会ごとの市街4t
口整区崚内の自売所の刷 薇い状況.成功事例な慶 ■査する。また、開発許
可制度の運用について、農栞薇興及び市街化の抑制捐 立させる観点から、
み要な考え方を示したガ4度"ン の作成に着手する。

目土交通省

0

ハについて(技術的助■)J(平成23年 5月 25日 付け目都開第3■ )を各開発許可権者あてに見
出し、日の考え方(技術的助■)と、各開発許可権者の運用状況を示した。

⑬

E地法の規覇量和について く晨栞■
■目的(体験聖農彙施設駐車場等)で
つ転用規劇の■和>

里林水産省は、昨年12月 に鹿行された改正晨地法の施行状況等を島案し、農
臓饉興及び農地の保全を蘭立させる観点から、晨彙橿奥目的での農地転用に
ついて不適切な事例が判明すれば、日度の見自しも含めに早急に検討に着手
′、その結果に基づいてあ要な檜口名隣ずる。

こ次 粟 厖 E杯水庫省 晨壌法口係●昴畑理彙籠J(平口冽年:2月11日付け21籠=H4000● ・21晨薇第1599■晨林沐
E省経営局長・農村撮奥局長連名通卸)第4の Bの(1)の規定に基づを、●E府 県知事等が行う
とヘクタール以下の農地薔用許可事務の実態について、日の担当者が各椰道府県に出向き、
日地転用許可に係る決織書類を回覧する日査方法により、平成22年度に=謄 餞き、平成23年目
こおいても実施中である: 0

⑩

⑮

彙く地元の協力の要件の明確化> 2)について、強い農集ま り交付金実施要領に事業採択を行う郷遭lrn知 事
や市町村長など地域を所管する行政当局と事業の実施者が日辺住民との口整
秘 要とする範囲等を相餞し■整することに目する規定を追加し手続きの明確
にを回る。

平成23年度中措置 E林水産■ 蜃い晨栞メ リ愛●"楽 "ロ ロの半厩23年 度予界に係●改上において、こ“の"燿 万●Iで示
:れた手犠きを明確にしたところであり、その旨を椰道府県に対して目知するよう、地方農政局
中に指示したところ。(「強い農栞づくり交付金実施要領の鋼定についてJ平成17年4月 1日付け
0生産第8262号大臣宙房目瞭部長・総合食料局長・生産局長・糧曽局長遍知(平成23年4月:E

女正))

F積置については、都道府県に対して、平威23年度の実■
=当たり周知を回つたところであるが、毎年度周知に努めて
,くヽ。

0

層料原産地表示の導入等) な́がら、消費者の意見絋 く聰きつつ、表示薔準の改正の検討を進め、帖綸1
0る。

台

日費者庁

D魔通状況について消費者委員会食品表示部会に報告断 つた(平成22年7月2:日)。原料原
L地表示全体については、消費者庁の食品表示―元化検討会の中で、消費者・学諷経験者・

「業者の晏員によつて、義務化の是非について議譴しているところ。 0

16
※「実施状況J・r進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものであり、その後、取組が逸捗しているものもある。



規制・劇度改革に係る対処方針(平a22年 6月18日 目臓決定)における決定内容
所管省庁 奥鹿状況

進んだ取組・

残された課題
諄饉

規鋼改革事項 対処方針 実施時期

⑮

,表示)のあり方についてく一定の
囁合に晨産物検査法の饉明櫛 略し
て年産・品租薇 示可能に>

E明を行うことができれば、表示を可能とするよう.消費者などの意見を広く聰き
つつ、検討を行い、結槍を得る。

台・できる限り早期に
き“

7威22年度上期措
E

a質 者庁、晨
沐水産省 F成2年 ,0月から玄米及び精米畠貫表示塾車の見直しを開始し、平成23年7月1日に農産物検

にの有無にかかわらず都道府県名等の表示ができるよう玄米及び精米品質表示基準を改正し
=。産年・品程については、農産物検査法に基秋 慶明以外の証明方法に目する実態日査棋
じするなど、引き餞=検討術 つている。 0

E録 検査機目が、検査を腋籟された米について、販路に目わりなく、速やかに
瞼査柿 よう、指導・監督を徹底する。 F威22年8月5日に、豊饉験壺櫨口祖 切に指導・監督するよう地方農政局長宛てに「農産物検

Lの公正かつ円滑な検査の実施についてJ(平成22年3月5日付け22総食第423号総合食料局
モ通知)を発出した。
"年、米検査の前までに、登録検=饉目への検査指導の一環として、地方農政局担当課長等
してに通知している「平成20年米穀の検査指導留意事項についてJ(平成23年3月8日付け事務
L饉)に、当触内害について盛り込に とで日知徹底を□つている。

電来より登録検査機関に対する監査において、検査睛求に

けし遅滞なく農産物検壺が行われているか確認し、不適正
=事項があれば是正精口等柿 こととなつており、弓|を犠
:、検査前の指導等祖 した周知徹底と併せ、監査におけ
5確認を行つていくこととする。

◎

|そ の他分野

1物流)

①

②

③

肉航海運暫定措置事業の魔止

1航 海運に関する独占禁止法適用除
小制度の見直し

こととされている輸出申告を、適正通目を確保しつつ、保税地城への■物餞入
前に行えるよう検討する。その際、不正輸出及び消費税の不正還付抑止の観
点から、税目による申告受理及び貫物検査・許可は、コンテナヤード●保税地
l●機入後に行うこととする。
関連して、荷主の■なる■物を保税地城外でコンテナ詰めし、輸出通関すること
についても可能となるよう検討する。
保税地城搬入前の輸出申告を可能とすることに伴い、一層の迅速通関につな
力tるよう、効果的・効率的な審査・検査を可能とする関連システムの改費・税目
の体制整口奪を併せて検討するものとする。

日土交通省において、日本内航海理|■合総連合会と協饉の上、毎年度、内航
海理暫定措置事業の解消までの資金管理al日を作成・公表する。

また、船舶の新規参入・代替建遺の障害を取り除くぺく、当腋事業の早期解消
に向けた方策について検討し、結綸を得る。

3

「威22年度開始

子威22年度検討・結
會

子威22年度検討

け務省 K:新屁長口略興現に同けた0段輌えの経済対策J励表1-22または別最2-2暖 照`“斬
記長戦略実現に向けた3段構えの経済対策Jにおいて実施時期を前倒し等)

F屁22年11月に"Π河運口定播口子栞の早期解用に円けて代晉理遺の促理綱 るためI内罰
じ運代替建遺対策検討会Jを設置し検討を実施した.同検討会では平成23年3月31日にr内航
1運における代替建逢促進に向けた施策の方向性J及びr内航海運暫定措置事業の資金管理
十日」を取りまとめ、同日公表した。

◎

◎

目土交轟省は、荷主の利益、日本経済への影響、路外国の外航海運に係る独
古策上法適用除外制度に係る状況等を分析、検慶し、我が目の同劇度の見直
しについて、公正取引委員会と協鷹しつつ、引き続き検討を行う。 左記の観点を分析、検饉した結果、わが日の外航海運に関する独占禁止法適用除外‖度は

こ持する。
なお、日土交通省は、同鋼度に係る今後の■外目の動き、荷主の利益、日本経済への影響銅
諧 まえ、同制度の見直しについて、公正取引委員会と協饉しつつ、平成27年 度に再度検討を
〒う。(平成23年 6月17日 目土交通省ホームページ上にて公表)

●が実施されるょぅ環境を整●するため、オープン参加方式
D「コンテナ貿易フ‐ ラムJ自開催(毎年1日程度開催予
定、平成23年は12月20日 )。同‖度の適切な運用を促進。

◎

※「実施状況」。「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年 11月30日時点のものであり、その後、取組が進捗しているものもある。
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規鋼・‖度改革に係る対処方針(平成22年6月 18日 目■決定)における決定内書
所管省庁 実施状況

違んだ取組・

残された課■
屏薔

規制改革事項     l              対 処方針              I  実 施時期

1金融)

①

D僣主の対,範 囲の拡大
「瞑22年度■董・ロ
け・糖■ 薔

0

り手側の撃種等J所管する省庁か牡 アリング■を実施するとともに、併せて賃
手́側からもヒアリング盤 鮨し、その糟果轡踏まえ検討の上、mを 得る。

ヒのための金融自呂取引法等の一arを改正する法韓Jが成立(平成23年5月 17日)・公布(平成
|"軍6月25日)。
「威24年4月 1日施行予定。

②

亡充(N'0バンクaじ たNPO等 の
に金■逮円滑化)

Dいわ“ NPOバ ンクが行う生活困窮者向けの賃付け及び特定非営利活動
1特定葬曽利活動― 第二彙第一項)として行われる貸付けについては、一

言の要件の下に、指定偏用情報機目の信用I「●の使用・提供薔務を見餘し、
瞳 規鋼の適用除外とする。
卜 定の要骨を満たすNPOバ ンクについては、代替的な体劇螢■を要件に■
寸業務経験書菫保義務観 除する。

「鷹 22年 瞑 IFロ EH庁

D―定の要件を満たす貸付けを行う者として届出乱 日MPO′レ クの当臓賃付けについては、
1定信用欄■緻目の信用情報の使用・提供義務執 除、総量規鋼の適用補 外
卜 定の要件を満たすNPOバ ンクについて、代薔的な体鋼整●を要件として、初回の登録につ
ハては、■付彙積颯験者確保義務を免除
1平成2年 6月 10日施行)

O

○

Lとし、省令改正を行う。
″ 早5月21日付けで■,(濶 賣=右 “口■曾露E祠 用の一椰を改正する省令)を改正
一定の要件を満たす賃付事彙を行う地域生協について、県城規"H和 した。

O

④

■素化
「晟2年凛薇"・■
|

E口 庁

R化のため、四半期遭饉財務■壼規用尊を改正(平成2"門 月31日施行)。儘 集会計基準晏員
腱OSBの は、平a2"日 月25日に四半期財驀■表に目する会計基準尊を改正)

◎

その他)

②

■の中に、多段階遍織・競争的対雷響明確に位■付けることについて、P日法
D法 改正綸 め検討し、出 る。

円口 晴

1との甍合性tEり つつ、公共工事の入札憫農の改善の取組と歩■をあわせ、運用につき検劇
田 めている。

けを進めているところ。

O

※『実施状況J・「進んだ取組・残された暉■Jの内害は、原則として平成23年 11月30日時点のものであり、その後、取組が進拶しているものもある。
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一　
‐
‐

ント劇については経産省.厚労省等と検討を行い,平成23年12月20日に検討舶果松 表し

)
てヽ、ポ4′卜"を通じた高度人材に対する出入■管理上の優遇‖度の導入に自

てヽも、ポ″ 卜‖を活用することなどにより要
、就葉可能な在日費格が付与できる制度の導入について、我が日

■民生活に与える影書等機 薬しつつ検討し、精鶴鶴

省からいわゆる外目人クリエーター受入れについての実情や要望を聰取し,検討を ―ターの活動内容.活動分野 a和

Xr*ffiSnl'ril,{,tin$.}ttftf:ilEJofitlt. nfltL<+t23+tl,E30EBAototbtJ. to)fr. Egn(iE L<t\i5tot66. 
1 I



新成長戦略実現に向けた3段構えの経済対策(平成22年9月 10日 閣議決定)

新成長戦略実現に向けた3段構えの経済対策(平成22年9月 :0日 閣議決定)における決定内容

所管省庁 実施状況
進んだ取組
残された課題

評価
番号 事項名 規制改革の概要 実施時期

"表 1 既定の改革の実施時期を前倒しする事項

く都市再生・住宅>

蜃積平の経和

■化などの観点から、地区外の環境保全など幅広い環境貢献措置を評価した容積率
つ緩和、老朽建築物の建替えに資する容積率の緩和に係る具体的施策について早期
=検討し、結論を得た上で、平成22年度中に措置を講じる.

措置

1地区外の環境保全など鴨広い環境責融積置を評価した容横手の継和」に対して、郡而再生特
号1地区の運用改善として都市計画運用指針を改正(平成22年9月15日都市 地域整備局長通
知).
老朽化したオフィス等の建築物が集中している地区に特徴的な1000パ程度の街区において合
理的な設計のもと一定の高度利用が可能となるように総合設IIの基準を見直し技術的助言を発
出した。(建築基準法第59条の2の規定の運用について(平成23年3月25日住宅局市街地建築
課長通知))
また、技術的助言を円滑に運用出来るように技術的助言発出以降、地方整備局、地方公共団体
等に対する説明会や、建築行政会ll等を通して周知活動を継続的に行つているところ。

◎

迅速化
巳栗確認 審査手続の簡素イヒ等について、「建築基準法の見直しに関する検討会」に
おける検討結果を踏まえ、必要な見直しを検討し、平成22年度中に見直し案を取りまと
わた上で、可能な限り早期に措置を講じる。

冷、可能な限り早期に1
置

ヨ土 交 通 省 [建果基準71の見直しに関する検討会」(平成22年3月～10月)における籠綸等を踏まえ、平成
23年3月25日に建築確認・審査手続き等の合理化を内容とする建築確認手続き等の運用改善
(第二弾)をとりまとめて公表したところであり、平成23年5月1日に当該運用改善に係る政省令
告示(建築基準法施行令の一部を改正する政令(平成23年政令第46号)、建築基準法施行規則
の一部を改正する省令(平成23年国土交通省令第37号)等)を施行したところ.(政令は平成20年
3月30日公布、省令 告示は平成23年4月27日公布) ◎

く環境・エネルギー>

魃
lF 璧I雫 獲 1晏西鮮晏 F′

:蕩雪響醐 厩露彗灘 31F稽撃お昼i膏|
|口土交通省)|| ヽ              11            11

膳糊Fι帥 訛麟踊禦 習編誦纏胃璧
曽葛環腎鴇精議覇£青謬,1,F''干

作
:か::lli:「lT令

は平成
F「1月1■‐

た促進に向lサた親鶴の見
薔し(自然公口・温泉地域

〔における風力・地熱発電

a<*Ev,
イドラン として運用するよう平成23年度中を目途に通知する。 台・平成23年度中を日途

こ糖綸・格置 Li塁
轟麗轟襲事薫漫騨港爾醒群轟鐘爵難彗

D酸菫許可の早期化・柔●
ヒ 等)

出し、ガイド・r/と,て■知する予定。

鮮轍淵脚蓑翼籠言鰭標家言咄 =r'彎TI〔ず

※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものであり、
その後、取組が進捗しているものもある。

1  20



新成長戦略実現に向けたo段構えの経済対策(平成22年9月 10日閣議決定)における決定内容

所管`庁 実施状況
進んだ取組・

残された課題
評価

事項名 規制改革の概要 実施時期

推進に向けた規制の見直
し

"栞 者が頭遺した同糧の製品であつてtatの 対象とすることを検討し、結鵬 カ
Lで、平成2年 度中に措置場いじる。

嗜n・措量
軍境省 ヨ彊■■:■'日 して回収す0鴨 藤の口毬●●|についてもB屁 の蒲摯とす0こととし、躇栞口の

第 鵠 辮 軍 P中
のⅢ 嶋 費

,■
てヽ V423黎 月日 麟 離 駆 申

T時
つ

劣選継高=聯 護縦需聯蠣軍L軍翻轟:留7
籠 鶴 次第格置を講じる。

台、平成23年度を目途
‐ 譴、精腱酪 次第
會置

tt小 型電気電子機器リサイクル朝度及び使用済製品■の有用金口の再生利用に目する小委
1会において平威印暉3月31日から検討翻 始し、現在、小委員会を月1口程度開催し、平E23
事皮肉を目処に倒度化の結口を得るべく検討さヽ めているところ。

国産木材の利用促進(「集
成材の日本農林規格Jに偶
る性能規定の併用導入)

■成材の日本晨林規格 第5条第1項に関する改正要望については、科学的根拠に基
づく安全性・信頼性の確保等を踏まえて、平成23年度中に学臓経験者等による検討の
吉論を得た上で、その結論を踏まえて農林物資規格調査会総会の書IIに付す。

7成 23年度中に学臓経
茨者等による検討の結
合・措置

員林水産名 Iハトミミ∞m「国民の声Jの受付開始及び規制改革要望の相卸しについて」(平成22年1月12
ヨ行政刷新会鮨報告)、「規制・制度改革に係る対処方針」(平成22年6月 18日閣議決定)を受け
C、平成22年7月22日から学臓経験者等による検討を開始しており、「新成長戦略実現に向けた
,段構えの経済対策」(平成22年9月 lo日目饉決定)を受けて、平成23年11月16日に開催された
晏成材の日本農林規格の改正に係る原案作成委員会において学識経験者等による検討の結
合を得たところ。その結論を踏まえて、平成23年度中に、農林物資規格調査会総会の審鮨に付
ナこととしている。

〇

D併 用構造とする校舎等
D構造計算に関する規定
D見 直し

燿業基準法の見直しIミ関する検討会Jにおける、混構造の問題も含めた橋遣計算洒
彗性判定制度についての検討結果を踏まえて、必要な見直しを検討し、平成22年度中
=見直し案を取りまとめた上で、可能な限り早期に措置を講じる。

平成22年度中検討・結
合、可能な限り早期に"
E

コ土交通省 嬌"コ ンクリートこと不通の屁襦通埋果物において 簡慎な情遣計算により安全性の確認が
可能であることが専門家による技術的検討の結果明らかとなつた範囲について、構造計算適合
生判定の対象外とする告示改正(※)1■つたところ(平成23年5月1日施行).
K建 築基準法施行令第二十六条のこ第五号の国土交通大臣が指定する建築物を定める件の
一部を改正する件(平成23年口土交通省告示第428号) ◎

魔一化について

7ニフ̀ 卜 交付青林翼報告書の提出条件を全日治体で観―することについて、具体
由対応を行うぺく平成22年度に検討、錯綸を得た上で、平成23年度に必要な措置を講
,る。

「咸23年度措置 ハて、厳に全日統一的な株式を定めてぃるところである。しかしながら、自治体によつては、当餃
“務の実施に当たり独自に条釧を倒定しているところもあることから、平成郎年3月●1日付事務
E饉 (「産業鹿彙物管理鳳交付等状況報告書及び産集轟棄物処理索許可申臓時の藩付書類に
目する書類の雄―についてJ)により、各自治体に対し、決定の性―様式の遵守について、改め
C依績したところ。

層薬物処理法に係る許可

F餞の電子化・簡素化
嘔 嬌口子暴■によ0薇 舌■の“子フアイルによう環I●■習E重 す0た め、半属2年
に中に必要な措置を鱗ずる。

■瞑″年凛請巨 目境省 当讀事項について13、環境■の所警する法令に係る民間事栞者等が行う書面の保存等におけ
5情颯通信の技術の利用に関する法律施行規‖第5条 (別表第2)及び第7条の改正により措
E済み。(平成郎年4月1日施行)

ド義務付けられている産ヨ
,"口 や彗責口の効率,じの観点から、甲■万蒸の観一化、日素1ヒを図ること、または
―の政令市の区城譴 えて広壌的に収集運出する場合は都道府県単位での許可朝“
贅めること等許可の合理化について、平成22年度中に実施する。

瞑境省
「産業鷹裏物管理栞支付等状況報告書及び産栞廃栞物処理彙許可申購時の添付書類に関す

1麟手餞の簡素化 にた、一の政令市の区城を鶴えて広敏的に紋繁運●する場合の許可の合理化については、魔
賄 の処理及び清掃に関する法律施行令第2'条第1項の改正により措置済み。(平成"年 4月
1日滝行)

層無欄処理鷹設の薫里“
り要件緩和 中に軽薇壼更届出とする。

甲t22年 度措置 日現 ●

薔菫済み。(平"月 1日施行)

E以外の事後届出の見直 =事業法第9条第2項)について、事業者負担の軽減の観点から、情報の利用状況及
J情報獲得の代替措置等を慟案の上、平n22年度中に遠やかに属出対象となる範囲
|を見直す。

甲威22年度中に速やか
こ措菫

選電凛の■杯口興J、〔燿電万日の工更」についてヽこれまでは日出の対■としていた力r、平ロ
2年9月に運用の弾カイヒをロリ居出を不姜とした。
なお、電気工作物に係る設置の場所の「区間」、r経由する発電所又は交電所の名称J尊に日
「る更なる見直しについては、電気事業分科会制度環境小委員会にて検討後、電気事業法塩
務111を改正(平成23年3月)した。

※「実施状況J・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものであり、
その後、取組が進捗しているものもある。



※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものであり、
その後、取組が進捗しているものもある。０
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薔成長戦略実現に向けた●段輌えの経済対策(平n22年 9月 10日 目■決定)における決定内喜

所管省庁 実施状況
遭んだ取組・

残された課■
諄薔

[刊 事項名 規‖改革の目蜃 実施膊嘱

く目観 く経済戦略>

原ヽ日の見直し ,れている輸出申告を、通正三目を確保しつつ、保税地域への資物豊入苗に行えるよ
う検討する.その目、不正輸出及び渭費税の不正還付抑止の観点から、税日による申
を受理及び貫枷検査・許可は、コンテナヤいド等保碑地城費入後に行うこととする。
日連して、前主の異なる賃物を保税地域外でコンテナ浩めし、輸出通目することについ
Cも可能となるよう、検討する。
L記につき、平a22年 度中に結“を椰た上で、平成20年通常日会に法案酬 する。

|・平成"年 通常日会
法ヽ案提出

んだ口税法改正案が、平成"年 ●月3,日に成立し、日年10月1日より真出している。あわせて、

日出のコンテナ級いの中出の規定a」 Lし、荷主の日なる貫物を保― 外でコンテナ詰めし、

綸出通目することについても可能とするよう、同年0月 10日 に「目税法薔本通達(昭和47年3月

1日臓目第lt10■)」を改正し、同年10月1日より実施している。

◎

眠 祝増増日入爾の日出甲雷そ可口とすることに伴い、ヨ正腱口研 しつつ 一ヽ層
p迅速通目につながるよう、各税目の間での申告及び審査等に目する情報の更なる
に有化や、効果的・効率的な審査・検査を可能とする関連システムの改壼・税目の体●
喜僣等201せて検討するものとする。

秤 屁 22年 度 硬 酎
・覇

0 円の間での申告及び審査書に関する情報の更なる共有化等を措置済み(平成23年6月実施)。

◎

告における第二日の航空
L社による■物升 ―ター

ロの運航容易化

巳慮しつつ、日臓航空貫物升 → ―輸送における第二目の航空企集による■物
肝 ―攀―便の運航の害易化を平成22年度中の可能な限り早期に実施する。

「曖2年 度中の可程な
風り月uOにHE

K「円百うワレ対露のための緊急総含経済対策J"豪 1-7静 目。(I円百
ゆ緊急総合経済対策Jにおいて実施時期を前倒し)

Lにおけるフォワーダー・

片―ター便の運航害易化 「塁新星翠 鶏麓感群躙解協為稿婦麟
5。

晨り暉嗜"に組 D緊急総合経済対策Jにおいて実施時期を前日し)

内外に開かれた巨薇先瀾
日。日本Jに輌る童E発 綸 力化J回 るとともに目内での移療について、日床修練目的の場合だけでなく、医療技1 會

手笙 "● ●

ため、平成23年2月 10日に外国医師等が行う■床修線に係る医師法第17彙等の特例等に国

◎

,日 内惨壼等―■薇のた
らに来日する外目人を受“
れヽる目際医療交流への

瞑組等―②

運用の見直し轡甲期に検劇t、平成22年度中に縮綸を得て、せ る限り平成20年中に

瞑次所要の構■を購する。

ころ。
また、 ②年限(現行2年間)の弾力化樹"こ と、③国内で
)衿燎について臨床修練目的の場合だけでなく巨療技術の教授目的の場合や目際水準の共同
院 目的の場合にも諷めること、について平成22年度末に厚生労働省としての見直しの方針を
:りまとめ:結綸を得たところである。
厚生労■省としては、今後も広く関係者の御意見を聞きながら、さらに鮮組な‖度設alを進め、

F費の措置を調じることとしたい。

目素化を回ること専について鋼度・運用の見直し」門明に検討し、平成22年度中に結
D掃 て、せ る限り平成23年中に順次所要の措置を講する。

◎

く保盲その他>

ヨ己■付け 口引所業務親組第00彙に定める員付け(過“8r正等のための■付け、■害の注文を
出行する際に生じた過誤による員付け等)がせ るようにすることが適当か否か検討を
,い、平成22年度中に縮綸鶴 る。

子曖22年屁a討 ・En 2日 庁

"目係者である場合でも、劇逮員付葉上の適用餘外の対象となる日を明確化(平成“年4月6
ヨ追加)。 ◎

※「実施状況J・「遭んだ取組・残された課題Jの内容は、原則として平成20年 11月30日時点のものであり、

その後、取組が進渉しているものもある。 23



新成長戦略実現に向けた0段構えの経済対策(平成22年9月 ,0日欄議決定)における決定内容

所曽省庁 実施状況
遺んだ取組・

残された課題
評籠

事項名 規劇改革の概要 実施時期

ミックオプションに係る有饉
E券 届出書の目出免除

用不=在 の元=條 曽種の腱口員を対凛としたストックオ7・7ョンの付与について、有饉
E券届出書の目出薔務を免除することが可能が、投資家保護の観点も踏まえ検討替
ハ、平成22年度中に結“を得る。

貶3年内目府令第19■)により企栞内害等の開示に関する内閣府令を改正し、開示会社の完全
囁会社の役職員を対象としたストックオプションの付与について、有価証券届出書の届出義務を
し除することとした(平成23年4月 6日公布・施行)。

◎

=係る公開■付属出書の
日載事項の簡略化

●闘彙何17においては、休王警は、“瞑口7n期間の,らに、公開賣付けに応晏してそ
D所有する株募等を発却するか否かという重要な判断け る必要力'あることから、株」
中にとっての情報の二買性を確保しつつ、何らかの措置を取ることが可能かどうかに■
壼検討蔀 い、平成22年度中に結議婦 る。

「庫22年度棧酎・輌ロ ι醜庁 "口 石「`●工"体 "り の公開員何17の開ホに関丁う囚口府市」(平晟バ年大蔵,,第 九十
日■)徴 正し、公開買付届出書の記=事 項のうち、公開買付者の有価L勢 報告書等に記載さ
てヽいる「糧理の状況Jなどについては、当麟有籠証券報告書りを提出した旨の記載に費えるこ
`を可とし、その場合には、当臓有薔E券 報告書等の歓当饉所を記載した書面を公開買付属出
Iの添付書類とすることとした(平成23年4月6日公布・施行)。 ◎

券等に係る公開■付届出
書の記載事項の簡略化

へ開買付けにおいては、株=等 は、比取的短期回のうちに、公開買付けに庫募してそ
D所有する株券等を発却するか否かという重要な判断をする必要があることから、株ヨ
事にとつての情報の一覧性を確保しつつ、何らかの措置を取る‐ 力{可能かどうかにつ
:検討断 い、繍“鶴 る。

B号)Jを改正し、公開買付届出書の記載事項のうち、公開買付者・対象者の有価饉券報告書■
=記載されている「経理の状況」やr最近3年間の損査状況等」な日こついては、当臓有価饉券
1告書等を提出した旨の記■に曽えることを可とし、その場合には、当腋有価饉券報告書等の
1当饉所を目重した書面を公開買付目出書の添付書類とすることとした(平成23黎 月6日公
"・施行)。

◎

ストツクオフシヨンの開示 用

‖の適用除外
姜鷲の取締役野のみ50名以上詢 謗の相手として1“円以上のストックオル ョンを発
〒した後(これのみでは開示規制はかからない)、6ヶ月以内に会社等の取綺役等でな
ハ者を相手方として1億円未満の新株予約粗L募 鶴 行する場合を開示規日の適用諄
1とすることについて、投資家保霞上の間目がないか等を見極めた上で検討蔀 い、
「E22年 度中に館綸を得る。

F威22年度検討・縮“

1)により金融商品取引法施行令徹 正し、新株予約権肛勢の取得働誘・売付け働銹等が募
1・発出しに麟当するか否かを判定するための人数通算について、過去(取得働銹の場合は6月
凛内・売付け働銹等の場合は1月以内)に行われた当麟新株予約権饉券と同種の有価E分 に
1当する麟株予約権饉募(ストック・オブション)の取得働銹・発付け働誘導の相手方(発行会社
D役員・使用人)の人数祖 算しないこととした(平成20年4月 6日公布・施行)。 ◎

対象者の状況Jの「その

LJの記餞事項の日素化

があるか否かについて、株主導にとつての情報の一覧性にも配重しつつ、検討術 しヽ
平成22年度中に結■を得る。

『屁2年 度検討・籠田 E融 庁 沐""の 公開彙何:アに関丁●Q ιAJの 通71曖河い、フレスリリースリがなされた■3に 必ず
その他J欄への記載・訂正届出書の提出が求められるものではなく、応募の是非相 断するた
めに必要と判断される情報や有饉証券報告書等に記載されていない重要な事実枷 つている増
含における当臓事実に腋当する場合に限り、“載・提出すれば足りる旨を明確化(平成23年4月
う口追加)。

◎

目付者又は対魚者による
F薔証券報告書等の提出
ド公田買付届出書のBI正

四半期穏置薔(半期暉脅薔)の提出については、:株,74「の公開買付けに関する0こ
A」(平成2:年7月3日 に公表)において、対彙会社における役員の異動等、―定の重
大な事由が生じていない限りは、四半期報告書の提出のみ腱 って、公開■付層出書
に保る訂正届出書の提出率由とはならないこと棚 確化したところであり、有薔肛募報

,公開買付期間中に公開買付者又は対象者が有価証券報告書を提出した場合、訂正届出書の
■出力く必要であること
,公開■付期間中に有衝証券報告書が提出される予定である日及び提出予定時期の記載がな
されている場合、打正した公開買付説明書の交付は不要であること
圏 破化(平成23年4月6日追加). ◎こヽとの明確化 魯得る。

1時における所在日の廃
L

果管場所肛明申n書 への所在日(自動車保管jO所E明 書の交付の中鶴に係る使用
D本拠の位置並びに当跛申請に係る場所付近の道路及び目欄となる地物を表示した
当麟申麟に係る場所の所在日)の添付について、平成23年度上半期中に不要とする。

平成23年 屎上半期情ロ

ド間―である場合には、申麟書等への所在日の添付を省略すること力̀できるようr自動車の保
ξ場所の確保等に関する法律施行燿劇」の改正を行つた(平成22年目家公安委員会規則第6
]、平成22年11月5日公布、平成23年7月19日施行)。

◎

自動車保管場所欄軍の受
目方法の見直し 自動車の保管場所の位口を管轄する警察暑に出頭しなくても自動車保管場所欄章を

魔領できることとするため、中醤代理人が自動車保管場所標章を都道府県警察本部で
―括して受領することについて、平成22年度中に可能とする。

rr22年 瞑薔 菫 r察庁
日章の交付方法について」(平成2年 5月 21日付け詈察庁T規 発第20号・警察庁交通局交通規
‖課長通達)を発出し、自動車保有関係手続のワンストップサービスを利用して申請等が行われ
ヒ場合には、自動車の保管場所の位■を管轄する警察暑に出頭しなくても、申請代理人が自動
口保管場所欄章を都府県警察本部で一精して受領する仕組みとすることを可能とする措置を■
,た。

◎

※r実施状況J・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものであり、
その後、取組が進渉しているものもある。
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新威曇戦略実現に向けた3臓 輌えの経済対策(平成2年 9月 10日目■決定)における決定内審

所管省庁 実施状況
進んだ取組・

残された暉■
諄蜀

事項名 規Ha■ の概要 実施時期

ヨ者負担の軽減 :ころであるが、平成22年度中に■なる利用者の負担軽減梱 る.
弔属22年目僣ロ ■寮「

りための改修(平成22年12月17日措置済)と広報用ポスターの掲示(平成23年!月真鮨済)を
テつた。

◎

1懺目投資家の公表方法
=おける腋当条項を示した
'用のリストによる日社名
Cの公表

■"ロ ロ百責事l―凛ヨ丁●たのに層口1年4口,モ晏ア●書については、当■宥DI遍薔
ロロ投資家であることを市場に対して日知錮 る観点から、当臓者を角融自呂取引法
F2条 に規定する定義に目する内目府令第10彙■8項に薔‐ .官報に公告するとと
ぅに、市場に対して一層の日知tuる 観点から、金融庁のホームページにおいて任意
訟 表している。一方、金融自墨取引業者、銀行及び保険会社導についても、適格ロ
日投責家であることが一貫性鶴 つて書島に腱目すること力"き る方策について、早期
=検討し、結■を得た上、平成22年度中に措置を躊ずる。

■鷹2年 瞑楔酎 HB・

書置

[口 F「

:とした(平成"年 3月 1日より実施)。

◎

5発出人の住所の記載方
書の簡素化

D記載上の注意(企業内害等の日示に関する内閣府令)において市区町村までの出
置で差し支えない旨を規定することについて、平成22年中に所長の措置を講する。

[■ 庁

})により企業内春等の開示に日する内目府令及び外目債等の発行者の内害等の開示に目す
5内目府令を改正し、売出人が個人である場合、有■饉券届出書等に記載すべき発出人の住
Fについては、詳細な記織を求める一方で、有饉E券届出書等を公衆縦買に供する際は、市区
け村までの表示とすることとした(平成22年12月20日施行)。 ◎

承露公開に保る有価証券
目出書等における記載内
摯(第二者割当導による取
1者の概況)の柔軟化

事籠E寿 届出書において:株式公開情報Jとして配曖が求められている「第二者割当■
り概況」のうち「取得者の籠況」については、投資者保饉上の観点から、重要性の麗め
,れない第二者鶴当について柔軟な館撃が可能となるよう、平成22年中に所要の措ヨ
出 ずる。

平成22年中措置
,)により企業内審等の開示に関する内閣府令を改正し、株式公開前に従業員に対して新株予
層権が付与され、かつ、その個数が少ない場合における、新規公開時に提出する有価証券届趙
[の【株式公開情報】【第二者割当等の取行者の種況】の記凛については、これらの従業員のメ
皮及び●1株予約権の総数のみの記載とすることとした(平成22年12月20日施行)。 ◎

庁籠饉,報 告口琴におけ
5事業等のリスクの記載晴
籠の見直し

曳何.Ⅲ薔曰不詈親に““丁へ割 ●暴■のリスクJの,う=晏 ●凛■については、υ
停薔証券報告書は事業年度末日現在、②四半期報告書・半期報告書は提出日現在C
力審を記載しなければならないこととされている.r事票等のリスクJについては、せ る
晏り最新の情報翻 示することが投資者保饉の■点から重要であると考えられること
らヽら、対象とする事業年度、会計期間等における状況について開示を求める組織開示
願 としての性格、提出会社の事務負担専害踏まえつつ、「事業等のリスクJの記載時
点についての経饒開示書類における餞―的な取扱いについて、平成2年 中に所要の
書置を講ずる。

ロロ庁
1)により企業内容等の開示に関する内閣府令を改正し、四半期報告書・半期報告書に配重す
きヽr事業等のリスクJの記載時点を、有価E券 報告書(事業年度末日)と同41に、提出日現在
らヽr四半期連錯会計期間末日」・「中間違結会計期間末日Jとした(平成22年12月20日籠行)。

◎

5配載上の注意(自己株式
り処分)の明確化

F威 22年4月 1日に施行された金融商品取引法等の一部を改正する法律の施行に伴三
金融庁関係内閣府令の整●等に関する内目府令(平成2:年内目府令第フロ号)により、
会社法第:99条 第1項に基づく自己株式の処分等を取得勧銹類似行為と規定したこと
緊 まえ、有饉証券届出書に配載すべき有価証券の手取金の使途が新規発行による
「価証券に限らなくなることから、有4●証勢届出書等の株式における「手取金の使途J
こ関する記載4の 注意の表現の見直しについて、平成22年中に所姜の措置を話ずる,

ヒ鵬庁

})により企案内容等の開示に関する内閣府令を改正し、有価E分 届出書等の様式において
新規発行Jと表記されている部分(捌えば,「手取金の使途J)には、「自己株式の処分Jが含ま
るヽ=を 明確化した(平成22年12月28日施行)。

◎

E田日贔取ワ̀所によ壻し
ている受益証券発行信託
り受益E券 にかかる.僣=
オ産状況報告書の交付義
薔免除

E託財産状況啜告書については、一定の受奎書保瞑が日られている場合についての
●、その交付義務を免除しているところである。受益E券 力{金融商品取引所に上場さ
にている場合について、一定の受益者保目が回られている場合に臓当するか、その実
日をに置した上で交付義務の免除について検討し、皓“を得た上で、平成2年 度中に
'要の情口害口ずる。

書置

IE辞票示顧17爾厠寺の~司 そ改正ア●内日府TJ(平 瞑22年四日府,覇 48■)において、受ヨ
[券発行信託のうち、上場受益証券発行僣能について、一定の条件舗 たす場合には、信託D
E状況報告書の交付義務を免除(平成22年11月19日施行).

◎

※『実施状況」,「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものであり、
その後、取組が遭渉しているものもある。 25



新成長戦略実現に向けた3段構えの経済対策(平成22年9月 10日閣議決定)における決定内容

所管省庁 実施状況
進んだ取組・

残された課題
評価

事項名 規制改革の概要 実施時期

;J表25分 野を中心とした需要 雇用創出効果の高い規制 制度改革事項

く都市再生・住宅>

マンシヨン建賛え円滑化澤

こおける最低住宅面積の

艦和

マンシヨン建賛え円滑化法昴 用した建雷えには、各戸あたりの最lE面積が定められて
おり、戸当たり面積の小さいワンルームマンションの建替えが困難となつている。このた
め、建替え前の1戸当たり面積が50ポ未満のワンルームマンションに限り、建替え後の
最低住宅面積および居室数の条件器 和し、マンション建替え円滑化法の適用を可能
とするよう早期に検討し、結論を得た上で、平成22年度に措置を講じる。

昔置

コ土叉通僣 マンションの建晉えの円滑化等に関する法律鹿行規則の一部徹 正する省令(平成23年国土交
通省令第30■)を公布し、マンション建替組合の設立の認可権者である都道府県知事等が、地
域の住宅事情の実態に応して、現行の最低住宅面積を緩和できることとし、また、居室数要件を
は廃した。
(平成23年3月31日公布、平成24年4月1日施行) ◎

再開発事業の推進 ら、都市再開発法に基づき第一種市街地再開発事業を実施する際に、地下の地下鉄
軌道等に区分地上権が設定されている場合についても、全員同意を得ずして権利変換
が可能となる方策について早期に検討し、鉄道事業者との調整等を図つた上で、平成
23年度中に結曽を得る。

「成23年度中に結綸

ヨ土交通僣 成22年9月より、万策について検討するため、歓道幸茉関係者寺との意見又換を興鷹し、経綱
ている。

○

こ必要な省令改正や運用通知の発出等を平成22年度中に講じる。 ヨ土交通省令第五十号)Jを平成22年10月12日に公布し、同日施行した。

◎

鳴災惧興手栗寺によつて一定の基壼か曇備されている衝区などを対票に、薇弧の衝“
=細 分化された土地の条約を進めるためのガイドiインを平成22年度中に作成する。

■厩 22年 度 情 直 ヨ土交10■
饉て、r大街区化ガイドライン(第1版)J(平成23年 3月30日付国都市第297号 、日住街第192

号)を公表した。
◎

遺ヽ密果市街地における
主宅等の建替え

遺ヽ密果市街地における建替えには、前面通路輻員が狭いことにより操適条件を満た
,ない等の課題がある。そのため、敷地が接する道路幅員等に係る建築基準法上の現
テの緩和措置について、積極的な活用が回られるよう、地方公共団体宛に周知徹底を
国る。

平成22年度情置 コ土交通■ 敷地の接道条件に係る建築基準法上の緩和措置について、積極的な活用が回られるよう、地
方公共団体宛に技術的助言を平成22年11月00日付で発出した。
(密集市街地における建築基準法第42条第3項の規定の活用について(平成22年■月00日住宅

号市街地建築課長通知)) ◎

(濱境・エネルギー>

E「兇認雪肇塁警翼躇雪蟹霞盟電驚鳳彎■」奮FE響驚露 】n,平 成“年度早期に
惜置  : |    ‐

3=』 1曇鸞登髪曹淵 =生ぉ■島二嵐ユニ、
明確化について平成224度中に結識都 、平成23年度のできるだけ早期に措置を講じ
る。

促ヽ道に向けた規制の見

I慧瓢闊師盤辱
D手続の饉和)

t検 討開始 :群雲出需尋壕:継::譲置尋=:躍緬編最晟i実1為澪零 屋橘塁ふ義躍r
冑検討を実施中。平成23年度中に結■を得て、その後速やかに、必要な槽置を自じる予定。

※「実施状況」。「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものであり、
その後、取組が進捗しているものもある。
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新成長戦略実現に向けた3段構えの経済対策(平成22年9月 10日 閣饉決定)における決定内容

所管省庁 実施状況
進んだ取組
残された課題

評価
事項名 規制改革の概要 実施時期

8

入促逢に向けた規鋼の見
菫し(水力発電設情のァロ
里電気工作物となる範ロ
D拡 大)

スロ疇″奪 えヽ 溝冴河東こして丹=●I凛縣不ルモーヘリH貫輩 選丁●観点コ`
Ь、小型の水力発電設●(6∞V以下、かつ:ダムを伴わないもの)について、一般用電
=工作物の範囲を、最大使用水■lm3/ξ未満という条件を課した上で、出力10kWX
置から出力20kW4満に拡大する。

こ措置
C罠 子 票 云 "悧 十鷹 七 年十 月十 八 日n間 庫 =薔 "澪 七十τ 号 ,コ瞑正 、平 晟 20年 3月

:4日に公布・L行:これにより、水力発電設備の一般用電気工作物となる範囲について、「出力
10キロワット未満のもの1からrダム電磁■ざ 出力20キロワット未満及び最大使用水豊毎秒1
跡 メーリレ未満のものJに拡大した。

Eモ ・ヒル■におlf●●エ

ネ般●・新エネ設備の導入
足進

骸り部踊田l餞争翻踊露I;〕毒お迅翼職 冨謂 耀
鮮
の取扱い(容

警
.高
|?不:今
'"に ついて明確化し、平虚2年度中に

「督

:臨覇rF甲7呵
・・ 吾 薇 ■ 薇 型 ′

公共団体の許可による容薇率の観和対象として、新エネ、省エネ設饉について整理柿 とと

鞠   押 舗響甲響鵬|
にた、薇術的助言都 測 ,運用出来るように技術的助言発出以降、地方奎●局=地方公共団体
卜に対する説明会や、建築行政会菫■を通じて周知活動を饉薇的に行つているところ。
高さ算定)

擁 螺 雑 塁賭 溜 覇 馴 鰐 邊 謝 1樫 期 9通 量|:露 翫 獣 議篠 島
日等の建築設■の高さの算定に係る取扱い害を明確化し建築基準潔 以下「法」)第諫 第35号
こ規定する特定行政庁及び法第77条の2,に規定する指定確認検査機関に対して目知したとこ

整備(電気自動車の発電
サービスに係る取扱ルT川
の明確化)

立・電力量単位)■に係る取扱ルールを現離化し、平成22年中に速やかに周知徹底す
5。

■屁2年 甲l‐璃やかに

吉置

t=サ ービスについては、ガソリンス,ンドやコンピユエンスストアF●どの触壌内において行われ
5場合について1ま、現時点においても電気事業法の対象外と判断されるt
,お、当餞考え方につしヽては、平成22年"月 に開催された電気事業分科会綱度環境4 委ヽ員会
こおいても整理済みであり.当麟資料都 Pにおいて広く公開している。

塵備(電気自動車の充フ
シンドの根置親制の統一

|ヒ)

D距離確保)及び管理体制(目視監視・監視が ラ設置)導について.地熾により取扱し
異ヽなることから、平成23年度中のできるだけ早期に技術面 安全面に関する規制の
自用を明畿化し、統一的なルールを定める。

平成23年度中のできる
だけ早期に結綸:措置

9務省
ヨヽ 第猫 繹 成歯年4月お日)柵 催し晃薦 錯 躍 畷 朧 ■ 晟 紹 鴛 l誓 :

口催した第0回検討会において、必要な安全対策のあり方について検討柿 った。12月12日に
覇催する第4回検討会において結綸器 た上で、当跛結n静 まえて、速やかに所長の措置を
1■る予定である。

■境影響「4●の迅速化 5環境負街が現状よりも改善するケースについて、環境影響評価に要する時日の短縮
''可能となるような手機の合理化蔀 うための方策の検討に平成22年度中に着手し、
■成23年度中に精置習講する。

「肛″年度藤討開始 .

断認 3年度結沿 ・惜置

K力発電前のリフレースについて、専門翠から晟る!火力舅電所リフレースに係る環境影書辞優
り技嬌的事項に関する検討会」において検討し、環境負荷が現状よりも改善するケースについ
C、環境影響諄饉に曇する時日の短縮が可能となるような手機の合理化を行うための「火力発
し所リル ースに係る環境影響評価手続合理化に関する技術的提案妥坪壽υO年3月に取りま
=めた。

薔事務瑚 昔「TI‐E連系に分けられているが(50kW未満が低圧(2110V)、50kW以上は高圧(60kV))、設
Eする発電設爛の容量が基準となるため、所内電力消費などにより実際に電力会社配
L線へ流れる電力が50kWaT回 る場合にも高庄での連系海 求されてしまい、コスト
曽に彙がつている。したがつて、僣圧連系せ る電力の大きさの糧和、もしくは電力の
にきさの基準を設備の容量ではなく、実鳳 =系親に流れる可能性のある最大の電力の
にきさを凛準とするよう、平成22年度中に必要な措置を講ずる。

『属22年度練酎・精■ .
その後速やかに措置

堕済理栞■

「威22年11月に開催。同委員会における検討に盤発 、"角ドル の解釈″日噺ン3年0月に
日係者に周知するととも〔tHPに て公表している。           .

斤等でポイラJ燃 料として

円用する場合の規制の在
′方の検討

ネ買′`材 マスを火力発電所琴て… 颯料として弔用する場合の屁栞欄窮
μ 規日の在り方について、実態を十分にIEEした上で必要に応じ検討を行う。

子威22年度目熟 ヨ重省 「威22年12月に、本買|ヽ マスをポー 料として利用している糖段を対象として、魔築物
E理法の規“が本貫バ材 マスの利用に与える支障導の実艦目査を実施したところ。その結
晏、日査時点においては、魔葉機処理法が木買パ材 マス利用の支障とならている具体的な事
"は磁目されなかつた。(ほとんどの施設では木貫バイオマス老購入しており、それらは廃葉物i
里法の規鋼の対象となつてし`なかつた。)今検、新たに支障となるような事例が発生した場合に
よ、必要に応じて検輸 っていく。                 ‐  |

※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年 11月30日時点のものであり、
その後、取組が進捗しているものもある。 27



新成長戦略実現に向けた3段構えの経済対策(平成22年9月 10日 目‖決定)における決定内容

所管省庁 実施状況 進んだ取組・

残された澤題
評価

[月 事項名 規制改革の概要 実施時期

く医療 介眼>

口。日本」に係る査E発 綸
口件等の糧和・外目人医自
つ■内惨薇等―医療のた
めに来日する外目人を受け
入れる日朦医晨交流への
収組等くⅨ再編)

颯瀾凛仕Eフ におい工、日用、観力とともに、:ほ摯」日的翻 示す0.巨 燎目的の短ヨ
亭笙ビザについては、受鰺する外目人本人のほかに、必要に応じ同行者にも発給のJ
菫日回るよう、平成22年中に所要の結置を行う。
=た、入院して治療猥 けるなど入日当初から長期間の滞在を予定している外国人の
E留 資格の取扱い」明確化し、円滑に入目できるよう、平成22年中に所要の措置を行
う。

平成22年中措置 ●
省
”
務 平成20年1月より「目晨滞在ビザ」の運用を開始した。

外口人●者に付活う同伴者にも,必要に応じ同じ条件のビザ観 輪することとした。

法務省)
に施済み

当餞憫度の実施から1年間の発給状況に関してレビューを
行い 必要な見直しを行つていく。

◎

■要件の経和(一人開葉0
暉禁)

"同 石環スアーシヨンか燿切に,一 ヒス豪饉耐 えうよう、現lTのサテ/1・事業所や
由舅居宅介饉サービス費の仕組み、事栞形菫の在り方等、看證師等の人員基率を含
ら、訪問看護ステーションの在り方について平成2年 度中に検討留■ 、ヽ糖濾を得る。

0

両同石巖スアーシヨンの開栞晏件の種和については、l親日・■鷹取革に係る二加方針」(平月
3年7月22日目■決定)において、「病院、診療所、一定以上の人員を有する肪問看置ステー

′ョンと遭切に遭携を回ることで“時間対応を可能とするなど、サービスの安定的な提供及び安
≧性の確保に配菫しつつ、一定の要件の下で指定訪日看證事業所の人員二準の見直し(1人
ては2人 )について検討し、結“鶴 る。
なお、東日本大晨災の被災地においては、指定肪問看饉事業所の人員基準を満たきない事1
斤に対し、市町村の判断で保険綸付を行う措置を持倒的に認めたところであり、人員基準の見|
′に当たつては、当麟措置の実施状況も踏まえて検討する。<平 成23年度検討・縮腱>Jとされ
こところ。

0

く観光撮興Jまじめとした地城活性化>

自施設に対する旅館業法
D規 Ol組和

らのある構造設"基 準を目和することについて、平成22年度中に検討●BH始し、本年
守区で措置した事例の検饉日■ 、ヽ平成23年度以降早期に糖綸鶴 る。

●年度以降早期結腱

:=洒 口=関 い薔澤●爾工回“薇酎雷」におい工十願ZZキ 12月21日から薇耐ヨ開用し、これ
にでに、営業者や消費者等の意見を聞き、玄関颯場等構造設備基準について検討してきたとこ
'であるが、「町家・吉民家に係る規鋼饉和(案)Jについてパ」Jックコメントを実施し、12月 14
ヨに開催する検討会において検討会としての意見を りまとめることとしている。

O

民泊Jの区分の明確化 Cあるが、教育旅行など生活体験等留テい、儒慣で宿泊させる民泊の場合は、同法律
D規定上適用除外であることを地方自治体に対して日知する。

平成22年度情置 =生労●■ 曖3年2月24日付けで、日冷椰及ひ派目票の拿口団体に対して、彼栞より、名称の如何を(
『観的にみて宿泊料にあたるものを徴収しない場合は旅館彙法の適用対象にはならない
5日知している。
=労●省健籠発0224第:号・健籠発0224第獄 籠償で宿泊させる場合の旅館業法の適用
て`(平成23年2月 ◎

口票倅腋晴の収観野菜辱
口理における食昌衛生法
D規制組和

嗜栞膵摯 C収蜃した3P栞●■理しヽ ■願で■曖丁0た のには、■昴爾=漱 上の肝可を
瞑得する必要があるが、滞在中に提供する食事力1全て自炊や晨家と共同■理の場合
こは許可不要として取り扱い、明確化することについて、早期に検討し、平成22年度中
こ籠 を得る。

■E2 2年 度 薇 討 ・稲ヨ 早生労働■ 鳳林凛栞停願時に置供される食事が全て自炊の場合や晨林漁業者等との共同■理の場合に
ま、営業許可は不要であること害明確化し、その旨都道府県等宛に通知(「農林漁彙体験時の1
1野菜等の日理における食品衛生法の規制緩和について」平成22年 11月 15日 付け食安監タ
115第 1■)を発出した。

◎

エコツアー等の事果者によ

6参加者輸送に対する道
議運送法上の許可杯 要
ヒする範囲の明確化

白施設が送迎の間に宿泊客を目道案内する行為及びエコツアーなどの事業者によるコ
コツアー実施場所までの送迎については、一定の条件の下に道路運送法上の許可を
下要とする範囲胡 確化することについて、早期に検討し、平成22年度中に臓 を得
る。

子威22年度検討・縮“

甑 男墨ヨカ翻 読           肥 詣:″ 器
「―参加者を対象に行う送迎のための輸送についてJ平成23年3月31日付け口自旅第239
〕) ◎

D要 件の日知
●事栞の実施主体として、同―地増における事栞興籠主体の■複が認められているこ
とについて、より=層 の日知を目る。

FH22年 度 甲積ロ E林 水産■ :ヽH働 ・ア′レ"j●のたのり躊摯椰●"翔 東」別曇1-3夢 腋.u円 面・テフレ"町 のため
り緊急総合経済対策Jにおいて実施時期揃 倒し)

E栞 緊約化の確=(森 林
専・森林計ロロの民間利
D拡 大)

足同事薬者による鹿栞果的の促連のため、意歓や籠力のある事果体に対して森林の
[葉集的に必須である森林簿及び森林計日目が開示されるよう、平成22年度中に椰
菫府県に助言術 う。

「屁2年 度中指= 口林水産,

D緊 急総合経済対策」において実施時期を前倒し)

※「実施状況J・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものであり、
その後、取組が進捗しているものもある。

28



新成長戦略実現に向けた0段構えの経済対策(平成22年9月 10日 目臓決定)における決定内容

所管省庁 実施状況
進んだ取組・

残された課■
評価

事項名 規制改革の概要 実施時期

彙置に係る規制の見直し

コンテナ型テータセンターの設置について、熙人運薇力`こ本である等、その利用案履マ
瞥まえて建築基準法上の建築物の対象外とすることを検討し、結腱を得た上で、平成
2年度中に措置を講じる。

十瞑"キ 3月25日に[コンアア聖アー,センタに躁●饉栞晏準洒の駆破しヽ こついて, 十ヽ厩23年1

125日建築指導課長二知。目住指第4033号)を発出し、コンテナ壼データセンタについて、檀轟
D■大な障害発生時専J除 いて内部に人が立ち入らないなど、建築物に餞当しないものとして

■う対象の要件鶴 織化し建築基準法(以下r法J)第2条第35■に規定する特定行政庁及び法
E77条の21に規定する指定確認検査機関に対して日知したところ. ◎

=係 る周知 t付対象から除外していないことについて、日知する。
=屁 22年 瞑 甲僣ロ 鳳椰 水 庫 “ K'円西・テフレ対5の ための緊急彗含経済対策J用表1-4を ,照 。(!円百

D緊急籠合経済対策Jにおいて実施時期を前倒し)

口等の施設におけるけん

眈の農示(所持)禁上の見
=し

ナん颯は、登録を受けていない場合には、原用として公務員が運営・管理する博物館
事の施設に限つて晨示(所持)が認められ、民間で運営・管理する施設においてはこれ
ド禁止されているところ、民間で運営・管理する博物館等の施設においても展示できる
鼈囲・方法等について早期に検討し、結“鶴 た上、平成22年度中に必要な措置請
Fる。

属
〓

r警 庁 モ間で運■・雷理する博物暉手の鷹醜においてけん菫を晨示(所持'することができる輌田・方法
こついて検討した結果、けん餃は危険性が極めて高いものであり原則所特許可の対象とはされ
Cいないこと、厳格な餞器規鋼は我力(国の治安の根幹を支えるものであることなどにかんがみ、
民間事業者である指定管理者が管理・運営する博物館等の施設においても、口又は地方公共
ヨ体が職員を派遣したり嘱託員を置くほか、万―に備えてけん銃の発射機能を失わせる処置を
iうなど、危険性雄 除しつつ、口や地方公共団体が最終的な管理責任を負う形でなければ展
スを認めるべきでないとの結論を得た。

この結綸にしたがって、本件の発端である高知県の博物館でのけん銃の農示については所要
D措■を臓じたところであり(平成22年9月末)、今後、同様の案件についても同様の結量がとら
れるべきこととし、都道府県警察にもその旨周知した(平成22年12月7日措置)。

以上により、平成22年9月10日闇議決定により措置すべきとされた必要な事項は全て講したも
つである。

◎

く口を開く経済戦略>

入原則の見直し(再掲) まれている輸出申告を、適正通関を確保しつつ、保税地域への賃物臓入前に行えるよ
,検討する。その際、不正輸出及び消費税の不正還付抑止の観点から、税目による申
与受理及び賃物検査・許可は、コンテナヤード等保税地域腱入後に行うこととする。
目連して、荷主の異なる貫物を保税地域外でコンテナ詰めし、輸出通関することについ
Ct可 能となるよう、検討する。
L配につき、平成22年度中に結鯰を得た上で、平成20年通常日会に法案盤 出する。

論・平成23年通常日会
へ法案提出

"務省 口出甲告を、蘊正腱目確 保しつつ、保祝地域への賃物薇入前に行えることとする内容観 リユ
しだ関税法改正案が、平成23年3月31日に成立し、同年10月1日より実施している。あわせて、
1出のコンテナ扱いの申出の規定を廃上し、荷主の異なる貫物を保税地城外でコンテナ鰭めし、
0出通日することについても可能とするよう、同年8月 10日にr国税法基本通達(昭和4フ年3月
日蔵目第l llll号)J敵 正し、同年10月1日より実施している。

◎

獄 祝地増臓入前の中出中告を可能とすることに伴い、通正通関盤 保しつつ、一層
D迅速通関につながるよう、各税関の間での申告及び審査等に関する情報の更なる
R有化や、効果的・効率的な審査・検査を可能とする関連システムの改変・税目の体市
薔備等を併せて検lfするものとする.

含

=口関l―お[ア●■自分類の硬酎積果についてシステムヘの壺碑を元粟す0こ と尋により、各祝

目の間での申告及び審査等に関する情報の更なる共有化等を措置済み (平成20年6月 実施)。

◎

～航機・外航機の取扱いに
ついて

見在、国内繰運航便と国際線運航便は、同一の機体であつても内変、外変といつた変
更手続きが必要であり.この更新手続に時間がかかるため、効率的な機材活用に支田
株 している。したがって、効率的な事業運営のための手続の簡素化について、平成2
年中に措置を臓ずる。

翼鷹後の効果及び問題点について注視している。

◎

原則として平成23年11月30日時点のものであり、
その後、取組が進捗しているものもある。 29

※「実施状況」。「進んだ取組・残された課題」の内容は



新成長戦略実現に向けた0段構えの経済対策(平成22年9月 10日 目議決定)における決定内客

所管省庁 実施状況
進んだ取組・

残された課■
諄籠

事項名 規‖改革の概要 実施時期

口■ビジネス:=対厖した日
■び自治体の行政手犠窓
コの整備

の分野又は事業において必要な目及び自冶体の行政手続の窓口の一元化(ワンストリ
スヒ)及び共題対応の憲口の設置について、平成22年度中に検討を行い、結綸婦
る。その後速やかに精置を行う。

その後遠や力ヽ こ措置 E済産業省
どの編 係
饉省

暉外からの対日菫授役貴促進の観点からは、日及び地方自治体のホームページ.投資相談窓
コの英E対 応、ワンストップ対応の整●状況について■査を実施したところ.以下のとおり.

D日 の対応状況については、すでに」ETROが 情報のハプの機能を有し、適切な機関の紹介等
こあたつている。また関係府省庁及びJETROに r対日菫機投資総合案内窓口(hvest Japan)Jが
弔成15年 度に設置され、担当者が常設し、外目企業からの投資に関する相饉の受付、情報提
共専及びこれらに係る担当課との■薔■整を実施しているため、ワンストップ化の取り組みが進
している。平成22年 12月 に内目府がフ押 ―アップロ査を行つたところ、平均して年間1000件
日の問い合わせを受け付けており、その中には英箇での問い合わせも含まれている。

D地 方自治体の対応状況については、各自治体の置かれた状況により程度の差があるもの
D、外目企業の一次投資の積極的な曼入れ網 ることが可能な自治体については、情報を一元
ヒした英語版ホームベージ等の整備に加え、海外企棠向けに特化した相談窓口の設置を既に
t施 している状況。それ以外の自治体については、外国企果の二次投資の呼び込みを回るため
こ英鷹版ホームページ●を整備済みであり、自治体によって濃淡はあるものの、英悟対応の取
り組みは進展している。

「威20年12月,6日に策定された『アジア拠点化・対日投資
足進プログラムJに基づき、引き崚きυETROの ワンストップ
リービスの利便性の向上や、総合特区倒度等を活用した地
な自治体における取組との連携に取り組む.

◎

Dためのポ″ 卜‖度の導
ヽ

庁の基準でも就彙可能な在日資格が付与される高度外目人材に対するポク ト"都 0 =生労●省 ドイント‖については経産省.厚労省等と検討術 し、平成23年12月28日に検討結果松 表し できるだけ早期に本劇度J開 始できるよう,近 日中に法務■

◎

D上述の優遇劇度のうち、配儡者の就集・家事使用人の市同等については、平成22■ F続 を経て公布する予定。
る。

厚生労働省)
法務省において、ポr′トロ薇 じた高度人材に対する出入目管理上の優遇"度 の導入に向
ナ、当省を含む関係省庁と■整を行つているところ。

eの害認を含めた利便性
D向上

層済遍轟“足にこメ 原産地饉明鶴Eの 電子化に関し、経済産業大臣の指定発綸崚
目である日本商工会■所にしか発綸及び印層が認められていない特定原産地望明書
D申 菫者口(輸出業者)での印目を含めた利便性の向上策につき、産業界等の意見を
目まえ、平a22年 度中に検討し、結“襦 る。

駆 凛重増L明 薔システムの和観筐の同上についてIま、原産地暉明日=改 革検討会において
生栞界薔とも■腱術 い、当面は平成22年 度相正予算による「原産地圧明書捕綱の電子的提
彙事業Jを達め、電子化に係る実饉事業を行うこととしたところ。平成24年 2月の稼●を目指し、
■在、「IF産地E明 書情報の電子的提供事業Jに必要なシステムJ開 発・整●中。また、経済連
1協 定の対彙■当局に対し、「IF産地E明 書情報の電子的提供事業」について選次観現し、平
認 3年度内の利用開始に向け口整中。
=お、同事彙及び協定・交渉相手日との交渉・口整状況害踏まえて、引き鶴嗜更なる利便性向上
D方策について検討していく.

◎

■定事栞者(AEO)■EC
改善 ネフィットの追加を検討する。その朦、AEO鋼 度の運用画の簡便性等も踏まえつつ、,

えば利用者のコンプシ″ンスやセキュリティーといつた点に応した取扱いについて考J
する。

ベネフィットの■加を実施.
Э綸出通目における保税讚入原則の見直しに伴い、「目税定率法等の一部徴 正する法律」
(平成23年法律第7■)鶴 定(平成23年3月31日公布)し、AEO通 日果者.AEO製造者が目与
する輸出中告について保現地城導に搬入することなく鎗出の許可を受けることを可能とした(平
由"年 10月1日施行)。
Э「目税法基本通達等の一部散 正する通達」(平成23年6月30日財関第746号)を自定し、以下
のベネフィットa加 .
・AEO事 栞者の役員責更届力tAEO担当部門に提出されている場合には、同=税 目の保税担当
部門への提出を省略可能とした。
・AEO■ 庫業者がAEO餞 置場において保存することとなっている帳簿の保存期間お 年間から
1年間に短鮨した。
.AEO事 業者の内部体劇等に関する要件をより具体化・明確化し、利用者の利便性向上等を
目つた。
.特幌輸出■物について、輸出許可後にシステムを使用して辟可数量等を変更する場合に、あ|
いじめ機関へ中し出ることを不要とした。
DrAEO制 度に係るシンポルマーク使用規程について」(平成23年フ月1:日財目第712■)を劇
=し、AEO制度の普及を目的とし、利用者の貫物のセキュリティ確保とコンプカ″ンスの啓発を
目るAEO制度に係るシンポルマークな EO事業者も使用可能とする形で制定した。

◎

※「実施状況」・「進んだ取組・残された課■」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものであり、
その後、取組が進拶しているものもある。
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麟成長曖略実現に向けた0段構えの経済対策(平成2年 9月 :0日目■決定)における決定肉審

所管省庁 真難 況
進んだ取組・

残された田
雨

事項名 規‖改革の猥要 奥歯時期

目船の書役縛機のあの停
日等の取扱いについて

Eな点が■められないこと、航行安全上の日目が生日ヽ こヽと等が確日できた場合に
よ、領海内で外目船“が書役特機の■に停口等補 航行が‐ ることとしているとこ
5であるが、今後買なる要望■を受けた場合には、その方策について早期に検討し、
F鷹 2年 度中に結ntaす こととする。

「瞑 2年 =口 耐 ・■ ■

◎

|ln労可能な在日資格を
1薔する際の要件の糧和

,、既に取脅している「専門士Jの資格鶴 って彙労可籠な在日資格を中口することに
て`、・V・威2年 度中に検討し、舶綸鶴 る。

「瞑2年 瞑薇討・■■

◎

田が日におけるLCCの ,入 暉理尋の観点から、日Hm空 運賃の日可"=に ついて、
bらかじめ■可を受けた上阻日の範囲内であれば、撮鵬的に運■の設定・壼更が行え
5ようにするための運用の緩和を、平成22年度中の可能な阻り早期に奥菫する。

■りlЦ鵬|="HE
R[円 員・テフレ河層のたののなコ椰含轟所"環 』凋猥 1-9で ,籠 .u円 ●・テフレ"ん のたの

D緊 急総合経済対策Jにおいて実鹿時期を脇倒し)

く保青その他>

日度の見直し

1'ロツヨてお■の電猥について、より●■lIの日い用理に網用で言●`,、購存の中
ヨ者場他の周波数へ遠やかに移行させ、迅速かつ円滑に周波数を再綱するための方
■について平成22年度に検討、鱚鶴鶴 、平成23年度に措置する。
12)再編に要するコストについて、再“後の周波強を麟たに利用する者が、市場原理1
舌用して負担する等、オ‐ ション鋼度の考え方も取り入れた情■について平成22年
Eに検討、鎗― 、平成23年度に精置する。

■瞑2年 =口 酎・■口、
子威23年度情置

師 ●

2月に決定した「「光の道J構想に目する基本方針」に基‐ .周波数の33を 迅速にわ ことを
可籠とすること等納 喜とする、電波法の一部を改正する法律案を第17フロロ会に提出し、平成
B年 5月に成立した(平成23年8月3,日l_t行 ).

◎

にける利用・活用 、́対象とする情報の範囲等について早急に検‖を開始し、平成″年度中に精槍襦
5。

■匡 2年 度薇 酎 ・爾 ロ 師 ●

わ た縮果、日壺凛情颯を中心とする事彙所母集団データベースの民間利用には多くの菫念が
bるとの方向。他方、「社会保障・税番号大綱J(平成"年 6月30日政府・与党社会保障検討本
鵬決定)において、法人番号とともに、名称・所在地といつた法人の情報が広く一般に公目され、
ξ民謝目わず利活用されることが決定された。 ◎

■同事業者への利用拡大 ■・磁日ができる仕組みを整儡することについて、平成22年度から検討J日始する。 房
省
官
師
相

(口覇省、内目冒房)
民同事業者の具体的な利用=―ズの記■等のため、「■民本位の電子行政の奥理に向けた電
子E明 書の活用ヨーズに目する日査77HJ検 討会を平成2年 :l月から平成"年 3月まで開催
し、その具体的なニーズを把担.
また、「社会保障・税番号大綱」(平成23年6月30日政府・与党社会保障検討本部決定)におい
て、民同事業者の憲口等で電子的に本人確認締 ため署名検E者 を屁日事集者に拡大する
ことが明記されている。

◎

D促違に責する企業縮合 よるために●H的 な事果再“を崚麟的にわ ことができるよう、グローパル市場の働ロ
■隅 22零 瞑僣菫 谷正取りlロ

1会 ―層富めるとともに,目瞭的整合性の向上を目る観点から,審査手饉及び審査薔準の見直しを ηに行つている。

◎

口)の見直し 0た上で、平成22年度中に所長の構口督口する。
,い.平瞑23年0月 4日に見巨しの環事ひ 豪し バフリツクコメント手籠に付した。
しの後.口年6月 14日に企彙幡合計日の届出に係る公正取引委員会規■や企彙綺含ガイ度璃
′の改正等の成案松 表し,同年7月1日から新制度に移行した。
1実施済み)

※「実施状況」・「遺んだ取組・残された課題Jの内春は、原則として平成23年11月30日時点のものであり、
その後、取組が進渉しているものもある。 31



新成長戦略実現に向けた3段構えの経済対策(平成2年 9月 :0日目■決定)における決定内容

所管省庁 実施状況
進んだ取組・

残された課題
諄饉

事項名 規‖改革の概要 実施時期

賢0こども轟會を着用した
'保一体化に向けた規"
女革の推進

ナる認定こども日の補助要件について以下のとおり組和を進“ 。
D認 定こ品 日整●事栞費柏助について、基金の期間中に幼保遭携型の要件舗 た
夕保冑所型、幼■日型にも拍助対象薇 大するとともに、年齢要件の饉和(1出児以上
猥 け入れれば可とする)を進める。
Э認定こども■事集費柏助について、年齢要件の橿和(1●児以上を受け入れれば可
ヒする)を進める。

「瞑 22年 =豪 酎 ・ロ ロ 旱年"● ●
た部科学省 DE定 こあ ■整●事彙費補助要件については、幼保遭携目の要件を満たす保青所菫、幼稚

B菫にも相助対象を拡大するとともに、幼稚■ヨ認定こども日の保青所機能部分については、
けa児 童における1歳以上の全年齢の子どもを受け入れる場合も補助対象とし、平成23年1月
7日に年齢要件の饉和補 つた。
猿 定こども日事集費相助要件については、幼種■型認定こども■の保育所■籠部分の対■
E■における1●以上の全年齢の手品 留1け入れる場合も補助対魚とし、平成23年1月17日
三年齢要件の目和術 った。
「平成20年度子育て支援対策臨時特例交付金(安0こども基金)の運営についてJ(第六次政
E、平成20年1月17日22文科初第1354●・雇児発0117第1■ 文部科学省初尋中等敏冑局長、
「生労●省雇用均等・児童家鷹局長五知))

◎

4 0

7)の連携先■目の拡大
t:`、鴨“.■"ロ ロCし 椰ヽ口諄口購X:`児 ロ 「咸2年 度中箱ロ

◎

D保商事業の書及促進綱 るため、一定の条件を満たす幼稚■等についても、■■●
目として認めることとする。具体的な条件については、平d22年度中に舶綸を■る。

]厚生ガ●省■用均等・児童家庭局長通知)の一部改正術 い、家庭的保商事棠の遭携崚関
:して、一定の条件翻 たす幼稚目等についても、■携楓口として鳳め目庫檜助の対象とするこ
:とした。

巨時間コ覇保胃士につい
〔 士に代えて短時間■務保育士を活用できる●通知されているところであるが、平成″

年度中に、この取餞いを改めに目知麟慮することとする.

「屁2年 鷹甲情ロ R[■員・ア′レ"|●のた0の 躊凛椰●"責 河栞』"猥 1-1ぞ '照 。(:円員・テフレ"層 のため
D緊急総合経済対策Jにおいて実施時期を前倒し)

見について
いわゆるホワイトスペース(取選用などある目的のためにコリ当てられているが地理的
条件や技術的条件によって他の目的i=も利用可能な周波破のこと)活用の実現に向il
て、平成″年度にrホヮ.rhスペース特区Jなどにおいて地域特性に応じたサービスや,
ステムの実現を目縮した実饉など割れ 、ヽこの結果害踏まえ、平成23年度に轟境整●1
行う。

「晟2年 =薇 酎開着、
「成21年度措置

「H22年 =か らホワ・fl・スベース籠区において、地城特性に辱じたサービスやシステムの実現1
ヨ指した実Eな 踊 め、ホワ4ス ペース活用の環境整■に向けて籠線設僣の技術的条件や
日波数共用条件について検討薇 めているところ。このうち、エリア放送菫システムについては、
1在、― 口審■会m二 僣技術分科会において、地上テレビジョン放送等の既存システム
=屁口を与えないことを前担に技術的条件等を検討しているところであり、今後、日度案につい
Cパフリックコメント●術 い、23年度中に整●する予定。 0

景臓余社が海外不動産投
【等蔀 う嗜合に陣壁とな
5規鶴の見直しの検討

翅臓の総数の保有Jに代わる二率の検討を行い、鶴●補 た上で平成22年に必要な籠
Eを講じる。

F晟 2年 口討・●● ・稲

E
E■庁

[腋会社及びその1∞%子 会社により供給されているJ場合には、従口業務子会社として日あ
:と樹内春とする告示改正を実施。(平成″年,2月28日金融庁告示第100■.間 日適用。)

◎

よる劣後ローンの供給の″
康

[会社への資金供給の方法に劣後ローンによる責全供綸も日“ ことにより、ベン
臓 ―企彙の育成、企業再生等を通じ、経済活性化額 るため、平成2年 に必要な措
E督講じる。

口17菫聴17瀾用■の一暉猥 正する肉口府,」(平E22年 内口府令第57号)において、銀行1
つ投資専門子会社による資金供給の方法について劣後ローン檜 む資金の貸付け盤 加(平J
"年 1月4日施行)。

◎

※『実施状況」。「遭んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年 11月30日時点のものであり、
その後、取組力颯 拶しているものもある。
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円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策(平成22年10月8日 閣議決定)

円高・7~7レ対応のための緊急緯合経済対策(平成22年10月8日 閣■決定)における決定内暮

所管省庁 実施状況 遺ん廟 組・

残された課■
籠

●■ 事項名 観倒改革の概要 実施時期

‖表 既定の改革の実準時期を前倒しする事項

て キ士に代えて短時間勤務保青士を活用できる旨通知されてι略 ところであるが、平
222年 10月中に、この取扱い徹 めて周知徹底することとする。

予E22年 10月中活菫

F,0月,日 層塊保男100,第3号)を発出し,一定の条件の下で常動の保育士に代えて短時間二
層保冑士を活用せ る口、改めて日知檄底を回つた。

◎

麦押ししている参酌標準の

餞
■)から各都道府県が地城の奥情に応じて策定可能とする。 :僣r扉謡繹厚星勇I署馨票1薔壕男:霞整じЛ貿出躍属晶竃霞=軍

丁0ためのこ不"

◎

【地将用肇薔円滑化争票
D要 件の周知

卜争栞の案厖主体として、日―地霜における事栞実籠主体の菫薇が躍められてι
5ことについて、よリー層の周知」回る。

鳳林水鷹薔

E営局長通知)にて、市町村が農地利用鍋積円滑化事業規程を承認するにあたり、晨地利用ニ
■円滑化事業の事業実施地城が■複することとなっても、重複する地城における農用地の利用
つ串積を回る上で支障が生するものでなければ、事業規程の承認け ること力̀ できる旨の通知

硼 鷲 盟 tr賛 『里:嗣 冒議晟』罪ゴl「
地崚における… 主体の重複

Ь周知綱 つた。

◎

魔晨研膠質菫の買付対黎
こ係る周知

ユ臓ユ薔口=切 El‐お17●駆晨"賣 菫:`、民口IE栗が行つけ静についても、そ
D貸付対象から除外していないことについて、日知する。

鳳林水産● “晨",■ 菫の理用モ理つ告口理肘熙に河して、民同F栞 が行う研鰤についても買付対象かモ
喩外していないこと納 害とした通知文書(「就晨支援責金(就晨研修資金)の貸付対亀となる硼
`について」(平222年 11月∞日付け″経営346“ 尋経営局人材育成爆長通知,)を発出した。

当省ホームページでの掲載による周知を継籠的に行い、民
用企業が行う研修を受構したい就晨希望者に対する盤農研
多資金の貸付け力唆 施されている。

◎

:警事甲Ⅲ畔群お畔琳蹴鞘 ,T

じ薬栞和化の薇鷹 (轟杯
|・森林計画回の民間利用
り拡大)

霙Fr嗜 細 l_`"果 暴型 ・l― の7_‐の、事“や澪″のあ●手栞停に対して髯椰
D施 業集約に必須である森林購及び森林計口国が日示されるよう.平 成22年 中に

邸道府県に助言齢 う。

E林水産●

野ヨ踊蔀滅鮪J諏融滋檄簾鱗蠣鳳驚li
曳び整■について助■したところ.

Sいて、市町村は森林の経営の受託又は委能に必要な情
aの提供、助言又はあっせん術 うよう努眺 旨観 定し

森林・林業基本計日(平虚 毒 7月26日目■決定)におい
[、森林関連情報の収集・提供の推進に関し、森林簿情報
こついて、3道 府県と市町村等との間での共有化曇 “
:ともに、鹿業集約化に取り組む者に対し、地方公共団体カ
b森林の経営の受託に必要な情報の提供雄 める旨観 】
た́。

◎

きにおける第二国の航空
曽社による貫場げヤーター

■の運航容易化

日暉m生 口ぉり石E:●に`り 、ラ藁コストの諄凛綱 ●口月から、耐ユエ曇の饉保
こ配慮しつつ、国際航空貫物升 ―ター輸送における第二日の航空企彙による■嶋
臓 ―ター便の運航の容易化評 嵐 22年 中の可能な限り早期に実施する。

早期に措置
日土至題● C耐 .第二日の航=企 栞による貫物‐ ―ター便の運航申嬌に際しては、本邦航空会社がこオ

=反対しないIの 書面(ノン・オブジェクションレター)を必要としていたが、平n22年 10月31日よ
′、相互主義の確保がなされていることを前提に、ノン・オブジエクションレターを廃止し、第二日
D航空企業による■物升 ―ター優の運航器 易化した(「本邦を発着する日胎 ―ター便の
E航について」(平成2年 10月22日日空口第1,00■・田空事第403号). ◎

※嗅 施状励 イ進んだ取組・残された課題」m容 は、原則と
弩 芳麿偶露麟颯出現貫1918ξ 識
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円富・デフレ対応のための緊急総合経済対策(平成2年 :0月8日 目■決定)における決定内喜

所管省庁 実施状況
遣んだ取組・

残された課■
解薔

番号 事項名 規鋼改革の■■ 実施時期

置におけるフォワーダー・

肝 ―ター優の運航書品化

=配 nし っっ、日鳳航空貫揚 → ―輸送におけるフ″ ―ダー"■ ―ター(利用
E送 事業者による升 ―ター)の運航の書局化を平成22年中の可能な限り早期に実
にする。

早期に槽E Dであること等を要件としていたが、平成22年10月31日より.相互主義の確保がなされ、かつ、
魔空自由化が実現している目・地麟との間については、フ″ ―ダー"キ ーターの運航盤 板
:ととした(「本邦を発着する日臓 ―ター便の運航について」(平成″年10月22日■空■第
76"]・田空事H463■ ))。

な突発的かつ大量の輸送尊の■―ズに柔軟に対応すること
が可能となるよう、他の航空会社の口材掛 ―ターして■
物の量 を行う升 ―ター影燿(エアライン・升 ―ター)を自
臓した。(r本邦を発着する目臓 → ―便の運餞につい
て」(平成2年 10月22日田空目第!フ09■・■空事第403■)
の一部改正(平成23年7月 20日))

◎
内において目瞭賞物贅 ―ター便の理航を解禁した。(『本
邦を発着する目― ―ター優の理航についてJ(平成22年
10月22日田空目第1719■・目空事第463■)の一部改正(平
成23年:0月20日))

口暉 籠 翼理 買 濶 口 のロ ロ 2が日におけOLCCの ,入 贅=■ の目凛から.口mm空 運■のB可 ■度につい
に、あらかじめ■可を受けた上限日の範囲内であれは、崚動的に運賃の設定・壼更
ド行えるようにするための運用の饉和を、平成2年 中の可能な限り早期に奥鮨す
5。

r威22年中の可能なロリ
早期に措置

口土交通雀

日内であれば、自由な運賃の設定・壼更が行えるように、上限認可鋼に移行した(rロロ航空運
1等の取撮いについて」(平成″年10月29日口空目第:855号・田空事第485■))。

◎

‖襄2目 を目く経済職略分野を中心とした規‖・憫度改革事項

5独占盤止法上の考え方
D取りまとめ

諧 まえ、饉鶴的地位の言用HHの 考え方を明確化すること等により法運用の透明
1を―■確保し、事栞者の予見可能性をより向上させるため、「優越的地位の濫用|

目する独占禁止法上の考え方J歓 定・公表する.

: 月3 0

ヨ)。
1実施済み)

予晟2年 :1月30日に策定。公猥したIEE的 地位の雷用「
目する独占縮止法上の考え方」を広く目知することにより.
I鶴的地位の■用行ムの未然防止梱 る観点から,全■
番地で事業者や事業者団体等に向けた説明会専を実施し
L。 ◎

2 さ共空間における収奎鷹
彙の設置■に係る観鋼■
u

Bトロについて、理万公栞口椰●に胃しl●籠理僚■の硬n田 薫壼市 つとともに、
1同事栞者が駅前広場等の公共空間の利用を可能とする手法を提示する。また、
日・地方公共団体が椰市公■事栞について意見交換・協■する会■において、立‖
B市公■憫度の活用等に目する情■を目知徹底する.

弔駆 22年 =輌 ■ ■工又腱省 日万公共団体に対し:官民凛研による地下暫の壺●の種違について(通知)J(平成23年 3月0(
ヨ■椰街第146号 街路交ILa課 長五知)及びr駅前広場の上空利用についてJ(平成23年 3
130日 目椰螢第151■ 街路交通施證課長遍知)賛 れぞれ発出した。
平成22年度 目東甲饉鶴椰市公■担当課長会■J(平成2年 10月21日)等の金■において、責
時の配布・餞明により立体椰市公目鋼度の活用尊に目する情報の日知を行つた。  ｀ ◎

く―ス化により生じる敗地
り有効利用方Olを目が策
ヒ

下ボ燿撃轟置の頭彙"に ■菫の■スベース1ヒ尋猥 現で=る瞑処理技術につし
て、その導入のためのガ不 ラル を作成し、普及を促進する.

「H22年 度情置 ■土贅菫省 ,イトア ン 卜ヽ不颯への瞑口理棗B尋 人のための刀イドア ンl"2腋 1,そ拝属(平属23年3月,・
表ヽ済み(平成23年6月8日 )

◎

E湾経営の民営化

:辮 鏃鷲鍵喜塁里裾開 踊剛 鵠鰐 ≡維
女正を行う。

「属22年ロロ ・平H23年

日常日会への法案提出

ロェ栞n省
,号。第:''日通常日会において成立.)により澤湾議等所要の法改正術 つた。また、本改正を
セけて、澤湾法施行令等の目係政省令の整●を行つているところ。■目載略灌湾 (販神港、京
鵬D尊 において、民の観点により澤湾の一体運営を行う「滲清運営会社Jこ係る規定は、平成
0年12月15日に鮨行済み. ◎

※『実施状況J・「進んだ取組 =残された課■Jの内書は、原則として平成23年11月30日時点のものであり、
その後、取組が遺渉しているものもある。
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円高・デフレ対応のための緊急腱合経済対策(平成22年10月8日 目■決定)における決定内害

所管省庁 実施状況
進んだ取組・

残された課題
籠

事項名 規H改 革の■要 実施時期

比販売(航空券のパ読 り)
七率の一層の緩和

セ地点日か否かを問わず、一体、盤塵麻数の5096未満まで、目瞭燎害升 → ―の
目札販売を可能とする。羽田空港を発着する■■旅審升 ―ターについでま、羽田
ヒ港の目瞭化にあわせて、深夜旱蠣時間帯は、他の空港と同様、航空自由化が実
見した日・地城内の地点との間では日札販売の“限を世鹿する。

摯のパ労 り)比率を目和した(r本邦を発着する目臓 → ―便の運航についてJ(平成22年Ⅲ

122日■空■第1700■・目空事第“dD)。  _

◎

闘 に措置

磨現のための運航管理補
助者の配置方法の明菫化

日等の撮長への伝達尊柿 航空会社の運航管理補助者について、航空会社の●
[の計画等で配置できることを切確化することにより当腋会社の柔軟な運航移●を
に接すること評 成2年 度中に実鮨する.

「鷹22年=薔 ロ
ヨ空航第78■ 滝敏正し、平成23年 4月 1日より、路鑢、運行日敗、運航腱憫僣、使用航空楓

序を考慮し、あ晏に応じて航空会社の事彙計日等で運麟管理補助者を置くことができることを明

=化 した。(rr理航燿租審査晏領綱田Jの一部改正についてメ平成23年 3月30日 目空航第14

21■))

データベースシステA」に登録し、(社)全日本航空事業連`
会等の目係者に対し轟知するなれ て目知柿 た`

・運餞管理補助者の配置方法が明確化されたことにより、1
二準に基づき、1社力12空港において運航管理補助者者配
置しないこととして航空ヨ議事業の許可を取得した。

◎

テの範囲拡大等、制度整

薔の実施

嗜日会社守による案文開示の範日“大尋について、平H22年 度中を目違に、必要
コ法“面の対応も含めて検討し、その検討綺暴害踏まえて、平成23年度以降、あ晏
=制度整嬌を実鮨する。

子曖2年 瞑篠討・編ロ
甲虞"年 度以降措置

巳日 庁

L自昌取引法等の一部を改正する法律Jが平成23年5月17日成立、5月25日公布.
「威鋼暉 4月 1日(予定)の施行のための口饉政府令案についてバプリツクコメント中.

◎

・ヽリースの活用の解禁
眼行本体でフア什 ンス・リース栞務の取猥い締 ことについては、主要行・地饉の
多くて厳にフ“けンス・リース子会社を保有していることから現時点でどの程度の
■―ズがあるか盤 露しつつ、銀行法の他彙禁上の菫口や当餃業務を目めた場合
の銀行による優建的地位濫用の防止のあ甍性●も踵まえながら、平成2年 =中
に、法改正を含めため要な法“面での対応について検討し.その検討鱚員留賢け
て、平成23年度以降、必要な劇度整■を実施する.

平成23年度以降構置
[融 庁

L融自昌取引法等の一|「を改正する法律Jが平成23年5月1フ日成立.5月25日公布.
「威24卑4月1日施行予定.

◎

は等の業務範囲規鋼のあり方について、法改正を含めため晏な法劇面での対応も

罪せて平成2年 度に検討し、平成23年度以降に結綸を得て必要な倒農整●を実施
夕る.

「咸22年度検討
「成四年度以降鎗“・精
E

「曖23年6月 20日より、金融=籠 会I保険会社のグループ軽=に 目する理日の在り方ワーキン
ア・グルーカ において■綸を行い、平成"年 12月2日にワーキング・グル

ープ報告書を取りまと

0たところ。今後、颯告書の内客に沿つて、あ要な倒度整僣柿 予定。
く見直し内暮>

E収 した外目保険会社の子会社のうち、既に保有が麗められている子会社対象会社以外の会
土についても、原用として

一定期間、子会社栞務範囲観劇の適用を除外する。 ◎

つ賞収専柿 場合に陣目
ヒなる規劇の見直しの検劇

『険会社における責産運
日比率規鋼の機廃の検討 . てヽ、平成″年度に法改正を含めた必要な法"面 での対応も併せて検討し、その検

け結果を受けて、平成23年度以降必要な鋼度整●を実施する。
「成"年 度以降精E

會田賃不市場凛ひ菫■饉票の藩置1じりのためのアクシエ′フア列 (平凛22年12月)にISいて、

電産運用比率規‖(保有する資産の種類ごとに籠費産霞に一定の比率薇 じた韻を上限とする

●鋼月評 月睦3年度中を目逮に檄鹿する方針を公表しており、年度内を目途に口係内閣府令の

ま正を行う予定。
○

賢運用業の観“鑑和

/El投資家額 客とする段責運用栞の登録甍件等の規"の あり方について、平成2

軍度を目違に、法改正を含めた必要な対応を検討し、その検討結果留受けて、平成
Ю年度以降、必要な制度整■を実施する。

「咸2年 晨a討 ・●コ
「咸23年度以降措■

腱口庁

出商品取引法等の一部を改正する法律Jが平成23年5月 17日成立・同月25日公布。

当跛法改正に伴い、金融商品取引法=行 令(昭和四十年九月二十日政令第二百二十一号)、
2融商品取引彙■に目する内閣府令(平成十九年八月六日内目府令露五十二号)等の口係政
庁令(案)について、パブリツクコメント」菫施(平成郎年11月4日～12月5日)。
「威四年4月1日t行 予定. ◎

※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題Jの内容は、原則として平成23年11月30日時点のものであり、
その後、取組が進捗しているものもある。 35
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規制・制度改革に係る方針(平成23年4月8日 間議決定)における決定内容
所管省庁 実施状況

進んだ取組・

残された課題
評価

[日 規制・制度改革事項 規制・●4慶改菫の橿要 実施時期

ライフイノベーション分野

①

8環 轟人の日=薫 理・言研におけ0
ほ規制の見直し D医療法人と他の法人の役‖員を兼務して問題ないと考えられる範囲の明確

しを図る。

「属23年鷹措置

申審■会医療部会において巨論を行つており、平成23年 度中に措置する予定。

0

こついて検討する。 摩審臓会医療部会において議綸を行つており、平成23年 度中に結論を得る予定。
O

や、医療法人が合併する場合の手続の迅速化について検討する。 命 夕る場合の手続の迅速化については、社会保障害鵬会医療部会において議綸を行つており、平
■23年度中に結論を得る予定。

O

②

平曖23年 度指置

撃生労慟雀 L礎医学研究者を含む医師不足や養成敗の地域■在と
つヽた現状認識を踏まえ、医学部やメディカルスクールの新
腱も含め検討し、とりまとめた論点整理について、国民の菫
L募集を実施。
E療提供体IIの見Eしの議綸等の社会保障改革の動向を
目まえて検肘を進めていく必要がある。

O

た、医学部やメディカルスクールの新設も含め検討し、中長期的な医師養成の
計画を策定する。

基礎医学研究者を含む医師不足や養威数の地燿僣在といった現状認識を踏まえ、医学部やメ

ディカルスクールの新設も含め検討し、とりまとめた腱点整理について、国民の意見募集を実
籠.
医療提供体劇の見直しの臓論等の社会保障改革の動向を踏まえて検討を進めていく必要があ
る。

(厚生労働省)
基礎医学研究者を含む医師不足や養威数の地城偏在といつた現状認性を踏まえ、医学部やメ
ディカルスクールの新設も含め検討し、とりまとめた綸点整理について、国民の意見募集を実
施.
医療提供体制の見直しの議論等の社会保障改革の動向を踏まえて検討を進めている。

③

E猥 行 らの無過失翻願覇鷹の導入

る社会全体が薄く広く負担をするため、保険診療全般を対彙とする無過失補償
制度の課題等を整理し、検討を開始する。

自 去務省 平成23年 8月 に『医療の質の向上に資する無過失補償制度等のあり方に目する検討会Jを立ち
上げ、検討を開始した。

(法務省)

厚生労働雀において行われている上記検討会に'加 している。

◎

する。
「属23年度検討開
台

:法務省 )

口上

◎

④

こ向けた制度の整備
F少 疾病用医療瞑議については、患者のベネフィットとリスクのパランスを動案
、́申請から承認までの期間のうち行政側として審査に要する期間を1年以内と
タベく、国内外の安全性データと有効性データ(非臨床、臨床、文献)を薔に承
2審 査を行うことについて検肘する。

成24年度措置
事生労働雀

て、日内外の情報を収集しつつ、平成24年度に構置することを目幅に、現在検討しているところ
である。

0

⑤

■認中綺不要範目の拡大 , てヽ、一部変更承認を不要とし、軽微変更届の提出にて手織が完縮する、着し
ては届出が不要となる範囲の更なる明確化を検討することにより、実質的な範
囲の拡大を目る。あわせて、経徹変更届による変更の適正な実行を担保すると
ヒもに、類似品日で共通の費更がある場合の合理的な運用について検討する。

n

旱生"● 雀

彙崚尋業界からの意見聴取を実施しているところ。その饉果を踏まえ、当歓範囲のあり方につι
C検討し、糖綸を得る予定。

O

⑥

医療凛書における呂 日ことのOMS□

E制 度の見 Eし nMS調 査の中で、日査手法や提出資料の見直し及び、PMDA、 都道府県、豊
量認証機関といつた複数の口査機関の調査結果の相互活用など調査の改善を
日る。

平願23年 度措置 手生労●■ 平鷹22年10月1日に、企栞の負担軽凛を考慮して、OMS口 萱の改書を検討するために、医療
1薔の業界団体との間でWGを 設置した。
その検討結果を踏まえ、品日ごとのOMS口 査の改善、調査権者間の調査結果の相互活用等、
にり適切なOMS日 査が行えるように、平成23年4月 1日付及び平成23年5月 30日付で通知等を
暗出し、運用の改善を図つたところ。

OMS■ 食口腱については、厚二科宇番目奮■黒出●ロ
E改正検討部会において検討をいただき、平成24年1月24
ヨに同検討部会の報告書(「薬事法等制度改正についての
:りまとめJ)が公表されたところ。 ◎

⑦

E薬 品・医療凛書におけるイノベー

ンョンの適切な岬価の実施

多療報酬点取や保瞑医療材料の債通価格については、平屁24年魔のF療 薇
‖改定においても、関係学会の要望や、業界との対話、価格調査等を踏まえ、
引き続き細分化や機能区分の題正化について検討を行う。

平属23年度検討.覇

自
=生労慟省 R曖 疇漱覆料の頂葛口薇の仕 り万についζ、十属 ZOキ 9月 2U日 の甲矢孤雷保陳 ■嶽疇罐颯

果険 E凛 材料専門部会において、医薬品の償 還価格については、平成 23年 8月 24日 の中央

土会保険医療協臓会薬価専門都会において目係業界との意見交換を行つた。

書|1度のあり方について検討中。

O

40
※「実施状況J・「進んだ取組・残ざれた課題」の内容は、原則として平成20年 11月30日時点のものであり、その後、取組が進移しているものもある。



規鋼・“度改革に係る方針(平成23年4月 8日 日■決定)における決定内害
所口省庁 実施状況

遭んだ取組・

残された諫■
諄薔

規制・“度改革事項 規"・‖度改革の概甕 実施時期

③

E設 ・入所桑サービスの再■ lr■藤瞑■蜃りの聰菫・八盾暴フーEスと層モ飛フーにスの葎り万について、
介饉保険施設等の機能の現状と、「ケア付き住宅」の最近の動向を踏まえ、H
トロの例も含めて日査研究する。

開始

曝="口 奮 、

口土交通省 「成23年度老人保健健康増進等事葉を活用し、左配の内春について日童研究を行つているとこ
5。

◎

で、「ケア付き住宅Jをt常時ケアが提供される体鋼のもの、あるいは、24時間■
駐・見寺りのある体鋼のものと、そうでないものについて整理する。

子曖"年 度中籠置
1齢 者の居住の安定確保に目する法律等の一部を改正する法律 (平成23年法律第32■ )の施
子により、従来の高齢者専用賃費住宅“度事を廃止し、少なくとも日中は臓員の常駐により、ま
=、職員が常駐しない時間僣は緊急時通颯システムにより状況把燿サービス及び生活相談サー

rスを提供する「サービス付き高齢者向け住宅倒度JをJ設 。(平成23年4月20日公布、同年10

120日 施行)
◎

⑨

ナービスの運営 サービスや居宅介醸サービスに附帯して、単体では人員基準を満たきない場合
でも、介護保険サービスとして提供可能とすることについて検討し、緒腱を得
る。

吉腱 申(法律第フ2号)により、小規模多崚籠型居宅介瞳と肪固看Eな ど複数の居宅サービスや地増
B着型サービスを組み合わせて提供する複合型サービスを創設したところ。(平成24年4月 1日
[行 )
=合聖サービスの具体的な人員配量基準、報酬については、現在、平成24年度介護報酬改定
こ向けて検討しているところ。

O

き来 (燎務)や、施設・設備の兼用などを、適正な範囲でその他のサービスに拡
大することについて検討し、結綸を得る。

吉綸

〇

⑩

野 ての被保険者に対して開放されている等必要な要件を満たす場合には、保険
医療機日として指定を行うことが可能であるとの解釈の周知徹底を回る。

撃生労働省
:整羅 霰喬堪尾Z暑昌蒜編『お1島編 r尭¬見扇翼置

雷ほ昧瞑医療薔日として

0

⑩

目 て利用するなど、適切な目的で介腱保険サービス指定事業所を活用することは
可能であることを目知徹底する。

「匡 23年臓甲爾菫 旱="● 省

O

⑫

Fl用者負担の見直し

0

鷹の取扱いなど限度饉については、利用者間の公平や財源を配意しつつ、社
自保障害議会介護綸付費分科会における次期介霞報酬改定の検討過程で検
付し、結論を得る。

吉論、結論を得次第
昔置

=の特別管理加算及び緊急時訪間看腱加算を区分支綸限度基準観の算定対象から除外する
LEし を行うとの審議報告が12月7日にとりまとめられた。
■t、平成24年度介護報酬改定に向けて当腋審臓報告に基づいた具体的な改定案について検
け中。

⑬

介饉サービ

置し
見 r■ フーEス l■e公 表口瞑そ兒日し、日量Ol●猜何17そ轟工丁うなと、予挿C

層議を回り、手数料によらずに題曽できる新しい情報公表の仕組みを構築す
5。

=め の介腋保険法等の一部を改正する法律」が平成23年 通常国会において可決成立し、平成
24年 4月 1日に施行される。

0

①

"間介口など層零サービスにおける
E富基準等の解釈の日準化

0

旨実施した。また、平成24年 度介題報■改定に向けて、解釈通知の改正を予定している。

⑩

暉著者目立反録法の移動=薇 亭栞
〔地域生活支援事業)を居宅介饉事環
ξが行う際の人員要件の見直し

典責任者が居宅介霞等のサービス提供時間内に移動支援事業に従事すること
し可能とする方向で検討し、結綸を得る。

闇n、結腱を得次第
書置

ナービス提供責任者の配置義率の見直し検討を行っているところであり、当餞検討と既定事項
ピある居宅介薔事葉所のサービス提供責任者の移動支援の時間内従事は密接不可分の関係
こあることから、検討チームにおける検討と並行して検討・結瞼、縮綸得次第措置することとして
るヽ。 O

※「実施状況J・「進んだ取組・残された課■」の内客は、原則として平成23年 11月30日時点のものであり、その後、取組が進渉しているものもある。
   41



規制・制度改革に係る方針(平成23年4月8日 目議決定)における決定内害
所管省庁 実施状況

進んだ取組・

残された課題
諄価

規制・制度改革事項 規倒・倒度改革の概要 実施時期

⑩

中な■き方の支援策の強化 童について検討し、結腱を得る。 「威24年度中を目1
こ備綸

け働雀 「威23年 0月に障害者基本法を改正し、それに基づく障害者基本計画を平成24年 中目途で策
ヒ予定。その計国中に、労員及び雇用の分野における施策の基本的方向を記述するとともに、
当麟基本計日に基づき、障害者政策委員会が施策の実施状況を監視していく予定。

厚生労働省)

0

寸して障害特性に応じたきめ細かな就労支援を行うため、ハローワークを中心に「チーム支援J
,実施や、「障害者就業・生活支援センターJの拡充などに取り組んでいる。
にた、在宅就桑する障害者を支援するため、平成23年 度は、事業主及び地方自治体に対する

F算案に、在宅就棠障害者に対する受注拡大等に資する取組や職業隣習等を積極的に実施す
5団体等の活動を支援するため、その費用に対する助威を盛り込んでいる。

障害者の職集能力開発の促進を回るため、個々の障害者の特性にきめ細やかに対応しつつ、

;た多様な委託翻線を実施している。

⑪

配0こ ともこ

え等

番目治体における,観 児童“渭に同けた取18が更に進むよう、安0こ ども基g
D助威対象、事業内害、補助基準等の在り方について、保育サービスの■の
確保に留意しつつ検討し、結綸を得る。

嗜綸 =おいても、保冑所緊急整備等の補助率の言上げ要件の組和や土地借料補助等の事業につし
【も新たに実施することとした。
また、平成23年 度予算において必要な予算を確保し、子育て支援交付金において児童福祉‖
,最低薔率を満たした認可外保育施設の運営費補助など新たな取組を行つた。
これらの事業を着案に実施することにより、特糧児童の解消を回るための「子ども・子育てピ
'ョンJの目標の達成に努める。                _

◎

⑩

た́放課後児童クラプの促遣について、平成23年度より実施する。
「駆23年 匡措置 ユ生労働省

Sいて、開籠時間の工長にかかる国庫補助の充実を図つた。平成24年度予算案においても、引
:犠き計上.
●18時を超えて開設する放課後児童クラプの割合が増加【519"(平 成22年)-554(平 成23
「)】

◎

⑩

計力規定を柔軟に見Eすことを検討し、結論を得る。 冶、できるだけ早期
t縮 腱

彙存不■轟駆暴口の増棄号の円滑1じに回けた薔通園保理定の6理 |ヒ琴について、平曖“年5
1:日に建築基準法施行令の一部を改正する政令 (平成23年政令第46号)及び関連の告示(※)
:施行し、構造耐力上の安全力く確かめられれば鉄筋コンクリート造等の柱の小径基準等の仕様
見定を適用しないこととしたところ。

K鉄 筋コンクリート造の柱に取り付けるはりの構造耐力上の安全性を確かめるための構造計算
D基準を定める件(平成23年目土交通省告示第432号 )、鉄筋コンクリート造の柱の構造耐力上
D安全性を確かめるための構造計算の基準を定める件 (平成23年目土交通省告示第433号)

◎

農林・地域活性化分野

①

′ネットの輸入禁上の解除

三υロロからの年、手、ヤ千田ネのレンネツトの■人禁上について、解際に同け
貪討し緒nを 得る。

甲鷹23年度中薇計・

店綸 り入禁上の解除の方針について、案事・食品衛生審腱会食品籠生分科会伝達性海絡状日症対
魔部会で専門家から意見を聴き、EU内 での規倒の状況等について追加口査が必要との指摘を
■けたので、今後遠やかに調査を行つた上で、再度検討を行う。

0

②

=働中の=栞 這産の世界菫産へのヨ
量

F口 中の産栞還産の世界遺産豊韓に関して、関係府省会■や有口者会躍の
資Eを含め、日係府雀が一体となって検討を行うとともに、関係府省は、現行C
文化財保Ett14づ く保全方策以外の方策について速やかに検討を開始し、
できる限り早期に結綸を得る。

けを開始し、平成23
甲度中できる限り早
明に結論

部科学省、経
済産業省、日
土交通省

「成20年3月7日 、内目官房に「産業遺産の世界遺産登録等に係る関係省庁遭格会議」を設置 文化財保腋法の保全方策以外の方策の在り方について、
苺外専門まの意見を踏まえ、内目官房が具体的提案を行
′ヽ、関係省庁と協臓の上、年度内の取りまとめに向け調整
を進める。

O

)月15日に同連絡会饉幹事会を開催し、九州・山口の地元地方公共団体等からのヒアリングを
,つた。また11月に内閣官房では関連する国際会臓(:COMOS総 会)が開催されたパリに職員
レ派遣し、産業遺産に詳しい外国人専門家から保饉管理の在り方等について意見聴取を行つ
=。今後、関係省庁や関係自治体との協‖を踏まえつつ、平成23年度中の結館を目指す。
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※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内害は、原則として平成23年11月30日時点のものであり、その後、取組が進抄しているものもある。



規制・劇魔改革に係る方針(平成23年4月8日目■決定)における決定内容
所管省庁 実施状況

遭んだ取組・

残された諄■
諄“

規劇・鋼度改革事項 規制・倒農改革の概要 実施時期

③

E築 基準法の燿和 “ 活性化を目る観点から、■集二革法■22nに薔づき特定行政けが指定す
5区城肉の■筆犠のE根の構遺及び区城の指定の在り方等について検討し■
睦 "た上で、地方公共団体に技術的助言(ガイドライン)を発出する。

●・■ほ =事について検討をしているところ。

O

④

する仕組みの整備等 必要な情薔準との目係を定めた口土交通省「河川景観の形成と保全の考え方J
(平成:8年10月)及び「中小河"‖こ目する河遭計日の技術基準」(平E22年 8
月)に沿つて良好な河川景観の整備が進むよう、これらの周知徴慮を回るととも
に、河川空間の景観や利用快適度を諄質し、口岸、人遭橋等の施段の整備・管
理にフィードバックする仕組みを検討する。

E林水産省 旦当者会臓等において、口土交通省r河川景観の形成と保全の考え方J(平成18年10月)及び
中小河川に関する河道計日の技術基準J(平成22年8月)の日知●Eを 回るとともに、河川空
日の景観や利用快菫度の評価手法について検討を進めているところ。

0

Fたあ膠景観に口しても、[澤膠景観形ロカ イトライン」に暴つ

ラわれるよう、併せて日知徹底を目る。

0

: 月掲0 。 屁形成ガイドラインJに出づく取組が■切に行われるよう、さ
らなる目知に努めることとしている。

⑤

Eし―旅行業法 第3種 旅行業者の

自用除外導―
D条件の下に、旅行業法 第3種旅行業者の適用除外や第41と して新たなカ
テゴリーを目設するなど、消費者保饉の観点も踏まえつつ、地域のリソースを償
. やヽすくする方策について、検討し、縮腱を得る。

自

日土交通 省

軍度中には結口を得ることとしている。

O

⑥

障とした洒類のほ売を行う事業者について、酒類やその営業方法等、一定の条
牛を満たす場合には卸売業免許取得に係る年間販売基準数量の弾力的な=
君を行うことを検討し、結綸を得る。

晨売基準致量については、洒期彙界の現状を踏まえた上で、酒税の保全に与える影響等に留
Eしつつ、弾力化する方向で検討を行つているところであり、平成23年度中に精綸を得る。

O

0(免 許枠の拡大、新たな免許区分の設定等)し.人的要件、場所的要件、経
彗基礎要件の具備が確認され、酒税の保全上、問題力'ないと認められる場合
こは、免許の付与について弾力的運用を講じることを検討し、結綸を得る。

中厩 23年 l■豪 耐 ・輌

n
口用卸舞栞免研については、新規,人 に関するニースや洒祝の保全に与える影響琴をIE燿す
るため、事桑者や団体からのヒアリング等を実施中であり、その結果を踏まえつつ、需給口整晏
中については、免許枠の拡大や新たな免許区分の設定を念頭に、平成23年度中に倍鯰を得る
C`討 を行つているところ。

O,を目ることを検討し、結綸を得る。 けを行つているところであり、平成"年度中に縮綸を得る。

⑦

亘躍使用酪可薔の弾力開遍用及び呼
購手続の簡素化 自 雪察庁 t蟹3堂讐お11感1腑努評留臓認il17離風準操軍た亀誌希農晴

手続き?簡素

1警察庁)
鵬 において各種イベント等を実施する際の道路使用許可の手機について、「イベント等に伴う
薔路使用許可の遍正な取扱しヽこついてJ(平成23年4月20日付け警察庁T規 発第75号)を発出
、́これまで発出した通遭等の周知を目ると もに、1イベント等に伴う道路使用許可に係る申麟
F餞の簡素化及び―目の弾力化についてJ(平成23年7月4日付け警察庁T規 発第102号)を発
出し、中請手続の簡素化及び―層の弾力化を目るための措置を鵬じた。

O

※「実施状況J・「進んだ取組・残された課題」の内害は、原則として平成23年11月30日時点のものであり、その後、取組が進捗しているものもある。
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規||・制度改革に係る方針(平成四年4月8日 閣饉決定)における決定内容
所管省庁 実施状況 進んだ取組・

残された課■
評価

規"・制度改革事項 規■・制度改革の概要 実施時期

③

の組和 等に応した許可の範囲について検討し、技術的助言 (ガイドライン)を発出する。 B・相E じ務省.警察
宇

R諸露策硯l麟聾斯職議李駆編踏洲翼招霧難ち1宅

l臨 石基事賞写Tξ鱗藤用IS颯語計上踊劉鼎 」電T庁
として

1警察庁)

脚聯
0

⑨

田嬌口[-0い :ヽ3.肛平、種=百 り輌師1し、曖椰薔理りにより盾爾を願三者に

評若業者も定款
者皆番目饗憾讐ビ督事滑風留習詮品2轟詔諄警暮言屋鴇

「屁23年鷹 lEE

:3暫籠期柵 霜熙1額躍器写1開黎島I写鶏き鰹∬

=奪冒騨悟舌畠3製著置1薔覇没警薔脚 捏̀見]罵fi幌綱留お籠1

では2.354組合あるため(平成22年 3月 31日 現在)、今後も
;|き続き説明会やホームベージ、広報誌等で日知を行つて
くヽこととする。

◎

⑩

PO中 爾瑠清Elじ●不計日におけ●

十日期間の最和 會

内目府

藍 繭 吻 鸞 普こま
署櫛 F端 器 柵 機

i超彗Fを ヨ籠ヒE「
たな計画のB定 を受ける場合の日=

◎

⑪

, てヽ

;鍔酬舗聰翻鵬懃画轟
ヨエ 変 週 薔 ていうところ。

0

⑫

聰た 日回 の 綸 口 (2tlt以上 ,の 硬 葦 凛

び設僣の設置要件の緩和
μ `エ リ壼■耐マ■形賛 :―おい C、“ f聘 畢か十不い事に限雇 れる●言
=は 、船舶の安全性への影口を考慮しつつ、検査及び設備の設置要件の緩和
こついて、検討し、縮腱を得る。

甲属23年度薇酎 ・輌

n
目土交通省

E「

の↑異首ア~夕 寺そ解硫し、安 =置 を確保しつつ、積和可屁な情置を年度内に特定する予

O

⑬

日出範囲の拡大
十水区項内を籠行す0通 翼鵬や屋形丹に際る「.踏甲爾において、一定区壌内
=おける航路贅更に柔軟に対応できるゾーン●理の仕組みを取り入れるなど、
離力的運用の在り方について、検討する。

崎

ロエ更腱省

本的審査方法等につき、検討中。 il哺:舗E愧 ]璽増i
けの必要あり。通覧船亭業者等田係者との日整が必要。

◎

44
※「実施状況J。「進んだ取組・残された課■Jの内容は、原則として平成23年 11月30日時点のものであり、その後、取組が進拶しているものもある。



燿日・“慶改革に係る方針(平成23年4月 8日 目■決定)における決定内審
断雷省庁 実施状況

違んだ取組・

残された課■
諄薔

担日 o日磨餞菫 =■ 規制・“度改革の概要 実鐘時期

⑭

口達の多様化 コミエ ティを支える中小企業の資金田達の多様化を目ることにも責するよう株
虔会社等として社債を発行する場合の金融商品取引法上の位置付けについて
月確化を回吹 周知する。

′サイH=公 表し、明確化する予定。

O

⑮

尋る特定工場の立地段階に必要とな
6手崚の迅速化

樹置を実施するよう地方公共団体に日知するとともに、事業者との相談体制の
目●や椰道府県での審査事例の収無・展開など、地方公共団体が迅速な対応
ξ行えるよう必要な方策を講じる。

暉現省
こ当たって地方公共団体から用会が多い事例や、地方公共団体における審査期間短縮に資す
5取組等の収集・整理を実施しているところ。とりまとめた事例集等を地方公共団体へ情報提供
「ると共に、これを参考として審査期間の短縮を目るよう通知事により平成24年3月頃周知する
F定。                       ‐

0

⑮

工場の建て口え時に必晏となる線地
面積率規定の在り方 国となりうる、飛び鎌地や里面縁地及び■上練地に対する面積算入範囲の拡

大、縁化のための植競規定の見直し、地方自沿体に「地城率口Jを積極的に活
用させる方策等、縁地面積率規定の在り方について検討し、糖綸を得る。

含

◎

⑫

U瞑のコンピナートにおいて口栞を運
0る上で障害となる規制の見直し t防止を回るとともに安全かつ適切な消防活動ができるように空地を設けて設

Eする必要があるが、配管経路や配管の構造によっては、省エネ効果の低減
,.課題が生じる場合もあると考えられる。事業所間を検続する配管のうち、当
虫事業所内の部分については、事業所ごとの奥饉に合わせて、万―の事故時
こ砥焼防止に有効でありかつ消防活動が安全かつヨ切に実施できる措置がと
,れていることについて事業所が検証し市町村長等が適切であると確認した場
)には、必要な空地を滅ずることができる(空地を不要とすることを含む。)旨を
E知により明らかにするとともに、その具体的な方策について例示する。

平成23年度措置
つヽ消防活動が安全かつ適切に実施できる措置がとられていることについて事業所が検証し市
"村長等が遭切であると確認した場合には、必要な空地を減ずることができる旨を年内に通知
「る予定。また、この際に空地を滅ずることができる具体的な方策として、水密構造で両端を開
Eした防霞構造物、危険物の読出拡散を防止することができる防火上有効な塀等の工作物を周
目の状況に応じて保安上有効に設置した場合を例示する予定。

◎

⑩

' P P / P F l口 臓 の 積 碑 口 な お 用

D SPCの株式の腱濃
子厩22年匡積耐・平
■23年度縮綸

弓閣府 :PCの株式の暉=に ついては、平威22年 度に晏“日=に より関係者からのヒアリング等を実凛
、́平成23年 度は改正PFI法との整合を目りつつ、検討を行つているところ。 女正等に反映する。

○

平肛23年匡情菫 「177回通常国会において、公共施設琴運営組の導入、公務J
事を盛り込んだPFI法改正法が成立し、6月 1日に公布された。

●平 6月 1日 にPΠ 洒瞑正漱か公荀された (11月30日薦

,)。
◎

ツ公翔員の民間へのul回の円お1じ ■駆231F腱硝ロ

◎

⑬

Eり方について、検討する。
●猾省 「匡23年9月 1日よりI中国人訪日観光じサJについて,さらなる組和を案施した。今回の種和

c.これまでの発給要件の「一定の職業上の地位及び経済力を有する者Jから,「一定の職業上
D地位Jを除き,「一定の経済力を有する者」とし,滞在期間はこれまでの15日のみであつたが、
ま行日程に応じて15日もしくは30日とした。当餞組和情量は,平成22年7月から平成23年6月ま
Cの施行期間レビューを踏まえて決定したものである。
また.平成23年7月には沖縄を訪日する中口人観光客に対する破次査証の発綸が開始され
=。本件査証は沖縄を訪問する中目人観光客及びその家族を対象に発給され,有効期間は3年
目であり,一度の渡航で最大90日間日本に滞在することができる。発綸開始から平成23年11
1末日までに7203件 発綸されている。

甲曰 ^輌 日爾元 Eフ Jに対す0崚 和造 lEl`また楽距からそ

まど期間が軽過していないことから,今 後状況を注視しつ

つ,必 要な見直しを行う。

また。沖縄を訪日する中国人観光客に対する数次査証に
ついても,発綸開始から一年間の運用状況のレピューを行
, .ヽ必要な見直しを行っていく。

◎

⑪

口隠線の 入口時の税口薇葦の画素 it へ国時の一連の税関検査に関して、甲爾書提出の有無や旅券提示の有無を■
ら、諸外国の対応状況を目査した上で、改めて、当腋税関検査の合理性につし
C検証し、結果を公表する。

子曖23年度措置
,つ、検証を進めている。

0

※嗅 施状況}唯 んだ喘 ・残された課題」̈ 害は、FlllとしtE「咸“鋼 1月∞日時点のものであり、その後、聴 雌 炒しているものもある。
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規鋼・‖度改革に係る方針(平成20年4月8日 閣臓決定)における決定内害
所管省庁 実施状況

進んだ取組・

残された課題
諄■

:ア ジア経済戦略、金融等分野

4-1人 材分野

①

‖度の改善 目るため、平成23年 9月 16日 に「外国人学校の各種学校設置・率学校法人設立の認可等に目
「る■査研究委員会Jを設置し.各種学校の設置認可・準学校法人の設立露可等に関する実態
=課題等に係る調査を行つたところであり、委員会における検討を踏まえ、インターナショナルス
フールの各種学校設置認可の弾力的な扱いを促進するため、平成23年度中に都道府県に対し
C通知する等、措置を鵬じる。

○

②

「鷹外国人材が両理を薔同させること
ができる●l度の整備 人あるいは配儡者の両親を含め、帯同させることができるようにすることについ

て検討し、精綸を得る。

「成23年度検討・編
含 労働省 ドイント例を通じた高度人材に対する出入口管理上の優遇制度の検討の中で経産省.厚 労省

中と検討を行い,平 成23年 12月28日に検討結果を公表したところ。(報通発表資料 :

¨ //― JnOJ 80昴/nyuuk― nMOuh山 /nvuukokubnn06 0m2011m0

1厚生労‖省)

1在 、法務省を中心に、ポイント劇を通じた高度人材に対する出入口管理上の優遇制度の中で

貪肘中。

Cきるだけ早期に本劇度を開始できるよう.近 日中に法務
薔告示案に目するパブリック・コメントを実施し.その後所要
D手 続を経て公布する予定。

◎

③

恥 大字新卒香への在日貴騒認割
月書交付手続の迅速化

1外の大手を卒栞丁●外国人事二についても、卒栞見込証明喜の■日で、在
日責格認定IL明書の交付審査を開始し、その他の要件が満たされていれば、
卜彙証明書の提出をもって在留責格認定証明書を発行することについて検討
、́舶論を得る。

3

0

④

バツケージ型インフラの海外展開」に

け応した、在留資格「研修Jの見直し
ツヽターシ菫インフラの海外展開のために、現地のバートす―食栞から人材を
1け入れる企業により行われる研修が適正かつ円滑に実施できるよう関係省
デ間で協餞の上、「非実務研修Jの範囲を具体的に例示し、公表する。

子属20年度薔置 曖務“、厚=
労働省

1法務省)
資討中

1厚生労働省)

風在、法務省を中心に検討中。
O

⑤

0した外国人が就労可能となる制度
D整働

人材の■点的な雇用創出分野と位置付けられていることも踏まえながら、EPA
こ基づく介饉福祉士候補者以外の外国人が、我が日の大学等を卒業する事に
より、我が日の介饉福祉士責格を取得した場合、介■福社士として我が日で就
労できるように在日資格を新たに創設することについてその可否を含め検討す
る。

曖獨省、厚生

労働省 :PAに基づくインドネシア人及びフィリピン人看霞師・介E福 祉士候補者の滞在期間壼長につい

電 細 紺 婚群 鯛 脇 と課 下期 喜う爛 響 雅 社]禦 構 Б

[在 期間の工長についてJ)により,平成20年及び平成21年に入日した候補者について,外交的
巳慮の観点から,特 例的に再度の受験機会を得させるものとして.一定の条件の下 滞在期間
D猛 長を1年 に限り,認めることが決定されたところである。

1厚生労慟省)

部 意 務 こ騰 織 開 μ 県 鋭 轟 L窪 灘 黒 議 轟 鼈 難

｀

「経済運携協定 (EPA)に 基づくインドネシア人及びフィリピン人看饉師・介臓福祉士候補者の

略在期間の■長についてJ)により、平成20年及び平成21年に入口した候補者について、外交的
日慮の観点から、特例的に再度の受験機会を得させるものとして、一定の条件の下、滞在期間
,■ 長を1年 に限り、認めることが決定されたところ。
,E分 野における外口人の受入れについては,EPAで 受入れた外口人介腱福祉士の就労状瀬
p.こ の分野が目内人材の重点的な雇用創出分野と位置付けられていることも踏まえながら,
腱が日の大学等を卒業し,介讀福祉士等の一定の日凛資格を取得した外国人の受入れの可否
こついて選次検討する。

介菫分野における外国人の受入れについては.EPAで 受
入れた外国人介菫福社士の就労状況や,この分野が国内
人材の重点的な雇用J出 分野と位置付けられていることも
踏まえながら,我が日の大学等を卒業し,介 霞福祉士事の
一定の口家資格を取得した外口人の受入れの可否につい
て逐次検討する。

0

⑥

ヒ 員に就任しようとする場合、当敵外国人全員に在日責格r投資・経営」が付与で
きるような案件を具体的に例示し、公表する。

「屁23年度情置

"口 省 貪討中

1厚生労働省)
'在、法務省を中心11検討中。

O

⑦

EEの発綸要件の見菫し琴
贈綸に要する期間の適正化及び相談窓口対応の向上など、査証発綸を円滑化

夕ることについて検討し、結綸を得る。

「属23年度検討・縮
會

■務省
|に訪日観光客数の多い中目においては,例 えば,在 中口大使館では中口人団体査証の標準
L理 日数を5日から3日に短縮するなど,申請から査旺発綸までの期間短縮を実施している。

引き積言任外公“と離薔Iこ口凛こ変薇し,量趾元市栞積の
一層の効率化に努める。

◎
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※「実施状況J・r進んだ取組・残された課題Jの内容は、原則として平成23年 11月30日時点のものであり、その後、取組が進拶しているものもある。



規制・"農 改革に係る方針(平成“年4月 8日 目E決 定)における決定内害
所管省庁 実施状況

進んだ取組・

残された課題
評薔

4-2物 流 ・運輸分野

①

魔の改善 り誠に資することから、普及に向け、輸出入時の免税手崚についてより簡素化
讐せる。具体的には、全ての種類に対してリターナブルバレットを一相にまとめ
C中告する方法、提出書類の簡素化、提出書類の■複を防ぐための税口同士
D情報の共有化と連携強化等につき、日遭事拿者の意見を贈まえ、検討し、結
3を得る。

中に お 年 腱 口 酎 ・輌

3 らゝの意見も踏まえつつ、平成23年度中に検討の饉果、●nを 得る。

O

②

1正 な租税債権確保の観点も路まえつつ、検討し糖nを 得る。 冷

け務省

:覇装蜘 鷲露聖甥7軍認:軍=事選鶴潔潮鶴
5。 0

日のAEO事 業者について経和されるよう、関係省庁間で遭宣連携し、交渉を■
■する。

饉次 楽 穏

彙雀、外務 巨が日のAEO事 業者に対するアメリカ、EU等 の各セキュリティ対策(24時間ルール、10●2ル ー

レ等)の適用経和については、日米経済■和対話などの2日間協量の機会を利用して協臓を
,つている。 O

ド異なることにより利用者の利便性が損なわれることがないよう.よリー層周知
菫底する。

け覇省 『萱・硼定こ率及び運用の標準化・籠一化・通明1じについては、平成23年9月に認定事栞者冒
里官会議、同年11月に各税関のAEO担当者を対彙に専門研修を開催し、続―的な対応が確保
ざれるよう、周知徹底を実施済み。

◎

③

ハの緩和 に係る保税搬入原則の見直し後において、輸出申告後に船積港が変更された

場合に、許可を受けている区城内と許可を受けていない区城内の手続につい

て、「同一人から依頼を受けた通目桑務その他税闘官暑に対する手繊で相互に

関ヨするもの(通口業法第9条 ただし書)Jとして認める範囲の拡大や、通園葉
者が新たな区域に進出しようとする場合の手機の受なる簡素化等)につき検討
し、結nを 得る。

F成 23年 度検 Ef・箱 オ務省
ヒめの施策(例えば、輸出申告後に船積港が■更された場合に、許可を受けている区lr内と許
可を受けていない区城内の手犠について、「同一人から依頼を受けた通目業務その他税□官署
こ対する手犠で相互に関連するもの (通園業法第9彙ただし書)Jとして認める範囲の拡大等)に
,いては、関連事業者からの意見も踏まえつつ、平成"年 度中に緒綸を得るべく検討中。

O

④

月|1度の利便性の向上 Pを除くアジア譜日向けの証明書発綸期間を、1泊2日以内に迅速化した。以後、その他の諸国
旬けにも順次拡大した結果、12月 1日以降は全てのEPA締 約日向け証明書の発綸期間を1泊
2日以内に迅速lLした。

◎

こよる「原産地証明書情報の電子的提供事業」の運用を進めるとともに、協定・

交渉相手口との交渉。調整状況を踏まえて、更なる電子化の方策について検討
夕る。あわせて、同様の利便性の向上を見込むことができる認定輸出者自己証
月“度の導入を拡大していく。

●定原産地証明書システムの利便性の向上のため、原産地肛明制度改革検討会における産コ
「等との臓腱も踏まえ、当面は平成22年度補正予■による「原産地証明書情報の電子的提供
「彙」を実施し、電子化に係る実EI事業を進める。また、認定輸出者自己証明制度については、
Rイスに続き、メキシヨ、ベルーとの協定において導入に合意したところであり、今後も導入拡大
こ向けて舅力していく。 ◎

ツ里前時の=“ "の 豪日の■喘そ日のうなこ.彙綺時の手猥につき、より買
量の少ない方法を検討し、所要の措置を購じる。

圧all、■票重即 l彙精時にl=菫環子項=昴 L明 薔の費出かめ晏たつたところ、十駆23年9月 1
ヨ以降は、登録企業の和文社名、代表者、住所に贅更がない場合は、現在事項全部E明 書(原
|)又は有価証券報告書(写し)でも可能とし、負担軽減を実現した。

◎

⑤

“フィートコンテナ運送に係る環境壺
勝 こ和措置につき、全国展開に向けて構造改革特別区城における安全面等の検

■を開始する。
始

口土交通省

にり通行する45フィートコンテナ用車両が平成23年 9月 5日 より奥走行を開始した。口土交通省
こおいては、当骸車両の通行の安全面等の検証を実施する。構造改革特別区域推進本部評
■・調査員員会においては、平成25年 度に特区における特例措置の在り方について評価する
,定。 O

※「実施状況J・『進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものであり、その後、取組力̀ 進渉しているものもある。
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規制・制度改革に係る方針(平成23年4月8日 間臓決定)における決定内容
所管省庁 実施状況

進んだ取組・

残された課題
岬価

短日・“産改菫事項 規‖・制度改革の概要 実施時期

⑥

売を簡素化する。 斃法基本通達等の一部改正についてJ(平成"年 6月30日財関第フ46号))を発出し、口内題送に
,いての手機の簡素化を構置済み。(平成23年7月1日実施)

D使 用に係る条件の廃上について検討している。

◎

卜を続―する等、国際■物と同じ手続で目内費物を運送することについて、違
去積載車両の指導取締り強化、車種や織路の限定方法等を含めて検討を行

平成"年 度検討開
冶

目土交通雀
壼るかを検討するため、大型車両の通行実態や道路構造への影響、違反状況など必要な口査
,析を開始。平成24年度中に検討の結首を得ることを目標とする。

O

⑦

K先覇匡の改車
‖度が円滑に機能するよう、引受事務要鋼の改善の順次実施等、市j8環境の
1備を回る。

ヨ土又通● ヨ●"ト フイ′ル●栞の瞑解 して、十H22年 9月示の手栞清 r薇 も、「定罹度の日ろ口の理

1が 実施されている。

舞た、当事者間のイニシアティプにより、指名刺の拡大・深度化を図る取り組みとして、平成23年
月から「指名‖運用協臓会Jが6回実施されている。

O

κ先人の養成について、買の高い新規参入者 (特に3級水先人の増加)を奨励
″、優秀な人材の安定的確保を回り、もって市場をより効果的に機能させるよ
'、0」Tの促進等を図る。

曖次 楽 距

た人豊鯨養咸施設にて多数の修葉生を養成中のため、今後も新規参入者の増加が見込まれて
,るヽ。
Fた、水先人の安定的確保の一環として、各水先人会に対し、新たに闘生した3級水先人への
)」Tを遭切に実施するよう指導・監督を行つている。 O

⑥

'奪保障■易暫理口度における嵌非

円定の事前相談‖度の利便性の向上
=非調足に日して、r栞 名公猥を彙件としない、インターネットリによる相腋及
メ跛非判定についての■籍を可能とするなど、効果的な事前相談の方法につ

てヽ検討し、結瞼を得た上で、所要の措置を講ずる。
台・禅遺

陛済産栞●

にうに関連通達の改正作業を実施中です。平成23年度中にバプリックコメントを終了し、4月に
女正通達を公布・施行する予定です。

O

⑨

ノ会社に対する貨物の輸出等に係る
杵可の手観の簡素化

D手続の簡素化を目るため、特定子会社包括許可綱度に日し、その要件 (子会
士の資本要件等)の見直しを含めた利便性の向上について検討し、結腱を得た
して、所要の措置を醸ずる。

n・措置
圧済産票“ 「疋十雷何ヨ薔貯円口瞑l‐つい■に、子栞百の利曖EH工 を日●ため、■不景汗のほ和●ぞ

内容とする目遭通達の改正作業を実施中です。平成23年 度中にパプリックコメントを終了し、4
月に改正通達を公布・施行する予定です。

O

⑩

n空交渉の多日間化 早期に百都田空港を言むオーフンスカイを実現し、口環航空ネットワークを拡メ
するため、東アジア・ASEANの 各国を最優先に、戦略的かつ積極的に二日間
交渉を推進する。また、こうした交渉を促遣する観点から、多日間の枠組みの見
用を検討する。

贅き実施 ケープンスカイを推進してきたところであり、今後、アジアの
コ・地域以外にもオープンスカイの対象を拡大して取り組む
ヒともに、オープンスカイを促進する観点から、多日間の枠
Eみが有効と認められる場合には、その活用を検討してい O

⑪

里澤理富の在り万の見日し 日か管理す0生 層仄 鳳□朦菫藩を暉く'について、瓢里糸・葬肌=糸 の経富―

本化と民営化等の具体的方策について、検討し早期に結綸を得る。
子属23坪 鷹早期に

自綸

ロェ交n省 口が暫理する=藩 は 阪口朦空港を除く27空藩)の理富のあり万について、■口者により構威
卜れたr空港運営のあり方に関する検討会Jの報告書が、平成23年7月29日に取りまとめられたと
:る。
本報告書においては、コンセッション(民間への運営委託)を主たる手法として想定し、空港経
彗改革を推進しており、所要の情置を定める法案を平成24年の通常日会に提出予定である。 ◎

曖田国際軍藩株式會社について、平成22年5月 に取りまとめられた日土交通■
成長戦略における「これまで完全民営化の方向性が臓槍されてきた、成田国際
空港株式会社の経営の在り方については、今後、首都■空港における容量拡
充の推移、全日の空港経営の在り方に目する臓腱も踏まえ、成田空港のアジフ
におけるハブ空港としての地位確立に向けて、民営化戦略、手目が検討される
べきであるJとの方針を踏まえ、今後、所要の検討を行う。

台。できる限り早期
=結論

D空港経営のあり方に関する臓綸の検討状況等を見極めつつ、手H等 について検討を進めて
るヽところ。

=椰日空層の害量孤充、特に成田国際空港の30万 回のコ
1に向けた具体的な取り組み、空港運営のあり方検討会に
Sいて示されたコンセッションについての制度の詳細及び目
2・伊丹の経営統合の状況等を踏まえて、できる限り早期:
古綸を得る。

O
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※r実施状況」・『進んだ取組・残された課題Jの内容は、原則として平成23年 11月30日時点のものであり、その後、取組が進渉しているものもある。



規制・劇度改革に係る方針(平成お年4月8日目饉決定)における決定内春
所管省庁 実施状況

遭んだ取組・

残された課■
諄価

菫“・“慶置菫=嘔 実施饉鋼

⑫

目層男看澪の目分への市場メカニス
ムの導入 Lの導入可能性を調査することを通して、航空会社の事業展開の自由度を高

うつつ、真に必要なネットワークの維持や競争環境の確保を通じた利用者利便
D向上といった公共的価饉も併せて実現せ る手法について検討を行い、平成
B年度中に新たな手法を確立した上で、平成25年度に予定されている増枠分
D配分を行うJとの方針を踏まえ、市場メカ■ズムの導入可能性について、検肘
緒́綸を得るf

自 口査を行うとともに、航菫会社等の意見も聴取し、その課題・実現可能性等について検討を進め
Cいるところ。

O

⑬

`ジネスジエットの利用促遣に資する
晩||の見●Iし

1 型`ビン不スンエツト薇l―̀0テ ヤーター●票l―係0予 人暑亭凛ひ理m・壼口■
中につき、国際民間航空条約附属書に定められた国際標準への遭合を前提と
、́米日の基準を参考とした包括的基準を導入することを検討し備腱を得る。ま
=、包括的基準の導入の検討と並行して、関係者からの要望等を踏まえ、「機
1に要求される資格J「耐空性の確露J等の日別の項目について、順次、小型1
'オンディマンドチヤーターを対象とした基準の導入を検討し縮綸を得る。

「晟23年度積酎・縮
自 卜型ビジネスジェットによるチャーター事業に係る基準の見直しのための検討を進めている。

0

ヨ者負担の軽減策につき、検討し結綸を得る。 菫に目する委員会Jの意見を踏まえ、ビジネスジェットの乗り入れ促進に資する利用者負担の軽
●策につき、平成23年度中に結腱を得るべく検討している。

O

⑭

):0の 奮理 1じ 口颯鷹●L`に 刀`●^り 砂卿l―「フuu畢 "、硼■"曇 理をい ′ヽI―関し、タロ
D職 員により対応が可能な場合において、運航前の事前日整や到着時の手籠
D迅 速化など機動性・効率性を高めるための方策について、関係府省が含同
C検討し結綸を得る。

n じ、厚生労■
日

子威23年5月 に目係省庁間会議を実施。その後、各レベルの協■唐遺宜行い、運航前の事前日
慶や到着時の手慎の迅速化など、機動性・効率性を高めるための方策について、平成23年度ヰ
こ縮綸を得るべく関係省庁間で検討中.

O

⑮

1員 責格等に関する相互承認の推進 由設、シミュレーター等)においても、相互承認の協臓を構造する。また、欧州■
[の他の先進国とも協議を推進する。

平曖23年度以降曜

魔実施
日土交通省 ホロとの同でi`、予駆21■ 4月 :こ"菫 E"野 について“輸した輌翼女=“ だ BヽASA,こ 里ロ

慮設、彙員資格、シュミい ター等の分野にも拡大すべく、あらゆる機会を利用してBASA拡 大の

早期締結に向けた■きかけを行うとともに、BASA拡 大に必要な相手国の制度が自国の鋼度と
口等であることを確認するためのプロセスを着実に進めているところ。また、欧州との間では、平
■23年 7月 に開催された日EU轟輸ハイレベル協■においてBASAの 締結に向けた事前協■を
用始することに合意し、作業を進めているところ。 0

⑮

E件 を設定する。
甲属 23年 腱 薔 菫 ロエ区菫●

0

始、平成24年度皓綸 姜全性の日査を行う予定。

0

日澤 貫 研 船 か ら限 だ 21舞 船 へ の 愛 黒 を容 易 にす るため の 暴 準 の 見 巨 しを行 甲屁 “ 手 鷹 薔 置

O

⑪

力の見直し
●工至IE冒曇法¨ ア・選刀の“限い問凛ひ覇限颯刀の見日しにつき、
■術的な検討及び所要の調量を実施し、結論を得る。 魔討開始。縮論を得

欠第措置
賞全法適用海増における海腱発生状況等に係る情報の収集や分析を行つているところである。
,お、当麟見直しの実現には海城利用者全体の理解を得る等、関係者間での目整を行うことが
ら要となる。

O

⑩

し、簡素化 し慮しつつ、検査項目の簡素化及び承認基準の緩和について検討し結論を得
5。

甲瞑 23年 度種酎 ・爾

朧

弓肌のフエリーロrか ら寄せられた興椰国な晏ヨについて、安=性 への影響等を踏まえつつ、
■和の可能性を検討中。

0

※「実施状況J・「進んだ取組・残された課題Jの内容は、原則として平成23年11月30日 時点のものであり、その後、取組が進拶しているものもある。
´
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規制・制度改革に係る方針(平成23年4月8日 閣議決定)における決定内容
所管省庁 実施状況

進んだ取組・

残された課題
押価

規制・‖度改革事項 実施時期

⑩

C平成25年度中に44フ万回へ年間発着容量を拡大するため、着実に取組を行
う。なお、首都田空港については、上記取組により、向こう10年間は需要を上回
5供給が可能となることが見込まれるが、今後、イン′`ウンド旅客の増加等によ
り需要が更に経続的に増加する場合を見据え、更なる容量拡大、繊籠強化に
,いて、あらゆる角度から可能な限りの方策を総合的に検8fする。

平瞑23年度以降羅
腕検討

ロエ交通省
=より、空港の年間発着害量を22万回から23万 5千回に増枠した。
羽田空港については、最短で平成25年度中に“万7千回へ年間発着容量を拡大するために2
[となる、日瞭線旅客ターミナル拡張のための事彙契約の変更やエプロン等の整備などを着実
二推進しているところ。

質中に2フ万回、最短で平成26年度中に30万回への年間発
薔容量拡大に向けて、同時平行離着陸方式の更なる効率
海な運用に必要な装置及び誘導路の新設、エプロンの拡充
中の施設整備を実施するとともに、容量拡大を背景にオー

ノンスカイを進め、国際線ネットワークを一層強化するととも
こ、国内フィーダー路線の拡充、LCCや ビジネスジェットの
け応強化等により、アジアのハプ空港としての地位を確立す
5。

羽田空港については、左記取組による年間発着容量の拡
たに際し、昼間時間帯の国際線について、3万回を基本とし
〔増枠を行い、現在のアジア近距離ビジネス路線のみなら
「、欧米や長距離アジアも含む高需要・ビジネス路線を展開
夕る予定である。
上記取組により、首都圏空港については、向こう10年間は
需要を上回る供給が可能となることが見込まれるが、今後、
インパウンド旅客の増加等により需要が更に継機的に増加
ケる場合を見据え、更なる容量拡大、機能強化について、左
3ゆる角度から可能な限りの方策を総合的に検討する。

O

4-3金 融分野

①

(社債以外の償務に付与されるコベナ
ンツ情報の開示)

D融資実務への影響に加えて投資家保日の観点から、必要な情報の開示が■
Лに行われるよう検討する。

「屁23年度猥酎、平
餃 4年度結n

[■ 庁

O

②

D活性化に関する懇議会Jでの■腱薩踏まえ、社債管理の在り方について検討
を行う。

n 省 ヨ本L券 業協会「社債市場の活性化に関する懇議会」において引き織き■綸中。
取りまとめ目途の壼長 (平成23年 6月 ―平成24年 3月 )

法務省)
日本証券業協会r社債市場の活性化に関する懇談会Jにおいて引き餞き臓綸中。
同菫餞会における取りまとめの目逮が,平成20年 6月 から平成24年 3月 に延長された。)

O

③

(清算機目(CCP)・取引情報蓄積機

関制度の細日の検討)
■国際しては、金融商品取引法に定める日可審査基準に基づき、担保が、リス
ン管理や利用者利便の観点から適切な水準となるよう対応を行う。
腱]l情報蓄積機口倒度の細目については、日係法令の誌行 (平成24年 :1月が

口限)までに、利用者の負担等も考慮して肉目府令において定める。

平屁 24年度僣菫 [融 庁

り、今後仮に当餞認可申鱗があつた場合には、金融商品取引法に定める露可審査基準に基づ
l、担保が、リスク管理や利用者利便の観点から遭切な水準となるよう対応を行う。
腱引情報蓄積機関働度の組目については、利用者の負担等も考慮しつつ、「金融商品取引法1
D一部を改正する法律J(平成2年 5月12日成立、5月20日公布.2年半以内施行)に係る内閣
守令の検討を行なつており、平成24年1:月までに縮綸を得て施行する予定。

O

④

贅開示の簡素化
t融商品取引法に轟づく単体財覇語猥開示の画素1しについては、会計轟準の
コン′く―ジエンスの状況等を踏まえ、投資情報の有用性が損なわれないように
日意しつつ、検llする。

「暉財着■猥開不の口素`じについて18、貧票奮計著鳳彙で臓■されているIFRS適 用の検討
ロロとして、平成24年から、検討開始予定。

O

⑤

層口 趾 券 薇 青 薔 理 出 銀 行 の ■ 言 の コ

「公告の免除 さ告を免除することを検討の上、糖綸を得る。
甲田23年 度横酎・輌

B
P融庁 "口 IE"聰 青詈を費 |●じζい 0■ "の ス嘉公告そ兄藤丁 0:責 不面薔凛ひ"■ 薬の暴壼質 1じ

のための金融商品取引法事の一部を改正する法律」が平成 23年 5月 17日 成立 、5月 25日 公布、
"月 24日 施行。

◎

⑥

5債権放菓の自度構築
床再鷲薇=菓 再=叉 豪薔瓢 以卜:碩薔Jといつ。'によ0尋 三夏豪計日では、
欧府系金融機目や独立行政法人に一部債権放棄への協力義務を設けている。
一方、機構による支援決定可能期間は限られている。このため、機構の支援決
定可能期間後の私的整理支援雄 縮していく観点から、産業活力の再生及び
壼栞活動の革新に目する特別僣量法において設けられている事業再生ADR●
■に、機構による再生支援における協力義務と同様の効果が確保できるよう、
「効な方策を検討していくこととする。
その際、まずは機構とも連携しながら、現在の制度上の課題と奥■の把担を行
う。
今年度前半には実態把握を終え、所要の手当てを行う。

嘔属 23年 =硬 酎開

音

睦済 重 栞 省

H協 会の協力を得て、現在の制度上の課■と実懇の把握を行つた。
この結果、政府系金融機関の多くが、機構の再生支援計画でなくとも私的整理が行われる場合
には、債相放票に協力できるとの回害を得た。

テつた。
)後、仮に侵権放票に対応できないとの事例が生じる場合
こは、当餞政府系金融機関の所管省庁とも連れ て対応を
テう。

◎
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※「実施状況J・「進んだ取組・残された課題Jの内容は、原則として平成23年 11月30日 時点のものであり、その後、取組が進拶しているものもある。



規日・制度改革に係る方針 (平成23年4月 0日 目■決定)における決定内容
所管省庁 実施状況

進んだ取組・

残された課題
辞価

規“ ・“産識菫 =頑 規“・綱度改革の概要 実施時期

②

D適用除外要件の明確化 D敵 当性を検討し、それを明確にする。 け・結B 自化について検討を行っており、平成24年3月 末までに結油を得る予定。

◎

③

田Eリスクの言まれないイスラム會■
こ該当する受与信取引等の銀行本体
のヽ解禁

`^フ ム=■ 駆ワ:に摯ヨ丁●彙与籠収5:●のつら、日打示に曇つき菫打不椰
に認められる業務 (以下r銀行業務Jという。)と実質的に同視しうる取引(銀行
業務に率じ、銀行業務との機能的な親近性やリスクの同質性が認められる取
引)の銀行本体における取扱しヽ こついて必要な■査を行う。

E■ 庁
こついて日査を行う体綱を整備中であり、平成2年 3月 までに日査を開始予定.

0

⑨

リース子会社等の収入制限の優和) L集 団全体で判断すれば足り、リース子会社から発生する中古物品の発■・保
宇点検を専門に行う子会社については、当跛リース子会社の一部門と同視でき
6場合は、単体での収入憫限規制の適用を除外することも含め、リース会社集
ヨ内において、効率的に事業が行えるよう規制の見直しを検討する。

甲曖23年匡検討・縮
愴 =品取引法等の一部を改正する法律J(1年 以内施行)に係る政令・内閣府令案等のパブリック

コメントを実施 (平成23年 11月4日 ～12月5日 )。当酸パプリックコメントを踏まえた検討を行い、
「成24年3月 末までに結綸を得る予定。

O

⑩

‖の見直し
11)保険契約の包括移転に係る規制
こついての検討

昧瞑雷覆 の組椰丹日か菫んでい0こ とも綸春え、保瞑契詢の移転早口 、移転

手続尋について、保険契約者等の保腱の観点も踏まえつつ、検討を行う。

E田 庁 「厩23年6月 29日より、金田番睡余l保障会社のグルーフ経営に関する規●llの在り万ワーキン
ア・グループ」において議綸を行い、12月2日に報告書を取りまとめたところ。今後、報告書の内
撃に沿つて必要な制度整備を行う予定。
(見直し内容>

果険契約の移転に係る認可制は維持しつつ、保険契約者間の公平性や保険契約者の保護の

1島磐風麗芋?F量
(員議申立要件の引き下げや情報提供の充実勢)を購じた上で、移転単位

◎

⑩

1の見直し
12)保険募集人等の委託の在り方の

1■し

人等の姜託の在り方について、保険募集に関する業務の適切な実施や保険契
約者の保饉を確保する観点七十分踏まえつつ、検討を行う。

「厩 23年 度 礫 酎 E田 庁
カ グループJにおいて議綸を行い、12月2日に報告書を取りまとめたところ。今後、報告書の内
害に沿つて必要なll度整備を行う予定。
く見直し内容>

同一グループ内の保険会社を再委託者とし、再委託者が自らも保険募集の晏託をしている保険
諄集人を再受託者とする場合には、保険募集の再委託を認める。

◎

⑫

,いては、平成23年 10月 、タイ洪水対策の一環として、現
ι日系企業のタイ国内外向け販売代金回収リスクを広く対
Rとするなど一層積極的に運用を行つています。

O

じける民間事業者|

1再保険の引受け)
国家の保肛等目の目与を確保J、「移行のための適正な経過期間J及び「組織
Lしては独立行政法人日本貿易保険に一体化」)を踏まえつつ、貿易保険制度
D在 り方を見直す。
'お、取引信用保険の民間事業者の事業機会の拡大については、「独立行政
去人の事務・事業の見直しの基本方針」(平E22年 12月7日 閣議決定)を踏ま
た、日系海外子会社の第ニロ向け輸出について、日系損害保険会社の現地子
会社などからの再保険引受けを通じて、独立行政法人日本貿易保険力`貿易保
自を引き受ける新たな取組を今般前倒して導入したところであり(平成22年措置
キみ)、引き続きその積極的運用を回つていく。

け策の一環として、現地日系企業のタイ国内外向け販売代金回収リスクを広く対象とするなど―

1積極的に運用を行つています。
,お、貿易保険鋼度の在り方については、平成22年 10月の事業仕分け結果(「特別会計の廃
LJ等)を踏まえ、関連法案の提出に向けた検討を行つています。

⑬

彙資法人における「澤資」制度の導入

奎までに行う投資信託。投資法人法制の見直しの検討及び制度整備の実施に
ないて、投資家保護、投資法人の導管体としての性質、ファイナンス手法の中
での位置付け、求められるガバナンス等様々な観点に加え、税務会EI上の取
農いと併せて総合的な検討を行う。

「肛25年E顧 ■ 腱臓庁

:羞騒器3鯨お魂『髪筆疑鷲l躍 籍督鷲経悩濫 認
|で検討する予定。

O

4-4 rr分 野

①

′ヽの明確化 な́い旨、取扱いを続―するよう、改めて各道路管理者へ周知・徹底する。
甲威23年鷹中籠置

をヽ競―するよう、平成23年度中に改めて各道路管理者へ周知徹底する。

○

※「実施状況J・畦 んだ取組・残された課題Jの内容は、原則として平成23年11月30日時点のものであり、その後、取組力筵
鷲
しているものもある。
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規制・制度改革に係る方針(平成23年4月8日 目臓決定)における決定内容
所暫省庁 実施状況

進んだ取組・

残された課題
評価

規制・制度改革事項 規制・倒度改革の概要 実施時期

②

|口様式の統一化、電子化 魔―及び標準処理期間の1か月程度への短縮につき、検討を開始し、糖綸を1
=上で、日土交通省から各河川管理者に対して、目知・徴店する。

3・措置
ロェ翼n省 口葦時点(11月 30日 時点)において、凛率処理期間の短綱琴について雀内で横討中。平曖20

甲度内に縮腱を得て措置を行う。

O

E河 区軍等の百用肝可甲口に関しては、語胃冒理者が行つている事務につい
Cの実鑢目査を行い、その結果を踏まえ、港湾管理者に対し申請の統一化に
譴けた検討を促す文書を発出する。

3・糟置
層"法 疇37彙弔1項の百用薔pJりに保0旱務処理についてメ平属23年5月6日付 口澤継第
′号)にて、潜湾管理者に対して申請の続一化に向けた検討を促す文書を発出済である。

◎

ロエ至菫省巨畷雷埋麗瞑 (通昴・河川,の各lE甲購に関しては、ワンストッフ
ナービスで許可中隋が可能となるよう申睛書類の標準化及び提出窓口の集約
ヒ等について、検討し結論を得る。

平屁23年度中検討・

自論
ロエス用●E覇 冒埋顧醸 tlE臓・刈川,の告種甲日に関しては、ワンストッフサーヒスで評可
1目 が可能となるよう申睛書類の標準化及び提出窓口の集約化専について、省内で検討中で
bり、平成23年度中に結綸を得る。

○

③

●の周知・徹底 謳・徹底を図る。
平成23年 度早期精

[
環境省

◎

④

"川 百用凛願秋の獨不姜務の一部ロ
旧等 口を削除すべく、各地方整備局に日知 徹底を図る。また占用施設の形態に応

;て表示方法を変更できるよう、各地方整備局に周知・徹底を図る。

子威23年度早期情
E

口土交通●
可川占用標朧板の掲示義務の一部緩和等を回るため、各地方整備局河川部長等、各都道府舅
可川管理担当部局長、関係指定都市河川管理担当部局長に対し、「河川独地占用許可に付す
昨可条件の道用についてJ(平威23年 6月 24日 付け日土交通省河川局水政課長通知)を発出
た́。 ◎

⑤

夕るガイドラインの見直し

●奎千暴百のス摯甲輌豫再の“~1じ・口素1じ、甲睛手曖のIn素1じ凛ひ専狂ロ
Eの考え方等について、実態の日査・把担に努め、その結果を踏まえ、必要に
しじてガイドラインの見直しについて検討する。

「屁 四 年 瞑 硬 耐 ・願

き
B精省 子瞑23年3月に需薇nlE審 ■彙にIフロードバンド薔及促進のための環境壺日の在り万Jこつい

C踏間し、平成23年12月の答申において、設備保有者は、現行ガイドラインの規定に基づき、一

日の手機の簡素化・効率化に向け、電子化や個H契 約の書面廃止等に取り組んでいること、ま
=、設備保有者に対し電気通信事業者の使用を前提とした電柱強度を求めることは、過度の負
Eを強いることとなるおそれがあることから、現行ガイドラインの下、引き餞き現状を注視すること
ドヨ当であるとの縮綸を得た。

◎

⑥

にフアイパーケーフルの卸分開雇
リールの整備 (引込区間の開放) E柱上の機壇箱等で接饉する場合など、新たな接縞形態による接織要望につ

. てヽ、具体的な要望内害、技術的な可能性及びNH界 西に対する経済的負担
つ程度を踏まえた上で、光ファイパーケープルの部分開放(アンバンドリング)に
関するルールの明確化を目る。

自 〔鵬問し、平成23年12月の答申において、光ファイパの部分的な開放に係る技術的可能性、法
海位置づけの整理、実現に当たり必要となるコストの特定等が必要となるため、まずは事業者ロ
`饉において具体的な課題を整理する必要があり、ルール化に向けて解決が必要な課題を整
里すべく、事業者間協臓を一層進めることが適当であるとの結論を得た。 ◎

⑦

"凛 電コlE籠示:こお:7●瞑菫手続の

簡素化・電子化
rT瞑チ積の日素 1じの口 Rか ら、子票者の晏ヨ 0そ “まえつつ、甲口栞楊の間

素化を実現すべく、検討し縮論を得る。

+属 23年 度薇 酎 ・洒

n
B務 省 F稼 電気nIE漱 上の電気通IE殿口の設重届出について、その手薇きの在り方について検討を

けつた。
その結果、①有線電気通信法上の事前届出は、当麟設備の安全・信頼性専を事前に確保する
口点の手続であり、また、②工事の2週間前という期限は、有線電気通信法第7条の改善措置
りの命令を行う必要があるかどうかを総務省が審査するのに最小限足りる期間として設定され
ているものであり、当腋事前届出は必要最小限の規律として規定されているもので、本件につい
ては当面現状の手続を維持すること力̀適当であるとの結綸を得た。
主た、電子申目への対応については、利用件数が少なかったことに鑑み、平成22年 3月末の総
誨雀全体の電子中鯖・届出システムの廃止時に受付を停止したところであるため、ひとまず現状
では、状況を注視することが適当であるとの結綸を得た。

◎

③

曽の扱いの改善について 35号 においては、電気設日の技術基準を定める省令第50条の規定により設
Eする有線電気通信設■について、有薇電気通信法第3条の総務大臣への有
は電気通信殷日の居出を不要としているところ。
E気設備の技術基準を定める省令第50彙第1項の適用対象散備に係る解釈C
月確化を回る。

平肛四年度早期情

E
E済産栞省

潔躙脚 2集391雅罪禁紺 驚襦 盤 認 F語肯棚

◎
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※「実施状況J。「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年 11月30日時点のものであり、その後、取組が進拶しているものもある。



規制・“農改革に係る方針(平成23年4月 8日 目臓決定)における決定内容
所管省庁 実施状況

進んだ取組・

残された課題
暉薔

規鋼・“度改革事項 俎倒・鶴慶置菫の餞蔓 奥亀 "鶏

◎

サービスの考え方の基本的転換 ナる薔種的電気通●役覇`ユニパーサルサービス)倒度の在り方Jの検討■‖
E踏まえ、早期の"度 措置を目る。

「匡23年度EE 願 省

く―サルサービス)“度の在り方」答申(平成2年 12月14日情報通E審 ■会答中)を踏まえ、■
〔通■事業法施行観用(昭和60年 郵政省令第25■ )等の一部を改正し、加入■話に相当する
LIP電目を喜籠的電気轟信役務(ユニパーサルサービス)の対象に追加した(平成23年総覇省
卜第42■ .目 年4月27日施行。)。 0

⑩

P■日の品質轟準の見口し 守来 のIPHの 音及を爾轟とした品質碁準の篠 り方について、我が目独 自のも :23年度検討、日 B務 省

0●E)に係る口燎標準化機日における標準化活動に積極的に今日し、検討を
自める。

賞えて縮n Cいく予定。

⑪

ヨ定電露におけZ
号区日)の見直し

尋来のIP網の普及を罰担とした番号の在り方について検討し、結綸を得る。 「駆23年 臓薇酎 ・輻

自

「曖20年3月l_TnmttlE番 睡筆に[フロートバント普及促遍のための環現贅日の在り万」につい

C踏間し、平成23年12月の答申において、可能な限り早期に、Nπ 東西の利用者が番号を持ち
Eべる地域を、現在の収容局単位の運用から、例えば番号区□単位まで拡げることなどが適当
Cあるとの僣齢を得た。

◎

⑫

熙薇 IP電 砧 へ の ■ 砧 書 号 何 与 の楽 " 子願23年菫早期情

E
B務 省 「屈23年 12月 に驚線 IP電 島への電諧書号の付与乗件を椰務■ HPに て公開した。

◎

⑬

臓帝電話の番号要件に係るN‖ 界西
ヒの直接接続条件の見直し C、Nπ 東西への菫投接餞だけではなく、他の電気通信亭槃者の網を介して¢

日間信号接続が可能となるよう措置する。
自・措置 501度等の在り方Jについて踏間し、平成23年12月にNπ 東西の第一種指定電気通信設備との

E捜接織要件の見直しを行うことを適当とする旨の答申(案)がとりまとめられた。平成23年度内
=害申を得る予定。 O

①
滅 5ための方策について検討し結綸を得る。

平曖23年度検討 積
自

E務省

O

⑮
法の簡素化

『鷹"年度早期7●
E

8昴 省

5口、免許人に日知するよう通知(平成23年12月20日)。
0

⑩

腋繰局の開局 目的の画素化

R線 局の目的区分の大〈くリイしに日して、検討し結論を得る。 B
O

⑫

おける各種申請手続の簡素化 卜ら、必要最低限の申田書類で済むよう、提出書類の簡素化について、検討し
古論を得る。

子曖 23年魔横酎 ・輌

n
B獅 省 ■出書類について覇査を行い、興騒報告時の提出書類のうち、①暉用サービス中込書、②暉用

ナービス承諸書、③専用サービス開通のご連絡、の3種類の書類提出を不要にし、必要最低限
D提出書類で済むようにした。

◎

⑩

たネットワークシェアリングのための
ルール整備

月滑に実施できるように、事業者の要望導を踏まえ、課題解決に向けて更なる
陳組を検討する。

中駆23年度硬酎・輌
冷

慇精彗 「属23年3月にTrelalE審 顧書にlフロードハンド薔及促通のための覇現壺口の覆り万Jについ

C諮問しt平 成23年12月の答申において、過去の答申においてローミングの例示的な形態を整
里して明示することが事業者の予見可能性を高める観点からも必要とされたことを踏まえ、当事
旨が合意している場合にはローミングは許容されるべきであるものの、一般的にローミングを義

"づけることは遭当ではない旨の整理を維持すべきとの結餞を得た。一方、同答申において、緊
D通報に限定したローミングについては、その早期の実現に向けて検8fを行う場を早急に設け
6ことが適当であるとの緒綸を得た。

◎

⑮

嘔菫の医療機器への影響に関するカ
イドラインにおける携帝電話分類の明
菫4ヒ

ガイドライン(各種暉双利用ロロの電減が籠込み望医療 機審へ及ほす影書を
防止するための指針)の記載について、第二世代携帯電話サービス終了時に

合わせて見直しを行う。

平成23年瞑検討・籠
自 F渉試験を実施しているところ。今後、試験結馴 こ基づき、ガイドラインの見菫しに向けた検討を

テい、平成23年 度末に精出を得る予定。
0

経 施状油 雌 んだ哺 磯 された詢 m容 は、刷 として職 “釧 月∞日嚇 のものであ吹 その後、輔 雌 捗しているものもあ& 53



規‖・制度改革に係る方針(平成23年4月8日 間臓決定)における決定内容
所管省庁 実施状況

進んだ取組・

残された課題
評価

規制・倒度改革事項 規倒・倒慶改菫の農要 実施時期

O

貪査の簡素化 n 腱備の信頼性向上に目する実態目査依頼をしたところ.
口査結果を分析して信頼性の向上傾向を確認した上で、「電気的特性の点検」の更なる簡素化
=向けた方向性について検討し、平成23年 度中に結綸を得る予定。

0

[務 の追加 口省が裏書するだけではなく、船緞協会でも裏書できるようにする。
平属四年魔以躊でき
5限り早期に措置

朧用安全法の改正も言め、情菫方法について検討中。

0

2 2

F爾 用運における種利制限の任り万

D検 討

円字猥興や覆術研究りに賃す0た め、著作初の活用に同けて、宇術用途の定
臓について検討を行つた上で、権利制限の対魚とすべきか否かについて検討を
彙施する。                      ・

これを踏まえ、学術用途の定義や必要とされる「学術用途における権利制限の在り方Jについ
て、基本的な方向性を得るための検討を行い、平成23年度中に結輪を得ることを目指す。

0

ロロ旱の●取l■e及 ひ7J●度からの目勁車薇薫豊麟情報琴について、個人■
服の保Eに 口なしながら、■を活用した一元管理・公開の可能性を、警察庁と
コ土交通省の面省が協■の上、連携して検討を行う。

平成23年度横酎・情
自 交通雀 嗜 活用して一元管理、公開した場合の、事故情報の集約・管理の是非や個人情報保饉等のコ

目を整理しつつ、その可能性についての検討を進めている。

O

Tの 言用による椰雨開発のワンストッ

プ化
:の石用l―̀り 、ロエ父■●に係●都 市開発 Iこ関する荷瞑手程のワンストツ

Lに ついて検討し、縮口を得る。 自

コ土交通省 ■工X澤 ■:こ榛●竹瞑手籠きの瞬ヨ肥理を行い、●市開発に関丁う行瞑手瞬雪のワンストッフ
膨について、省内で検討中であり、平成23年 度中l_3綸 を得る。

0

4-5住 宅・土地分野

①

議 鋼の緩和
薔積手の購仔不■轟硼"と なつてい0考 輌燿暴翻の建賛え万策の横酎に向け
て、大都市■内の既存不適格物件について、実菫把組のための調査を行う。

甲願"年 反 |●●

露 腸 期 棚 器 難 醍 続 =″

中 l~口 17L― "喘 … 饉蒙初リヨ

O

②

目する情報提供 D紛 争の適切な解決に資するため、正当事由が問題となった裁判例の整理 分
析事を行い、その結果をホームページで公表する等の情報提供を行う。

瞑り速やかに措置

去務●
5限り遠やかな情報提供について検討する。

O

③

咆段整備等の促進のためのインセン

ティブ拡充

●既存遺路の拡幅への協力等の公共貢献に見合つた容積率の割増し、日影・

諄線制限の緩和等の誘導策に係る請綱度について、更なる活用を回るため、
その運用実態やニーズを国査・検証した上で、地方公共団体に対して周知を徹
Lするとともに、それらの麟導策の具体的な事例を収集し、情報提供を充実さ
ビる。                     ´

甲屈23年 度情置 ロエ交蔵省 氏間●票奮かけ,公 栞聡 憂轟醸の壺"そ 辞口し、容碩亭りを職相丁う地増地区琴の運用興
じやニーズの調査を実施しているところ。

O

④

ヽの建築制限の緩和 0として開発すること力く求められる場合などに、既存の一般道路の通行機能を
姜しつつ、一般遺路、組街路■の道路上空を活用し、道路空間と建築物の立‖
白利用による大街区化の都市開発事栞を可能とする方策について検討を行
ハ、所要の措置を隣じる。                ｀

ヒな限り速やかに構
E

にヽおいて、都市計□施設である道路の区城のうち建築物等の敷地として併せて利用すべき区

i』饉 覗 翼 躍 需 雷鼎 重 家鍵 蠅三 七滉 Fの

一般遠路の上空を活用した、道路空

また、同改正法の施行にあわせ遺略法施行令を改正し、重複利用区墳内の道路の上空に設
ナる事務所、店舗、倉庫、住宅その他これらに類する施設及び自動車駐車場を通路占用許可対
R物件に追加した。

◎

54
※「実施状況J・「進んだ取組・残された課題Jの内容は、原則として平成23年 11月30日 時点のものであり、その後、取組が進渉しているものもある。



燿“・“度改革に係る方針(平成23年4月 8日 目■決定)における決定内審
断宙省庁 実施状況

遭んだ取組・

残された課■
辟薔

規"・倒度改革事項 規鋼・“度改革の概要 実施時期

⑤

EPI薔 田"ビ ルの薔々開発●事に日
性 環境整備 壼を行い、口査結果を公表する。 喘、可鮨な限り遠や

b■:こ拒
0

⑥

巨"害 額亭通用 地区の“穴

lt、現在、全日で1地区しか指定されていない。このため、本側度の積極的な活
用に向け、劇度の活用が想定される地区等の実饉やニーズを目査・検肛し、そ
つ僣果を鵬まえ、地方公共団体に技術的助■を行う。

中属 "年 瞑 薔 ロ ロエ至■`
e担するため、民間事栞者及び地方公共団体へのヒアリングを実施しているところ。

O

⑦

暉遣計算遍含饉判足の対象範囲の■
日し ことなどについて、日土交通省に設置された「構造計算適合性判定制度目遭技

術検討姜員会Jにおける検討結果を踏まえ、●l度の見直しを検討し、結論を得
る。

0、可能な限り遠や
卜に結餞

ロエ賣10●
て、簡便な構造計事により安全性の確認が可能であるものについて、構造計算適合性判定の対
象外とする告示改正(※)を行つたところ(平成23年5月1日施行)。

※建築基準法施行令第二十六条の二第五号の国土交通大臣が指定する建築物を定める件の
―部を改正する件(平成23年日土交通省告示第428号)、膜構造の建築物又は建築物の構造部
分の構造方法に関する安全上必要な技術的基準を定める等の件の一部を改正する件(平成23
年口土交通省告示第430号)

◎

③

D用 途地域ごとの面積制限の組和 曹等の要望等に係る実魅口査を行い、その結果を踏まえ、必要な規模の自動
中整備工場の立地を容易にする方向で検討し、所要の措置を講じる。

平成23年度中検討・

店綸・措置 口費等を実施しているところ。それらの結果を踏まえ、必要な規模の自動車整備工場の立地を
摯易にする方向で検討し、所要の措置を請じる。

O

=えた次期建築善率法改正過程において、上記と同様の方向で、本面積制限
つ在り方も含め検討を行い、錯綸を得る。

始.次期法改正時ま
でに縮綸

晨全体の目指すべき基本的方向を整理しており、平成"年 度中に予定されている取りまとめ緒
■を踏まえ、本面積倒瞑の在り方も含め検討を開始する予定。

0

⑨

E栗 物 の傾使用承認手騒及び完了g

●例度の見直し
賣口用アノイスピルr●とで、禾^居 部分:こ不釆“景alないヨ足口な円轟 L上
げを施して完了検査を受けるという無駄を余儀なくされるとの指摘も踏まえ、消
防設備や通難経路尋については全て工事が完了し、安全上、防火上及び避難
上支障がないことが含理的に判断せ る場合であって、テナント未入居部分の
みが、壁や床などの内装工事を残し工事完了している場合に係る仮使用承認
手機の迅速化などについて検討を行い、結首を得る。

り匡23年度薇酎・輌
n lLなどについて検討しているところ。

O

⑩

嘔栞出■については、甲鷹徴数年経過しても甲鷹中のまま処理されていない■
0が ある。このため、鉱業の特性にEみ 、関係者との調整、事業上の必要性簿
こより、やむを得ないと考えられる場合を除き、鉱業権の設定許可については、
雇則として標準処理期間内に処理が行われるよう運用する。

平屈23年度情菫 E済産栞省 瞑止嘔薬活(平属23年 法澤郭 4号 ,か轟行(平厩24年 1月 21日 ,されることに伴い、当●の環
阜処理期間に関する規程の見菫しを行っており、同日付けで改正した。「規制・II度改革に係る
な針における決定内容Jについては、同日付けで定める通達において運用方針を規定した。

◎

〒われていない場合であって、当麟出願に係る区域内で大規模な都市開発事
[など他の事業の実施に伴つてやむを得ず付随的に当餞出層に係る鉱物の採
目を行う必要が生じた場合において、出願の状況、当跛他の事業の状況、開示
D必要性・妥当性、開示が出願人の競争上の地位等に与える影響等を総合的
こ考慮して、特に必要かつ適切と田められる場合には、当該他の事業を実施し
たうとする者に対し出願人名を開示するとともに、出願人に対し当該他の事業を
1施しようとする者の情報を提供するよう運用を行う。

贅正嘔栞法(平属23年法律第84号 )が施行(平成24年 1月21日 )されることに伴い、運用方針
D見直しを行つており、同日付けで通達を定めた。「規制・制度改革に係る方針における決定内
鬱Jについても、本通達に盛り込んだ。

◎

Xr*f;$'J.ft&tinfi.t*trf:*f,rofitlt. FFItL<+t23+llF3oBfrAo$oTt L).?oC. tuftirt#L<rrAto)+Jb6d E ErrU



規劇・‖度改革に係る方針(平成23年4月8日 間踵決定)における決定内容
所管省庁 実施状況

進んだ取組・

残された課題
押価

1号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 奥籠時期

4-6そ の他分野

①

速化
手三"口 ●ほEI暉汎用漆口欄45品日の内、ぃまた■品健康影響評質の依顧
旨行つていない9品日の食品澤加物について、早急に諄価依頼資料を取りまと
0.食品安全委員会に正式に評価依頼を行う。食品安全委員会はこれを正式
こ受理し、審議を遠やかに開始する。

着働省 口際汎用添加物45品日のうち、食品健康影響評価の依頼を行つていなかった9品 日の食品添カ
ウについて、平成23年4月に評価依頼を行つた。

潔 tプ 吼 lユ 留 辞 歯躙 留 針
のあつた国際汎用添加物助 ルミИ 及び

螢りのフ品目については、厚生労働省は評価資料の提出に向け、食品安全委員会事務局と相
慶しつつ準備を遭めているところである。

O

I鶏 鍵25FI磁 卜願 聖 測 喘 謡 ぱ 留轟 説 謁 稀 螂 島
められているいわゆる国際汎用澤加物(国際汎用番料を除く。)については、最
Fの科学的知見も調査した上で、原則として」ECFA及 び欧米酪国で行われた
澪価書に基づく評価(評価書評価)を行う。Jというr添加物に関する食品健康影
1評価指針(平成22年5月食品安全委員会策定)」に配重する考え方を徹底す
5。

11)国際的に安全性評価が終了し、一定の範囲で安全性が確認されているも
か
2)欧米で広く使用が認められており国際的必要性が高いもの

甲威23年度中l■置

ンムJ、「カルミンJ、「リン酸―水素マグネシウムJ及び「イツプロパノールJについては、いずれも
添加物に関する食品健康影響評価指針(平成22年5月食品安全委員会策定)Jに記載された■
1方に沿つて審nが なされているところであるが、平成23年度中に国際汎用添加初 こついての
主品健康影響押価依頼をするために必要な資料に関するガイダンスの策定が終了次第、添加
ウ専門調査会で改めて当麟指針に記載する考え方を徹底する予定。

O

口に食品安全委員会の評価プロセスに移行するためのより具体的なガイダンス
旨策定する。

チ曖 23年 瞑 甲 薔 菫

曽饉省 口際汎用添加物についての食品健康影響評価依頼をするために必要な資料に関するガイダン
にヽついて、平成23年度中の策定に向けて、食呂安全委員会事務局と厚生労慟省との間で目
壺中. 0

Ь。 オ働省 「威23年 度中に、日暉汎用添加物に係る食品健康影響評薔の進拶状況について課長級での
籠 共有・意見交換を行う場を設けることとしている。

0

消費者分野

①

6規‖強化 規倒及び契約締結後の消費者保護規定の充実について、実態把握の上、省
令・通達改正で可能な措置は早急に講じるとともに、取=Iの安定性にも考慮し
て法的措置について検討し、結議を得る。

腱な措置は平成23

年度前半に検討・籠
n・措置。法的措置
については平層23年
度中に検討・縮綸

輌費者庁 「規劇・‖度改革に係る方針」等を踏まえ、契約締結前の行為規制に保る部分については、宅
地建物取=!業法施行規日(昭和32年 建設省令第12号 )を平成23年 8月 31日 付けで改正 (平
成23年 10月 1日施行)し、宅地建物取引業者等の働誘行為について以下のとおり禁止行為を

〕騰に先だつて宅地建物取=1業者の商号又は名称、働誘を行う者の氏名、勧誘をする目的マ
ロを告げずに、働騰を行うことを離止

博裂諧棚 iFl硝犯肝:5鑑乱する
ことを希望しない旨の意思を含

また、平成23年 9月 16日 付けで、日係機関に対して、当餞施行規則の具体的な運用に当たっ
て留意すべき事項等として、「「宅地建物取引撃法施行規則の一部を改正する命令Jの運用につ
いてJを通知した。
このほか、平成20年 9月 以降、宅地建物取引業者向けに本施行規則の改正に係る説明会を
開催したほか、平成23年 10月 20日 付け地方消費生活相麒員向けの広報誌に本改正の概要を
目載し、日知を行った。
なお、消費生活センター等に寄せられたマンション働誘に関する相談件数については、平成2(
年10月 は239件 寄せられているが前年度と比較すると351%減 少している。
契約締結後の消費者保饉規定に係る部分については、平成23年 度中に結輸を得るため、宅
地建物取引の実鵬を把握するための調査を実施中である。

【実施による効果】
消費生活センター等に寄せられたマンション働勝に関する相談件数(PIO― NET登 録件数 (平
成22年 、平成23年 ともに12月 12日 までに豊録されたもの))

9 月     10月
平成22年   463 件    368 件
平成23年   375 件    239 件
対前年度比 ▲ 190%  ▲ 351%

O

56
※「実施状況J・「進んだ取組・残された課■」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものであり、その後、取組が進渉しているものもある。



する事業者24社に対して、消

る可能性のあるマニュアルの記述、消費者への交付書面における「キャンセ川
tいくつかの事業者に認められた。このため、平成23年9月7日に、これらに対し

てヽは、平成23年6月、悪費な訪日■取業者に対する厳正な対応と被害者と1

卜への広報啓発について椰遭府県警察に対し指示を行つた。また、各椰遭廂
の許可を取得して肪固買取を行つている業者に対し、各種機会を利用して、

弁醸士、消費者団体、関係省庁で構成される「資金属等の訪同買取りに関する研究会」を
ら:1月までに計5回開催し、資金属等の肪固買取りに目するトラブルの実腱を把握・分析
ともに、当麟トラブル解決のための規日のあり方について検討してきた。特定商取引法のるとともに、当麟トラブル解決のための規日のあり方について検討してきた`
正によつて、働勝方法の適正化等についての法的措置を臓じることになる。

※「実献 乃 雌 んだ取組磯 され麒 助 の内害は、国 として転 郎鋼 明 鋼 嚇 のものであ吹 その後、取組織 抄しているものも|ぅ 。
57
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規制・制度改革に係る追加方針 (平成23年7月 22日 閣議決定)における決定内容
所管省庁 実施状況

進んだ取組・

残された課題
評価

規制 輛1産改菫事項 実施時期

⑮

ケる占用許可要件等の柔軟化・明確
階

■含インフラの壼日に係る地方公共団体及び土地改屁区が所有する晨栞用通
者の占用許可要件等について、農林水産省は、道路法の取扱い(■務的占用)
L参考とし、占用条件の明強化が可能となる方向で検討し、鐘綸を得る。そ0
Lで、関係地方公共団体時に対して、当敵事務の取扱いを通知する。

樋

E林水E省 罠集用通路の占用許司要件好について、運路法の取扱い(■番的占用)を参考とし、占用条件
D明 磁化が可能となるよう、関係地方公共団体等に対して、当麟事務の取扱いを平成23年度中
こ通知する予定である。

ど配通知を発出した後、日、都運府県に対して、担当者会
麟等の機会を提えて周知徹底する予定である。

⑮

嚇 ロエ“石用u=圧 ■り7■ 7

足進
量品リサイクル法について、再=利 用事票計al【リサイクルルーフ)の言用が贅

出されるよう検討を行う。 賜始、平成25年度中
陰論

彙雛 平成19年 12月 に襲行された改正食品リサイクル法附則第7条において、「政府は、この法律の

施行後5年を経過した場合において、新法の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、
新法の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を諄ずるものとする。」と規定
されている。
このため、平成24年 12月に改正法施行から6年経過することからヽ 本件については、平成24年

度中に検討を開始することとしている。

①

R長●票賓によう言理的な印口での

尋委託の実施
「tu●栞書からめらかじめ、日彙訛書の氏者りを配瞑した薔口l―よう率澪輩
ナている場合等には再委託をすることが可能であるなど、現行制度で可能な再
【託の範囲を明確化し、周知徹底を行う。

「威23年度中措置 環境省 顧23年度甲に現行劉=て●J罷な丹要乱の和国を明に1じし、周知恵疇を行,,疋 。

⑩

質薔え保管の辟可こ率の明確化 卜型車両から大型車両響ヘロ選手段を変更する作票で、封入する産栞廃栗物
D種類に応じて当酸産業廃薬物が飛敵若しくは流出するおそれのない水密性
■び耐久性等を確保した密閉型のコンテナを用いた輸送、又は産業廃棄物を
当腋産業廃楽物力く飛散若しくは読出するおそれのない容器に密封し、当該容
Eをコンテナに封入したまま行う輸送において、当骸作業の過程でコンテナが

慇留しないjl合について、生活環境保全上支障がない作業j■所の要件設定等
D検討を行い、当腋場所における輸送手段の変更作業については、積替え又
ま保管とみなさないことについて検討を行う。

旧始、精Jを 得次第

書置

環境省 居原に許可事覇を担う目治体(東日本大=災 による薇災日治体を含む。)との十分な口壺を行
ハつつ検討を進め、その結餞に沿つて措置する予定。

⑩

E長

一般廃粟物処理果の更新期間の在り万について、市町村や一般廃粟物処理コ
どの意見等を踏まえ、必要に応じて検討を行う。

威23年度開始 出方目治体、一般鷹粟物処理栞看琴からの意見聴取をわ ための日壺を行つているところ。

⑩

E暴 晩 果 物 処 饗 暴 者 の 翼 興 日 ll纂"

D含理化           ‐
7可の有効期間力【通常よりも長期に認められる優良な雇:
,いて、5%以 上株主に係る変更届出の在り方を見直す。 旧始、結論を得次第

鑓

曜境省 應F■l―計嘲子務を理,日お杯 界ヽ日不人藁凛l‐ぶ0傲 火日潤「を百む。た のすガな口曇を"
つヽつ検討を進め、その結綸に沿つて措置する予定。

④

瞑菫PCB湾 梁魔電気凛轟■の処理

足進の在り方等の見直し

嗜栞物処理法に●つく薇晋1`処理認定制度の河凛に週藤 れ、地碑涸や続即

層に投入可能な小型の機署等の処理が始まつた薇量PCB汚 染廃電気機器等
D処理については、確実かつ適正な処理促進の在り方等を検討する。   |

平成23年度中検討

旧始、縮綺を得次第

騒

暉境省

匹理推進に関する検討委員会」を設置したところ。当骸検討委員会において.薇量PCB汚染廃
E気機器等の確実かつ適IEな処理促進のなり方書についても麟綺することとしている。

経 施状測 イ進んだ取組・残された詢 の内割 よ 原則として平成田輌 :月3 0 B時点のものであ吹 その後、取組が進捗しているものもあ& 6 3



規制・制度改革に係る追加方針(平成23年7月 22日 閣議決定)における決定内容
所管省庁 実施状況

進んだ取組 ・

残された課題
評 価

規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

②

0見 直し
口:こ
ず,「

栗工

TTT警 :l 年'月,日,1公布J躊れた1本政工11よりヽ自然的条件から見て土壌が"襲 れtt嗜おそれ

颯

ついて、効果検肛を行うとともに、 平属20年7月 8日に施行した土壊汚梁対策法施行規則の内容について、円滑かつ遍切に施う

証 い臨 3ボ Rttl電 =曇 なP｀
地
ク
公共団体や事業者を対劇

:ア
ンケート

2ラ イフイノベーション分野

①

見直し

掟が国の病床取や医師数の状況を踏まえ、二次医療国内の市町村長の同意
D下 、病床数の削減が達成できた場合には、病床数過剰な他の二次医療日で
D増 床も認めることも含め、地域医療II回について、地域の実情に応じて都道
仔県の主体的判断力`発揮できるよう、制度の弾力的な運用を検討する。

平成23年度検討 量生労働省 彙弔病沐の見 tEしについ0工 、厚玉"卸 省としての考え万を全国知事安に不しており、全国知

事会と適宜調整の上、平成24年 度中を目途に結論。

○

8瞭 法人寺か病院又は診瞭歴 別の医療法人琴に事粟諷渡する際に、事業

凛渡前と病床種別ごとの病床数の増加がない場合は勧告の対象外であること

専勧告の対象外となる事例を改めて周知する。

平成23年度措置 助告の対象外となる事例について改めて通知するための準備を進めており、平成23年度中に
措置する予定。

〇

②

隣急叡師■のニ
ースの把理 瞑思釈市士の就職先に関する情報を養厩所から志願者に周知するよう指導す

6とともに、医療機関において救急救命士の採用希望の有無を調査する。

平成24年度措置 旱生労働省 E威 所の指導や医療機関の調査の内容について、検討を行つており、それぞれ平成24年 度中
こ実施する予定。

〇

③

島讀僚養 貴制度 の見 直し う`かつた疾病の種類にかかわらず、長期にわたるl■性期の原養の際の負担を
たり軽減できる制度となるよう、高額療養費制度における外来診療の現物給付
しを行う。

平成24年度情直 暉生労働 省 腱原保険法施行令等の一部を改正する政令 (平成23年政令第327号)により、高額療養費制度
こおける外来診僚の現物給付化を導入したところである。(平成24年4月 1日施行 )

◎

Eな る負担軽減策についてlよ、社会保障・祝―倅改革成案 (平成23年6月 30日

女府 与党社会保障改革検討本部決定)を踏まえ、検討する。

平成23年度検討 平成24年1月6日に政府・与党社会保障改革本部で決定された社会保障・税一体改革素案で
は、以下のとおりとしている。
0高 額療養費については、制度の持続可能性の観点から、高額療養費を保険者が共同で支え
合う仕組みや給付の重点化を通じて、高額療養費の改善に必要な財源と方策を検討する必要
がある。
0他 方、こうした抜本的な見直しまでの間も、高額な医療費の負担を少しでも改善することが必
要である。このため、平成24年4月からの外来現物給付化に引き続き、まずは年間での負担上
限等を設けることについて、所要の財源を確保した上で、導入することを目指す。その際、年収
300万円以下程度の所得が低い方に特に配慮する。

○

64
※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年H月 30日時点のものであり、その後、取組が進捗しているものもある。



規制・制度改革に係る追加方針(平成23年7月 22日 目議決定)における決定内害
所管省庁 奥鮨状況

遭んだ取組・

残された課■
諄薔

規鋼・■産改革事項 規倒。■産置二の最裏 菫 菫腑 "

④

~H用 ■曇“のインター不ツト●取元
颯倒の見直し 手薬店による邸優等販売、及びその他の工夫も含め、当面の合理的な規制α

生り方について検討し、可能な限り、早期に結口を得る。

チ属23キ=硬 口開

唸 「を目査しているところ。
その結果等を出まえて、当面の合理的な規制の在り方について、引き縮書検討を行う。

0

υなお、日彙品の取舜慣 菫理切の覆り万については、
なし、断機的に検討・見直しを行う。

E次冥魔 E彙 品の鳳元、■週湧日の在 り万 については 、今後 の環境 =1じ に 5じ て横酎 、見 Iし を通 次

に施する予定。

フ嘉―類から嘉三日のリスク区分についても、 こ次実施 平成22年度より、票事・食品衝生審議会医薬品等安全対策部会において、生薬製剤、漢方製
‖寺についてのリスク区分の見直しを開始した。
生薬製鋼については、量的鋼限のある成分も含めた123生薬成分について第二類医薬品から
H三 類医薬品に費更すること等の桑事・食品僣生審薔会の答申を受けて、平成23年9月 30日に
リスク区分を見直す告示を行つたところであり、同告示は、平成24年4月 1日に施行される。
なお、農方襲剤については、既に告示されている233処方と新たに基準が策定された30処方に
ついて見直しを行い、藁事・食品衛生審議会で、引き続き全ての農方製剤を第二類医薬品とす
ることされたことから、新たに基準が策定された30処方について、平成23年12月20日に告示を
Fったところであり、同告示は平成24年6月 20日に施行される。

0

ワ
~霰 用E榮 ●こ買=・安lL■・円滑に候僣すう観点から、彙爾an■の含理的
いつ適切な対面販売の実施状況、円滑供給への寄与度等について検IIする。

子屈23年鷹篠酎開

台

平成23年圧においても、「一般用医薬品販売田屋定着状況■壼J事果により、薬局・店饉販売
腱での薬剤師等の対面販売の状況について日査を実施しているところ。
また、厚生労働科学研究事業で、平成23年度より、一般用医薬品の供給状況に関する口査研
tを開始したところ。平成24年度以降も引き犠き口査研究を行う予定。

O

D経 過措置期間中の副作用発生状況琴を横壼し、上記②の断縦的な検討・見
直しの内容に反映する。

平成23年度以降検
け開始

企票又は医療関係者からの闘作用電脅について、可能な限り、平晟23年度中に、流通経路別
D報告状況を整理する予定。平成24年度以降も必要に応じて適宜整理する。
また、企業や業界団体の協力を得ながら、流通経路別の副作用発生率や情報提供の実施状
兄等についても日査ができないか、平成24年度以降検8ftる予定。

O

⑤

5事業者関連携の柔軟化
云人格を持たない民法上の組含や石限責任事薬組合による事栞の実施につ
いては、地域主権戦略大綱(平成22年6月 22日閣識決定)に薔づき、今回会で
成立した「介田サービスの基盤強化のための介饉保険法等の一部を改正する
法律」において、申腑者の選人格の有無に関する基準が「従うべき基準Jとされ
Lところであり、本法の施行状況について検証する。

争="口 ● E“ のとおり、腱 rT林夕についての薇証を平属 23年 度 より開始する予定 。

⑥

ショートステイに係るこ率の見Eし 甲狙型のシヨートステイ(短期人前=清 ↑口、短期人隣療贅介猥)については、
地域の自主性みび自立性を高めるための改革の推進を回るための関係法律
D整 備に関する法律(平成23年法律第37号)」において、利用定員数は「標準」
ヒされ、人員配置薔率は「従うべき基準」とされたところであり、その施行状況に
ついて検証する。

"

旱生労働省 E配 のとおり、魔行状況についての検証を平成23年度より開始する予定。

特別養壼右人不―ムー 症河ル撃 回=右 ブ「晟の短脚 用畢票におけう

運用等を踏まえ、有料老人ホーム等、特定施設入居者生活介饉の空室におけ
る短期入所生活介饉の短期利用について、検劇モ行い、結輸を得る。

陪n、平成24年度措
E

時足麗設の軍=に おける短期利用については、社会保障審豪会介■綸付質分科会においてJ
けが行われ、「平成24年度介菫報■改定に目する書罐報告」において、「一定の要件を満たす
時定施設については、家族介菫者支援を促遣する観点から、特定施設の空室における短期利
嗣を可能とする見直しを行う」とされたところ。
見在、平成24年度介饉報酬改定に向けて当餞書諄報告に基づいた具体的な改定案についてJ
け中。

0

※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものであり、その後、取組が進捗しているものもある。 65



規日・‖度改革に係る追加方針(平成23年7月 22日 目議決定)における決定内害
所管省庁 実施状況

進んだ取組・

残された課■
評価

彙倒・“度改菫事項 俎“・■度改革のほ璽 奥菫時期

⑦

U曖口層菫サービス利用の例外の菫
用の見直し 外については既にII虔化されているところであるが、一層介饉保険の特長であ

る「サービスの選択Jに資するよう、現場の実情を■まえ、必要に応じて見直し
を行う。

半晟 23年 度 甲薔菫 ロエ"口 ●

])において、現場の奥脩を■まえ、他市町村にある事業所を指定する際の事務手続を簡素化
た́。(平成24年4月1日施行)

0

③

i会保障審躍会介■保険邸会において、召足綸付について、入所■の世帝の

テ得状況を“案するとともに、ホテルコストについて介腱保険菫段の多床童に

さいても適正額を薇収すべきであるとの意見が出されたこと等を踏まえ、拍足

舎付やホテルコストの将来的な在り方について社会保障と税の一体改革の議

0と併せて検討する。

甲咸郎年度以降横
‖

嘔生労■省

皮率における介臓分野の日度見菫しに関する罐綸として、多床室の綸付範囲の在り方や補足

治付における責産等の働案について検討が行われ、多床菫については室料の負担を求めるの

ま避けるべきとの意見が多く見られたところであり、また、拍足綸付については、具体的な仕組

みづくりに向けた奥質的な検討を早急に開始すべきとされたところ。 O

⑨

rの 会計報告手練の簡素化
屎育所運営事果者の会計については、イコールフ‐ ミングによる株式会社・N

PO等 の多様な主体の多入促造の観点から、会計薔率を法人類型ごとの会針
ルールに従わせ、一日の簡素化を遺める方向で検討し、錯議を得た上で実施

する。

「とも ・子 口 て″

テヽム実施時を目途
こ措置

口生労●省

に優のための包括的・―元的なシステムの構築について検討を行うため「子ども・子冑て新シス

Fム検討会麟Jが設置され、「子ども。子育て新システムの善ホ制度案要綱」が平成22年6月29日
=少子化対策会凛において決定された。
ビの後、平成22年9月に「子ども・子冑て新システム検討会凛作彙グループ(■大臣・政務官級会

〕)Jの下に

基本鋼魔ワーキングチーム        _
幼保一体化ワーキングチーム
こども指針(仮称)ワーキングチーム

D3つの臓 立ち上げ、基本劇底案要綱に基づき、有臓者、保育所・幼稚ロロ係者、地方回

事、労使代表、子育て当事者などの関係者の多目を得て、内閣府を中心とした日係府省が連携

、́具体の検討を進めてきた。

「咸23年フ月、基本制度ワ=キ ングチームにおいて、「子ども。子育て新システムに日する中間と

本件については、間中間とりまとめの中で、「会計基準について、
で、資金の流れを明確化する仕組みとすることJにつ

て

お
る。

まとめJを受け、少子化社会対策会■において、費用負担の在り方など、残
嘔ヽて今後も検討を行い、平成23年度中にあ晏な法■上の構■を■じること
本改革とともに、早急に所要の法伸率を目会に提出することが決定された。
子化社会対策会凛決定)
ζテム」は、社会保障と税の一体改革の中でも優先課題に位置付けられて子ども。子育て新システム」は、社会保障と税の一体改革の中1

6り、残された検討課題について、現在検討を行つているところ。

0

※「実施状況J。「進んだ取組,残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものであり、その後、取組が進捗しているものもある。
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規制・制度改革に係る追加方針 (平成23年7月 22日 目議決定)における決定内容
所管省庁 実施状況

進んだ取組・

残された課題
評薔

規制:鋼度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

⑩

呆育所運営費の使途制限の見直し 茉育詢 り万につ いては 、子 栞者 に 目田質を荀

ヒせ、一定の経済的基礎の確保尊を条件に、他事業への活用を可能とすること
=どを検討し、箱綸を得た上で実施する。

ステム実施時を目途
こ措置

早生労働省 明日の女0こ属長のたのの索思職済河彙」■に暑つき、初保―停1じを言C詢 たなスIE代●鷹
に撮のための包括的・―元的なシステムの構築について検討を行うため『子ども。子育て新シス
|ム検討会議Jが設置され、「子ども・子育て新システムの基本鋼度案要綱Jが平成22年6月29日
=少子化対策会議において決定された。
[の後、平成22年9月に「子ども・子育て新システム検ll会議作業グループ(Ell大臣。政務官級`
き)Jの下に

基本制度ワーキングチーム

幼保一体化ワーキングチーム
こども指針(仮称)ワーキングチーム
リ3つのWTを立ち上げ、基本制度案要綱に基づき、有繊者、保育所・幼稚日関係者、地方団
|、労使代表、子育て当事者などの関係者の参EIを得て、内閣府を中心とした関係府省が連携
、́具体の検討を進めてきた。
F成23年7月、基本制度ワーキングチームにおいて、「子ども・子育て新システムに関する中間と
'まとめ」がとりまとめられた。本件については、同中間とりまとめの中で、「運営費の使途範囲に
ついて、こども園給付(仮称)等を提供するための費用とすることを基本としつつ、多様な主体の
墨営努力により柔軟な経営を可能とする観点から、他会計への費用の繰入を認めること」につし
ご、今後更に検討を行うことが明配されたところ。
,お、この「中間とりまとめ」を受け、少子化社会対策会罐において、費用負担の在り方など、残
,れた検討課題について今後も検討を行い、平成23年度中に必要な法制上の措置を鵬じること
:されている税制抜本改革とともに、早急に所要の法律案を国会に提出することが決定された。
平成23年7月29日少子化社会対策会議決定)
子ども・子育て新システム」は、社会保障と税の一体改革の中でも優先課題に位置付けられて
Sり、残された検討課題について、現在検討を行つているところ。

○

①

果育士試験受験要件等の見直し

贖に応じ一定の科目免除を行う等、保育士試験の受験資格に関しての見直しそ
子ども・子育て新システムの検討と併せて検討し、見直し可能な内容を整理の
上、実施する。

ステム実施時を目途
に掟HE

明日の安心と成長の 対策J尋に基づき、幼保一体化を含む新たな次世代育成
に援のための包括的・―元的なシステムの構築について検討を行うため「子ども・子育て新シス
|ム検討会議Jが設置され、「子ども・子育て新システムの基本制度案要鋼」が平成22年6月29日
こ少子化対策会議において決定された。
との後、平成22年9月に「子ども・子育て新システム検討会議作集グループ(副大臣・政務官級会
〕)Jの下に

基本制度ワーキングチーム

幼保一体化ワーキングチーム
こども指針(仮称)ワーキングチーム
D3つのWTa立 ち上げ、基本制度案要綱に基づき、有識者、保育所・幼稚園関係者、地方団
|、労使代表、子育て当事者などの関係者の参画を得て、内閣府を中心とした関係府省が連携
、́具体の検討を進めてきた。
F成23年7月、基本制度ワーキングチームにおいて、「子ども・子育て新システムに関する中間と
,まとめJがとりまとめられた。本件については、同中間とりまとめの中で、「職員責格について
ま、教員免許・養成制度の見直し及び保育士資格制度の見直しの検討状況を踏まえた上で検
汁するJとされたところであり、、今後更に検討を行うこと力1明記されたところ。
ェお、この「中間とりまとめ」を受け、少子化社会対策会議において、費用負担の在り方など、残
:れた検討課題について今後も検討を行い、平成23年度中に必要な法制上の措置を鱗じること
:されている税制抜本改革とともに、早急に所要の法律案を国会に提出することが決定された。
平成23年7月29日少子化社会対策会議決定)
子ども・子育て新システム」は、社会保障と税の一体改革の中でも優先課題に位置付けられて
Sり、残された検討課題について、現在検討を行つているところ。

O

⑫

防問看順ステーシヨンの開葉要件の

電直し
病匠、診療隣、一定以上の人員を有する訪間看護ステーシヨンと頭切に運務を
図ることで24時間対応を可能とするなど、サービスの安定的な提供及び安全性
の確保に配慮しつつ、一定の要件の下で指定訪間看護事業所の人員基準のJ
直し(1人又は2人 )について検討し、結論を得る。
なお、東日本大震災の被災地においては、指定訪問看置事業所の人員基準を
満たさない事業所に対し、市町村の判断で保険給付を行う措置を特例的に認
めたところであり、人員基準の見直しに当たっては、当腋措置の実施状況も踏
まえて検討する。

3

早生労働省 【日本大震災の被災地においては、指定訪問看護軍業所の人員基準を満たさない事業所に対
、́市町村の判断で保険綸付を行う措置を特例的に認めたところであり、今後、当該措置の実礎
え況を把握する予定。

○

維 施状油 イ進んだ取組義 された課曲 の内容は、原則として平成呻 1月30B時点のものであ吹 その後、取組が進捗しているものもある。
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規鋼・制度改革に係る追加方針(平成23年7月 22日 閣議決定)における決定内容
所管省庁 実施状況 進んだ取組・

残された課■
評輌

規“・“産設菫=菫 規鋼・鋼度改革の概要 実施時期

⑩

彙品及び医療機器の開発、承認の在り方全体を検証し、必要に応じた見直しを
Fう。

0、平成23年度以降
口次措置

嘔三 "口 薔 口彙mヌ o‐ 環‐薔り書菫子"の ~日 の明燿1●七日0た の、十属23手 7月には臀E買 皿満
蜃薬の日床評価方法に目するガイドラインを発出し、平成23年:2月には、睡眠薬の臨床評価方
去に関するガイドラインを発出する予定であることなど審査手順に関する詳細なガイドラインを■
貪しているところ。
また、従来より、社会的に極めて関心の高い品目については、審査手順のガイドラインに関す
5パブリックコメントを実施するなど、医薬品及び医療機薔の審査手続の一層の透明化を図るた
めに必要な取組を進めているところ。
さらに、平成24年度予算案(平成23年12月24日目躍決定)において、技術の進歩に対応するJ
「承認審査・安全対策の向上に必要な経費を81上したところ。

O

〕農林・地域活性化分野

①

認疋晨票者窮匡 の見口 し ″υい '■ 7ル の口じ、降薦魯■の見Eし 、曖聰守の票積に同けた取組の質
ヒといつた具体策について、早急に検討を行い、意欲のある農環にとつてより1
壺な制度となるよう倒度の見直しを行う。

子鷹23年度中僣電 民林水産省 ■杯不E● 四|こおいζ硬酎を選めているところであり、平屁2町 巨中に興魔可能なものにつし
て措置する予定である。

O

②

屁が日略晨 の競 争 力籠 1ヒのため の現

Eし
=菫 景“u.l例外、ェ鷹奮口椰lこ昴"国 に肛"菅 ●tし、それ以外I=目己処理し
[売を認める)拡大について、下記に関し検討し、結論を得る。
処理に関する共同実施方式の導入
指定団体に販売委託しない生乳の量の上限の緩和

皓綸
腱林水屋省 F威 23年9月下旬から:o月中旬にかけて、現在部分晏託やプレミアム乳饉取引

栄
を行っている

略農家及び全日9指定団体に対するアンケートロ査を実施し、全量委託の例外による取引の現
大等を把握するとともに、同年11月までに10軒の酪晨家等及び5指定団体を訪問し、全量委託

盟留卿 電訪購藉駐 、郷 灘̀隊鞍湯高鼻
けし、平成24年3月中に結綸を得ることとしている。
K付 加価饉の高い生乳を生産することにより、通常よりも高値で取引される。

O

E欲ある生産者やその団体の多様な活動を促すよう、指定団体の業務1
生り方について、指定団体“度の趣口も踏まえつづ検討し、縮綸を得る。 枯綸

O

③

ヨ環買島●l度の見Eし 夏・乳製品の国軍貿易について、SBS方式(発買同時契約方式)の導入を拡沐
する。

麦については平風21
年度にr食と農林漁
業の再生実現会議」
等の議論の状況に

応じ検討を開始し、
その後、速やかに結
瞼。乳製品について
は平成23年中措置。

民林水産省 t舞,
麦については、「食料・農業・農村基本計画J(平成22年3月
艇と晨林漁業の再生のための基本方針・行動計口J(平成:
●本部決定)において平成23年度中に策定されることとな・

ては、「食料・農業・農村基本計画J(平成22年3月30日目議決定)に基づき、「数が日の
漁業の再生のための基本方針・行動計口J(平成23年10月25日食と晨林漁業の再生推
ι定)において平成23年度中に策定されることとなった「食品産集の将来ビジョン(仮称)
、平成23年度中に検討を開始し、その後、速やかに結綸を得る予定である。

貿易については、これまで原則としてSBS方 式を導入していなかった、′ヽター又
ついて、これらの品目の薔格が著しく騰貴し、又は騰貴するおそれ力̀あると日めら
入を行う際にはSeS方 式の導入を図ることとした。このため、乳製品の国家貿易

式導入拡大についての「加工原料乳
(昭和40年法律第1:2号)第13条第1項及び第16条第2項の規定に
及び売ましの業務の実施に係る要腑について」(平成23年 12月22日
長通知)を発出した。

0

④

言でも、その土地が全体として
みれば農地法上の「農地」と扱うことができるかを含め、現場の実饉を饉まえ、
農地の保全を行うという考えの下、農地扱いに関する基準の明確化等を検討

し、結論を得る。

開始、平成24年度中
こ結論

員林水慶省 嗜暉の口云用菫醸の設置工手におけるコンクリート打設工法警について、現場の実鵬を把握す
5ため、関係団体等から情報収集を行つている。今後、■に情報収集に努め、平成24年度中に
薔檜を得る予定である。

O

⑤

土地改良事業の効率化 土地改艮区について、薇青冒理等の工地改艮手票の低コストかつ遍切な奥麗
を促進する。

平鷹23年度中措置 臓杯不こ● [■ 颯員い刀`rrフ嘔"口 程子の工理颯長●票の修コストかつ遍VJな栞臣が饉慶 れるよう、■
出改良区等を指導する都道府県に対して、通知 (「土地改良区が行う土地改良事業の効率化に
,いて(平成23年17月27日付け23農振第2148号農村撮興局土地改良企画課長通知」))を発出
た́。

El‐、こ|●颯知を発“した後、瑠万晨瞑局か王籠了う担当
曽会■等を活用し、土地改良区寺を指導する都道府県に対
て́その旨周知する予定である。

O

68
※「実施状況」。「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年‖月30日時点のものであり、その後、取組が進捗しているものもある。



規輌・劇度改革に係る追加方針(平成23年7月 22日 日路決定)における決定内害
所管省庁 実鮨状況

遭んだ取組・

残された暉■
諄饉

規制。鋼度改革事項 規“・“度改革の概要 実施時期

⑥

「薔 局瞑薔■ に峰 ●● 率 の見■ し E― 百コヽア‐兄“ Cヽ●□いつJ■を用いヽ荷凛用画剛―■螢でき0:目 ら
,事業地内」には、所有農地・林地のみならず、借地・業務受託した晨地・林地
1土地所有者のア解を得ているものに限る)も含むこととする。

『鷹23年甲●● 露寧● 1●いワ沐■凛0荷 薔り‐上16:こロフ0法 椰り~ロ セ嘔上7● 活薔のBTT● l―つい■Jの~

『改正についてJ(平成23年9月12日付け環自野発第1100:2m5号 自然環境局長通知)で各椰
瞳府県知事宛通知しており、措置済み。

◎

「者客認事彙Jを全口展開することで、農林集組合等の法人が一定の要件を澤
ヒして許可を受けれは、狩猟免許を持たない●人等の農林業者でも、捕獲作■
D従事者として、狩猟免許所持者の指導により、鳥欧保農法における有害島リ
0獲を補助者として行うことができるようにする.

子晟 23年 度 甲 薔 菫 層欧の保理を国0ための■票を栞距するためのこ不09な個針Jについて、平成23年9月5日付
ナ環境省告示第59■で改正を行つており、措置済み。

◎

②

嘔として百青轟口硼祖看何つ看を胃鷹丁●爾屁 (国の認定賃薔を設けるととも
こ、当談者に対して補寝の支援をし、地域をこえた活動を促遣する等)を整備寸
5。

由、できる限り早期
こ措置

凛現省 「風23キ12月から、嘉として薔薔用口輛観をr7'■そ胃属丁0■腫について、又感口萱やヒア
′グによる事例収集等により検討に着手。

O

O

E増 碁本台職壼■の促遺 蜃栞経日の晏騒とな0晨理を保=丁うために13前有者専の情報の工任な把ヨ
が必要不可欠であることから、改■L晨地法で義務付けられた農地相続時の届
出が適確になされるよう、市町村に対し当酸II度の周知徹底を図る。

弔威23年こ上期薔
E

E林 水麗省 市町村に対する晨地の相経時の届出調度の周知徹底について」(平成23年9月 13日付け23経
彗第1771号経営局晨地政策鰈長通知)を発出し、農地の相籠時の届出制度の確実な運用を目
5観点から、死亡届の提出先である市町村の戸籍担当に対して、農彙委員会と連携し、農地を
目続した場合の届出手続を死亡関連届出一覧に合めるよう依輌するとともに、当破制度の周知
檄底を図つた。                        ´

E配の遺知については、当省ホームベージに掲口し、更な
5周知を回つた。

◎

⑨

市民晨 口 開設 に保 るこ率 の見 Iし υ薔作放栞地の解,日のためには、市民晨目を積極的に活用すべきこと
D自家消費を超える余剰農作物を直売所等で販売することは可能であること
こついて、農集委員会、市町村等関係機日に対して通知を発出する。

「鷹 23年 甲僣重 屁椰水鷹省

■日の活用や、市民農口で生産された農作物の販売の取撮いについて、日係機日に平成23年
2月中に通知(『耕作放集地の解消に向けた市民農日の積極的な活用及び市民農口で生産さ
れた余剰農産物の販売について(平成23年12月22日付け23農撮第1970号農村撮員局長通
団」))を発出した。 ◎

⑩

よる農桑経営支援機能の強化
おいて、三要な役割を果たすべき農協は、その原
・強化のため、計画的に農栞目係事業部門

早急に開始する。

晨桑の成長壼果化α

点である農集経営支 欠計口策定、以降計
日に沿つて措E

晨林水産省 E協 が中長期計口等の策定に畷して、展薬経営支援機能の強化、組合員の収益力の強化、事
腱の効率的運営による農彙□係事業部門の収支改善等に向けた主体的な取組を計目的に遭
めるよう、平成23年 度中に『農彙脇同組合、農彙協同組合連合会、農彙協同組合中央会及び
屁事組合法人向けの総合的な監督指針((信用事業及び共済事業のみに係るものを除く。)平J
23年2月 28日 付け22饉曽第6374号 経営局長通知)」を改正する予定である。

0

腱“の種富刀螢1じのため、口員や専門家など■広い範囲から優れた経富スキ
ルを有する人材を豊用し経営を委ねることができるよう、執行機日と組合員代 E用などについて、平成23年 度中にr農集協同組合、晨彙協同組合連合会、農彙協同組合中

0

の普及・定着や実務経験を有する者等の理事への量用などを進める。
R=凛 ひ晨●租宙澤人口けのほ書駆 五警宿●t((IE用事票及び共所子栞のみに係るも0

黎く。)平成 23年 2月 28日 付け22経 営第6374号 経営局長通知)Jを改正する予定である。
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※「実施状況J・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものであり、その後、取組が進捗しているものもある。



規制・制度改革に係る追加方針(平成23年7月 22日 閣躍決定)における決定内容
所管省庁 実施状況

進んだ取組・

残された課題
評価

規制・“度改革事項 規“・鋼産改革の概要 実施時期

①

R約野菜安定供給事果の対象晨凛の

鼈目拡大
謳菫府県の負担の有無にかかわらア、日度上定められた晏件を潤たした=産

饉と実需者の直接契約について、契的野菜安定供給事業(契約指定野菜安定

共綸事業及び契約特定野菜害安定供綸促進事業)の対象として取り扱われる

|う措置する。

撃摯=蔵●いては1■産嚇 どこで吊 モ罰 帰てぎ秘 にする「 ~~~~

「鷹23年甲薔= 腱杯 不 E百 ●事票については、平成23年3月 1日に拿面魔行された:地軍責■lを盾用した晨杯諏栞看警に

よる新事業の“出及び地域の農林水庄物の利用に関する法律J(平成22年法律第67号)におけ

6特例規定に基づき、指定産地内外を固わず、リレー出荷に取り組む生産者についても支援対

晨とするとともに、この際、資金遺成に係る都道府県の負担をなくすことができるようにした。

讐らに、23年度予算において、野菜の契約取引における価格・数量の変動に伴う収入減少に対

志し、都道府県負担がなく、また産地に関わりなく活用できるモデル事業を開始した。

コック会議 (都道府県、出荷団体等が対象)等において周知

た́。
本措置の活用が促進されるよう、引き続き、説明会等におし

て生産者等への周知に努めている。
◎

平成23年度中措置

◎

⑫

企業信用保険劇産の連携強化による

賃金供給の円滑化

口林永産彙信用保護保険前産(以下r農林水保険」という。)と中小企業信用保

資“産(以下「中小保険Jという。)に係る課題は以下であるところ、

D農 集信用基金協会(以下「薔金協会」という。)が保証対魚を実態上制度融資
こ限定するなど銀行等が活用しづらいものとなっている、

D金 融機関にとつて、基金協会の申綺の事務手続等が中小保険と異なる、

鋼 劇度の保険対飲が不明■であり、利便性が損なわれている、

ひ甚金協会の保証料率が資金ごとに
一体となっており.利用者の経営努力が

反映されない、
こうした鳳題に対応するため.現行の中小保険及び晨林水保険による連携を強

化し、利用者の利便性の向上を目るとともに、その課題の改善に西省で取り組

む。具体的には、

Э民間活力の活用の趣旨を臓まえ、農林水庄省は基金協会に対し、銀行等に

よる利用促遭の方針を徹底する。そのため、銀行等による基金協金利用が進

んでいない地域においては、晨林水塵省は経済産業省の協力を得て、地域金

融機関の取組状況の実態把楓を行う。

経済産業省

1晨林水E省 )

D農林水慶省では、基金協会の役員等が多集する全国会躍(平成23年6月20日「農業信用保険

理焼撃海短距酬 饗麗認緊蹴業3錯縮慮お努5f
腋慮する。
:らに、取り組み状況の進んでいない地域に対しては、経済慶彙省の協力を得て、地域金融機

目への直接のヒアリング等により平成23年度中に実態目査を行うこととしており、現在その日程

中について経済産業省と目整中である。

1経済慶栞省)

醜 行等による基金協会利用が進んでいない地域に対して、農林水崖省は経済産業省の協力

を得て、地域金融機関への直接のヒアリング等により23年度中に実饉■査を行うこととしてお

り、現在その日程等について晨林水農省と調整中。

(晨林水屋省)全国会凛に出席し、目行等の一層の利用促

出を周知したものの、引き続き、会議の場や現地で意見交

晨等を行う際に、更なる周知徹底に努めていく。

◎

Э利用者の利便性向上の観点から、審査ノウハウや事務手線の向上を回るた
め、信用保E協会と基金協会との合口での研修の実施等を行う。 きる限り早期に措置

晨林水壼省、経済産栞省)

丼 威20年9月30日に基金協会の管理奥務担当者向けの研修会が開催され、同研修会の中

ご、社団法人全国信用保肛協会連合会の担当者を講師として、保肛協会の現状等を含めた研

「を実施。今後、一目の利用者の利便性の向上を回る観点から、引き続きこうした研修の場を
舌用し、互いのスキル向上に資することとして参りたい。

引き続き、利用者の利便性向上の観点から、互いの鋼度に
ついて研修等の場を通して理解を深めスキル向上に努めて
いく。

◎

Э鼻林水産省と経済産彙省は、百制度の対彙となる業種について事例集を作

成し、事業者や地域金融機■への周知徹底を図る。また、信用保肛協会と基金

協会は同
一地域に存在する商協会間での連絡体需を構菫し、一方の“度で対

象とならない場合は、相互の`会 に紹介を行う。さらに、農林水産物の生産・加

工・販売を一気通貫で行う事業者に対しては、金融機関と両協会力̀連携の上、

事業者の負担軽減の観点を饉まえた事騒手続等の簡素化を目りつつ、生産都

分は基金協会、加工・販売部分は信用保肛協会と分担する等、円滑な保証引

受けのための体制を構築する。

平成a年 度着手、で

きる限り早期に着量

晨林水菫省、経済産業省)

)平成23年度中に、他業鮨

0

Э農林水産省が基金協会の保肛料率の見直し等の検討を行うに当たり、経済
慶集省は、中小保険の制度設計に関する情報提供を行う。

「匡 "年 匡豪 H開

台、平成 24年 度 中に

喘綸

晨 杯 不 E● '

Da林 水嵐省は基金L会 の保肛料率の見直し等について、経済農彙省から中小企集CRDの

日産設計に関する情報提供を得つつ、保険機関でもある独立行政法人晨林漁桑信用基金の次

口中期目標(平成25年度～)とも運動させた上で、平成23年度から関係機関と十分協議し、平成

“年度中に一定の箱綸を得る。

1経済産業省)

)晨林水塵省が基金協会の保証料率の見直し等の検討を行うに当たり、経済産業省からは、中

卜企業CROの 制度設計に関する情報提供寺を行う。

0
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※「実施状況J・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年‖月30日時点のものであり、その後、取組が進抄しているものもある。



規劇・制度改革に係る追加方針(平成23年7月 22日 目饉決定)における決定内容
所管省庁 実施状況

進んだ取組・

残静 た課題
屏価

規鋼・“慶改革事項 規鋼・“度改革の概要 奥施時期

⑬

禾女杯 “菫 l‐誅 ●轟 疋 "票 晏汗 理

つ迅速 化

摩椰・杯票晏不云の瞑止t平晟13牛●月,に絆つ崚和に籠0薔=鳳票晏rFの質
E手続について、迅速な対応が日られるよう指導を数慮し、手続の迅速化に努
ある。

「屁郎年度治山・保ヨ杯目係亭栞フロツク象●(平晟23年10月12日、20日、31日開籠)野を追じ

C指定施彙要件の変更の迅速化に係る通知の内害について指導を行つた他、各●道府県保安

相 当者に手続きの迅速化に対する日別指導を実施した。
こ行管理を行うとともに、必要に応じて各都道府県担当者

日ヽ別指導を実施した。
◎

⑩

購1ヒ 采等の許可・届出について、申請書類の統合を含め、更なる簡素化を回ること

Dメリット、デメリットについて検討する。
白

屁林水重 省 F屈 23年度治山・保安林口籠事票フロツク姜口 (平威23年10月12日、20日、31口開籠'りにおし

C、各都道府県から左記内容について意見聰取を行い、申請書類の簡素化に係るメリツト・デメ

リット及び対応方向を検討した。

口耐書類の日繁化を図ることのメリット・デメリットについて

貪討した結果、申睛書類を簡素化。平成23年度末を目途に

森林法施行規則の規定に薔づき申請書等の様式を定めそ

中」(昭和37年フ月2日農林省告示第851号)の改正予定で

bる。 ◎

⑮

膵票種面示におけ0橿 画の出市区=に ついて、地項の気候・工襲りの目膝彙

牛に適合しているかどうかを検IIする観点から、こうした条件への適合性を再

貪計の上、地域間で移動を行うことを可能とするなどの柔軟な対応を回る。

「威23年中措置 民林水三省 色壇の気候・土颯等の自然条件に遍合性を再検3fした箱果、地域間で移助を行うことを可能と

ケるなどの柔軟な対応を目る観点から、これまでの抵抗性マツ等の檀畿に限定していた配布区

`外配布の対象を拡大 地域間での移動が柔軟にできるよう造林成績を比較するための檀歳を
自加)した。

F咸23年12月12日にI杯票用租百の配布区理外配布への

E布承認手犠きについて(昭和46年7月24日付け46林野遺
麻フ38号林野庁長官通知)」の改正を各都道府県知事等に

こ知した。 ◎

膵粟担画の口情については、椰通府緊や頭壺雲議か‖硝口壼を行つてい0よ
うな誤解を受けないよう、調整会議の場で価格についての綸議を行わないこと
こついて、早急に指導を徹底する。

告置

え書での周知の他、平成23年度開催の地区需僣口壺協話会においても周知し更なる信導をは

じした。(林 業用種苗需給調整協日会について(平成23年 1月24日付け事務連絡林野庁研究・

果全課森林保全推進室長から各都lt府県林業種苗担当課長あてJ)
◎

らわせて、補助対象とする百本に要件を課す場合についても、地域の自然的乗

牛等を踏まえた必要最小限のものとし、民間事桑者が生産した苗木であること

をもって補助対象から除外するなど合理性を欠く要件を課きないよう、早急に公
IEな競争条件の確保に努める。

平成23年度上期中

告置

F威23年 1月18日に開催した会■(平屁22年鷹民有林絲杯肇質手栞打ち合せ含凛'及び平

亀23年 1月末～2月上旬に実施した椰道府県との日別打ち合せにおいて、補助対彙とする苗オ
こ要件を課す場合には、地域の自然条件害を踏まえた適切な森林造成の観点から必要最小限
りものとし、民間事業者や林薬経営者が生産した苗木をもつて補助対彙から除外するなど合理
生を欠く要件を課すことがないよう、周知・指導した。 ◎

巨栽本数の低減による低コスト遺林への取組など、多様な森林壼偏を促理すζ

観点から、都道府県に対して、補助要件として植栽本数を限定していないことの

制度趣旨を周知する。

平成23年 度上期中

告置

「屁23年 1月18日に開IEした彙願(半厩22年度民有椰縛杯壺編手栞打15省せ曽口'及ひ半

223年 1月末～2月上旬に実施した都道府県との個別打ち合せにおいて、多様な植栽方法や

自栽本数等に応じた事業単価(標準単優)の設定について具体的に周知・指導した。

目栽本数の低減による低コスト遺林等の取組事例を収集
、́都道府県への情報提供・共有を回ることにより、幅広い

檀栽本数の設定等を促すことについて検討中である。
◎

⑬

朦驀 澪 寺 の 壼 "・ 氏 同 利 用 の に 還 蹂林簿情報の提供琴については、平成22年12月24日付 :森林魔果の票約化

D促 進に資する森林口運情報の提供及び整備についてJにて、椰道府県への

助言を行つているところであり、当餞助言に基づく施集集約化専に必要な森林

平鷹 23年 度 中情菫 屁杯水重 省 騒林薄子の森杯目運情報について、平属23年 10月に森襴 含や杯栞學票停への環供秋現を

1認 した。

「藤林法の一部を改正する法偉J(平成23年法律第20号)に
おいて、市町村は森林の経営の受託又は委託に必要な情
報の提供、助言又はあつせんを行うよう努める旨が規定さ
れ、平成24年4月に施行されるところであり、森林経営計画
を作成しようとする者に必要なmが 提供されるよう、その

運用について平成23年度中に助言を行う。 〇
Lする者に必要な情報が提供されるよう引き犠き助言を行う。

⑫

自1ヒ ■に鑑み、我が国の排他的経済水城内の水産資源ほ国民共通の財産であると
か理念の下、資源管理に計回的に取り組む漁業者を対象として平成23年度か

ら導入した「資源管理・漁業所得補償対策」の早急な定着を図ること等を通じ

て、水産資源の回復に向けた資源管理の強化を実現する。

置

屁杯水 震 ` 資源管理・漁業所得補償対策」は、計画的に資源管理に取り組む漁菓者を対摯とするものであ

り、水産資源の回復に向けた資源管理の強化に資するものである。
見在の本対策の実施状況は、
平成23年 度9月末時点で717計 画の資源管理計画(平成23年 度9月末時点)が本対策の下

C作成されたところ(同計日は、資源管理協罐会(都道府県、研究機日、有豫者書で構成)が定

口的にその履行を確認)。
これまで漁集共済に加入していなかつた漁業者が新規に加入するなど、漁彙共済への加入が

中びており、その加入率は平成22年 3月末の54%か ら64%に 向上(平成23年 9月時点)。

対ヽ策の内容や本対策に加入するメリットの周知を行い、
日入促進に努めてきたところ。引き続き、取組を継続する。

○

※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものであり、その後、取組が進捗
|て
いるものもある。
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規制・制度改革に係る追加方針(平成23年7月 22日 目議決定)における決定内容
所管省庁 実施状況

進んだ取組・

残された課題
屏価

規日・翻産改菫=項 規‖・樹産改革の概要 奥鮨時期

⑪

口源暫理覇度の見Eし IACt“凛薇nJ鵬菫思雇凩日の駆バ凛ひ:0(口別凛猥砕)万■の活用を積馴
ケるとともに、指定童業に係るVMS(議船モニターシステム)の設置の義務付‖
つ検討や、指定議集と沿岸漁彙の日整に係る仲介、あつせん等への積極的な
け処を行うこと等を通じて、資源管理鋼度の機能を強化する。

できるだけ早期に精
E

屁杯不■● 「属23年 11月 25日 開籠の第54回 水暉取栞薔籠安賃凛管理分科会において、平成24年 のT
Cヽ(総 議猥可能量)設定について諮間するとともに、その運用状況について報告しており、経線
勺に躍n力`行われているところである。また、平成23年 度から開始された責ヨ管理・濾彙所得
1償対策の下で、議業者が自主的に取り組む資源管理措置の一つとして、:o(儡別漁捜枠)方
tの活用が遺められているところである。

′MSの 設置については、関係団体に説明するとともに、平成23年 11月 25日 の水産基本政策
r臓会資諏管理分科会で議論したところ。

日定漁彙と沿岸漁集との調整については、担当者を現地に派遣し関係者の意見を聞くとともに、
日係者間の調整会凛を開催するなど積極的に実施している。

えの際に義務付ける方向で検討中である。
指定議案と沿岸漁集との口整について、今後も継続して積
極的に実施する。

0

⑬

つ実現

嘔●員嘔覆看への用膀薔表の開示と日明貫色の壼lE、ra含員賃薇審葦の販
E化などの措置の周知徹底、公日会計士の活用あ充実。強化等による議ヒ系
魔団体の監査体制の更なる壺薔寄を通じて、議桑協同組合の経営の透明化・
L全化を一日実現していく。

E

晨林水=省 の職富の一日の透明{じ・健豊1じを図るため、
て、漁協の事業外収入の内訳(事業外収入の10/1∞以上のもの

当たっての、役員の組合員に対する事業計日等の具体
つT準 な審機の徴感

D組 合員資格審査の結果、正組合員数が法定組合員数を下回つた組合の解散手線を行うよ
う、平成23年9月8日にr当協等の指導監督■(信用事業及び共済事業のみに係るものを除く。〕
こ当たっての日菫事項について」(事務ガイドライン)(平成23年9月8日付け23水漁第1060号水
E庁 長官通知)を改正し、指導を行つた。

姜た、規制・制度改革の追加方針の趣旨を徹底するため、
D組 合員及び債権者への決=関係書目の開示と説明責任の徹底
D定 款に基づく組合員資格審査委員会を開催した上で、理事会において組合員資格の有無を
夫する、組合員資格に対する厳正な審査の実施
D公 日会計士の活用を充実・強化し、第二者性と独立性を有する監査体制の更なる整備
鬱行うよう、同日に通知を発出し、指導を行つた(「漁彙協同組合経営の透明化・健全化の促遺
こついて」(平成23年9月8日付け23水壼第1001号水産庁水慶経営課長通知))`

O

⑩

十属a年 度から導入した:貫凛冒理・凛票前■稲IE対策」を通じた魚種こと及ひ
姜殖漁場ごとの適正養殖可能数量の設定の推進、議場の適切な利用と口和し
た形での養殖業への円滑な新規参入書を通じて、姜殖業の持続的発展を実現
する。

できるだけ早期に宿
E

諷林水産省 1買凛口理・凛票前待硼籠対策Jを利用す0委 殖票■については、持寵的費用生屋寵保法に観
定する漁場改善計日において、漁場ごと、姜殖租籟ごとに投入する種苗の数量や施設数の上田
である適正姜殖可能数量を設定。平成23年 11月末現在で、22道県で288漁 集協同組合が、
135計口の適正養殖可能数量を設定した漁場改善針目を策定したところ。

凛場改薔計画における遍正養殖可能数量の策定の取組み
こ一定の進展がみられているが、今後、更に、適正養殖可
佗数量を設定した漁場改善計画の策定に努める。

O

lア ジア経済戦略、金融等分野
0物 流・運輸分野

①

口鳳肛=“ 足に関する狙百栞止云遍
1除外"度 の見直し

ロエX菫 ■:工、日外国の日ntm=に 関丁う猥百環工活燿用藤外覇度に線0
大況等を分析・検饉し、我が日の同倒度の在り方について、公正取引委員会と
`‖ しつつ、引き餞き検討を行う。

「属 24年 度凛 酎 ロエ 至 la省

:岬 … 寧躙胃F累翻 :轟露調踏貨ち
,、その効果・影響等の検証を行う。

O
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※『実施状況J・「進んだ取組・残された課題Jの内容は、原則として平成23年‖月30日時点のtlのであり、その後、取組が進捗しているものもある。


